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この自己点検・評価報告書は、一般財団法人大学・短期大学基準協会の認証

評価を受けるために、産業技術短期大学の自己点検・評価活動の結果を記した
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1．自己点検・評価の基礎資料 
 
（1）学校法人及び短期大学の沿革 
 
＜学校法人の沿革＞ 

昭和 37 年（1962） 関西鉄鋼短期大学開学 

昭和 39 年（1964） 鉄鋼短期大学に名称変更 

昭和 49 年 (1974) 人材開発センター（学園の付属機関）を設立 

昭和 63 年（1988） 学校法人鉄鋼短期大学を学校法人鉄鋼学園に、鉄鋼短期大

学を産業技術短期大学に、それぞれ名称変更 

 
＜短期大学の沿革＞ 

昭和 37 年（1962） 関西鉄鋼短期大学の鉄鋼科、機械科、電気科を開設 

昭和 44 年 (1969) 鉄鋼科、機械科、電気科を鉄鋼工学科、機械工学科、電

気工学科に名称変更 

昭和 46 年 (1971) 溶接構造工学科を開設 

昭和 63 年 (1988) 鉄鋼工学科を材料工学科に名称変更 

平成 2 年  (1990) 溶接構造工学科を構造工学科に名称変更 

平成 5 年  (1993) 電気工学科を電気電子工学科と情報処理工学科に改組転

換 

平成 12 年 (2000) 学位授与機構から認定された専攻科（生産工学専攻、電

気・情報工学専攻）を開設 

平成 16 年 (2004) 材料工学科及び構造工学科をシステムデザイン工学科に

改組転換 

平成 24 年 (2012) システムデザイン工学科をものづくり創造工学科に名称

変更 

平成 30 年（2018） 専攻科（生産工学専攻、電気・電子工学専攻）の廃止 

令和 4 年（2022） 

 

ものづくり創造工学科について令和 5 年度からの学生募

集停止を決定 

 
（2）学校法人の概要 

 学校法人が設置する全ての教育機関の名称、所在地、入学定員、収容定員及び

在籍者数 
 令和 4（2022）年 5 月 1 日現在 

 

教育機関名 所在地 入学定員 収容定員 在籍者数 

産業技術 
短期大学 

兵庫県尼崎市 
西昆陽１丁目２７－１ 

245 

 

490 

 

417 

様式 4－自己点検・評価の基礎資料 
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（3）学校法人・短期大学の組織図  
 組織図 
 令和 4（2022）年 5 月 1 日現在 
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産官学連携推進
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図 書 館 
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（4）立地地域の人口動態・学生の入学動向・地域社会のニーズ 
 立地地域の人口動態（短期大学の立地する周辺地域の趨勢） 
 本学が立地する兵庫県の推計人口は 541 万人（令和 4 年 4 月 1 日現在推計人 

口）、通学圏の大阪府の推計人口は 878 万人（令和 4 年 4 月 1 日現在推計人口） 

である。日本は人口減少時代に入っており、兵庫県・大阪府とも人口は減少傾向 

である。 

 一方、本学が立地する尼崎市の人口は 45.6 万人（令和 4 年 4 月 1 日現在住民 

基本台帳人口）で、長期的に見て人口が減少しているが、「SUUMO 住みたい街ラ 

ンキング 2021 関西版」（リクルート住まいカンパニー）によれば、尼崎が「穴場 

だと思う街（駅）ランキング」で 3 年連続 1 位になっており、「交通・生活利便 

性が高いのに、家賃や物価が割安なイメージ」が一般に広がっているようである。 

 

 学生の入学動向：学生の出身地別人数及び割合（下表） 
 

地域 

平成 29 
（2017） 

年度 

平成 30 
（2018） 

年度 

令和元 
（2019） 

年度 

令和 2 
（2020） 

年度 

令和 3 
（2021） 

年度 
人数 
（人）  

割合 
（％）  

人数 
（人）  

割合 
（％）  

人数 
（人）  

割合 
（％）  

人数 
（人）  

割合 
（％）  

人数 
（人）  

割合 
（％）  

兵庫県 119 47.6% 137 53% 152 51% 157 53% 123 58% 

大阪府 59 23.6% 57 22% 68 23% 78 26% 38 18% 

その他 72 28.8% 64 25% 76 26% 61 21% 51 24% 

合計 250 100% 258 100% 296 100% 296 100% 212 100% 

［注］ 
□ 短期大学の実態に即して地域を区分してください。 
□ この事項においては通信による教育を行う学科の学生を除いてください。 
□ 認証評価を受ける前年度の令和 3（2021）年度を起点に過去 5 年間につい

て記載してください。 
 

 地域社会のニーズ 
地元の尼崎市では高い技術力を持つものづくり企業が多数集積しており、より付加

価値が高い製品を生み出す都市型産業都市を目指している。 
本学では、従来から地元である尼崎市を中心に、地域社会の行政、諸工業、教育機

関及び文化団体等と産官学連携を核とした交流活動・社会貢献活動を行ってきたが、

平成 28 年に尼崎市と「産業技術短期大学と尼崎市との連携協力に関する包括協定」

を締結し、これまで以上に深いかかわりをもって、地域の課題解決を目指していくこ

ととなった。兵庫県・大阪府等の工業系高等学校においては、工学系進学希望者に対

して本学と高大連携教育を行いたいというニーズがあり、できる限りその要望に応え

ている。 
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 地域社会の産業の状況 

地元の尼崎市は、大阪と神戸の二大都市圏に挟まれ、明治以降、南部（臨海部）を

中心に鉄鋼、化学、機械金属などの工業を中心に工業地帯が形成され始めた。 

昭和期に入ると、鉄鋼業を中心とする工業化の進展とともに、阪神電鉄沿線・国鉄

（現在のＪＲ）東海道線沿線・阪急電鉄沿線の鉄道各線沿線において新たな住宅地開

発が始まり、急速に都市化が進展した。 

第二次世界大戦後、高度経済成長期には阪神工業地帯の中核都市として著しい発展

を遂げた。この時期、住宅地開発による人口の増加も著しく、昭和 45 年にはピークの

55 万人に達した。 

しかし、近年の社会経済環境の変化や技術革新の急速な進展、企業の東京一極集中

等により、中小企業を中心に製造事業所数が減少傾向にある。その影響を受けて、中

小企業が多く集積し、また中小企業の従業員が多く居住していた尼崎市の人口は、45.6

万人（令和 4 年 4 月 1 日現在住民基本台帳人口）となり、神戸市（151 万人）・姫路市

（52.5 万人）・西宮市（48.3 万人）に次いで、現在兵庫県下第 4 位となっている。産

業構造の転換や、魅力ある街として文化の振興等を行うことが課題になっている。 

 

a．工業 
高い技術力を持つ、ものづくり企業が多数集積している尼崎市では、従来の基礎素

材型産業から、より付加価値の高い製品を生み出すことを目指し、都市型産業への転

換を図る先導的プロジェクトとして、尼崎リサーチ・インキュベーションセンターを

活用したベンチャー企業の育成や、近畿高エネルギー加工技術研究所、ものづくり支

援センターによる技術力向上支援事業に取り組んでいる。 
 
b．商業 

尼崎市の商業は、産業都市としての進展とともに発展し、小売市場・商店街を中心

とした流通機構が市民生活を支えてきた。しかし、消費者ニーズが多様化する一方、

大型店やスーパーマーケット、コンビニエンスストアなどの進出により、商業を取り

巻く環境も大きく変化しており、商業振興・都市の活性化が課題となっている。 
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 短期大学所在の市区町村の全体図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（5）課題等に対する向上・充実の状況 
  以下の①～④は事項ごとに記述してください。 
 
① 前回の評価結果における三つの意見の「向上・充実のための課題」で指摘された事

項への対応について記述してください。（基準別評価票における指摘への対応は任

意） 
(a) 改善を要する事項（向上・充実のための課題） 
基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果  
［テーマ B 教育の効果］ 
教育目的・目標の定期的な見直しについては、設定した目的・目標と学習成果の実

態が合っているかを、査定（アセスメント）サイクルの中で量的・質的データを基

にあらゆる角度から正確に精査し、短期大学全体及び各学科において吟味していく

ことが望まれる。 
基準Ⅲ 教育資源と財的資源  
［テーマ A 人的資源］ 
教職員で防火訓練を実施しているが、学生を含めた全学的な防災（防火）訓練の実

施が望まれる。 
基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス  
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［テーマ C ガバナンス］ 
評議員会の出席状況は開催時期によっては欠席者が多く、出席率の向上を期待する。 
(b) 対策 
基準Ⅰ 

平成 30 年 9 月開催の第 392 回教授会の議を経て 3 つのポリシーに基づき、アセス

メントポリシーを定めた。 

基準Ⅲ 

学生を含めた防火・避難訓練を実施した。 

基準Ⅳ 
評議員が出席しやすいように、評議員の大半が出席対象となっている一般社団法 
人日本鉄鋼連盟の総会・理事会の開催に合わせ、本学の評議員会を開催している。 

(c) 成果 
基準Ⅰ 

策定したアセスメントポリシーに基づき、アセスメントの方法について具体的に 
検討することにしている。 

基準Ⅲ 

コロナ禍の中、密接して訓練をすることを避けて、尼崎消防署の協力を得て学生 

を含めた防火・避難訓練を実施した。(令和 4 年 2 月 9 日) 

教職員は火災時の学生の誘導について備えができたと思われる。 

学生においては、非常時の避難体制の確認をすることができた。 

基準Ⅳ 

出席率の向上にはつながっていないが、欠席者については、事前に資料と説明文 

を送り、各議題について意思表示書の提出を求めることで出席に替えている。 
 
② 上記以外で、改善を図った事項について記述してください。 

該当事項がない場合、(a)欄に「なし」と記述してください。 
(a) 改善を要する事項 
なし 
 
 
(b) 対策 
 
 
 
(c) 成果 
 
 
 

 
③ 前回の評価結果における三つの意見の「早急に改善を要すると判断される事項」で
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指摘された事項の改善後の状況等について記述してください。 
該当事項がない場合、(a)欄に「なし」と記述してください。 

(a) 指摘事項及び指摘された時点での対応（「早急に改善を要すると判断される事

項」） 
基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス  
［テーマ C ガバナンス］ 
○ 評価の過程で、監事が大部分の評議員会に出席せず、監査業務が適切に行われて

いないという問題が認められた。 
当該問題については、機関別評価結果の判定までに改善をした。 
 
(b) 改善後の状況等 
改善後の評議員会には 14 回中 12 回は監事が出席している。出席がなかった 2 回（令

和 2 年 3 月開催の第 133 回評議員会及び令和 3 年 5 月開催の第 136 回評議員会）に

ついては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、対応が難しかった

ため欠席となった。 
 

 
④ 評価を受ける前年度に、文部科学省の「設置計画履行状況等調査」及び「大学等設

置に係る寄附行為（変更）認可後の財務状況及び施設等整備状況調査」において指

摘事項が付された学校法人及び短期大学は、指摘事項及びその履行状況を記述して

ください。 
該当事項がない場合、(a)欄に「なし」と記述してください。 

(a) 指摘事項 
なし 
 
 
(b) 履行状況 
 
 
 

 
（6）公的資金の適正管理の状況（令和 3（2021）年度） 

 公的資金の適正管理の方針及び実施状況を記述してください（公的研究費補助

金取扱いに関する規程、不正防止などの管理体制など）。 
 

公的資金の管理については、「研究活動の不正防止に関する規程」等に基づき、発注

者、検収者、支払い手続き者で各権限を分掌させ相互チェックを行うとともに、「不正

防止計画」を策定して不正が生じないよう内部牽制システムを構築している。また、

旅費、謝金等についても事前・事後に事実確認を行っている。事業の完了後には内部

監査を行い、不正防止に努めている。 
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また、専任教員に対しては、毎年度夏季に研究活動に関するコンプライアンス研修

会を実施し、大学全体で研究倫理を遵守する取り組みを行っている。 
 
2．自己点検・評価の組織と活動 

 自己点検・評価委員会（担当者、構成員） 
 

 本学における自己点検・評価活動に関する事項は、自己点検・評価委員会で審議さ

れる。 
 構成員は、学長を議長とし、法人理事教授、各学科長、図書館長、学生部長、教務

部長、入試広報部長、事務局長、ALO、その他学長が必要と認める者となっている。 
委員会に関する事務は総務課が担当している。 
 
 自己点検・評価の組織図（規程は提出資料） 

 
 

 組織が機能していることの記述（根拠を基に） 
 

自己点検・評価委員会は、自己点検・評価委員会規則に基づき、自己点検・評価活

動に関する事項について協議を行っている。構成員は学長を議長とし、各学科の学科

長が含まれていることから、自己点検・評価委員会の審議内容については、学科長を

通じて、全学に周知される仕組みになっている。 
また、教務部長、学生部長、入試広報部長が含まれており、それぞれの委員会にお

いて各所管事項について自己点検及び改善に向けた検討を日常的に行っており、その

結果については自己点検・評価委員会に報告する形で集約している。 
これらのことから、報告書作成担当者には、学生部長、教務部長をはじめとする教

員及び、事務局全組織で分担することに加え、原稿のチェックについては大学全体と

して取り組んでおり、組織的な機能を有している。 
 

 自己点検・評価報告書完成までの活動記録（自己点検・評価を行った令和 3
（2021）年度を中心に） 

・令和 3 年 7 月 30 日 自己点検・評価委員会において、令和 4 年度に受審する認 

証評価の流れ及び留意事項について確認を行い、受審にあたり各事項について改 

めて自己点検を行うことを確認した。 

また、「自己点検・評価報告書」の作成について、分担を確認した。 

・令和 3 年 12 月 「自己点検・評価報告書の執筆・作成」に向けて、事務担当部 

署に執筆マニュアル等を配付し、作成活動を開始。 

  ・令和 4 年 4 月 第一次原稿提出締切。 

  ・令和 4 年 5 月 編集及び各事項についてチェック 修正作業。 

  ・令和 4 年 6 月 内容最終確認及び製本作業。提出作業実施。 
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基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果 

 

 

【テーマ 基準Ⅰ－Ａ 建学の精神】 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 

1．学生便覧 2021 （前書き 1 ページ） 

9．Guide Book 2021 p37 

20．令和 3 年度事業報告書（p30-p32） 

提出資料-規程集 

  16．科目等履修生規則 

17．履修証明プログラム規則 

備付資料 

1．産業技術短期大学五十年のあゆみ p9-p10、p43 

2．産業技術短期大学と尼崎市との連携協力に関する包括協定書 

3．尼崎経営者協会と産業技術短期大学との連携協定書 

4．尼崎市と産業技術短期大学による特待生に関する協定書 

5．伊丹市における産業技術短期大学への特待生入学制度に関する協定書 

6．東洋食品工業短期大学と産業技術短期大学との大学間連携協定書 

7．令和 3 年度常陽中学校「トライやる・ウィーク」実施要領 

 64．ウェブサイト「地域連携」 

   https://www.sangitan.ac.jp/sankan/regional.html 

 65．ウェブサイト「産官学連携」 

https://www.sangitan.ac.jp/sankan/iga.html  

 

［区分 基準Ⅰ－Ａ－１ 建学の精神を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 
（1） 建学の精神は短期大学の教育理念・理想を明確に示している。 

（2） 建学の精神は教育基本法等に基づいた公共性を有している。 

（3） 建学の精神を学内外に表明している。 

（4） 建学の精神を学内において共有している。 

（5） 建学の精神を定期的に確認している。 

 

＜区分 基準Ⅰ－Ａ－１の現状＞ 
 
（1）本学は、「鉄鋼業並びにその関連産業はもとより、広くその他の産業界等の将来

を担いうる学力と識見を備えた技術者を育成する」を建学の精神とし（提出-1.9,p37）、

半世紀以上にわたって産業界（鉄鋼業界）との厚い信頼関係により、常に新時代に対
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応した技術者を育成している。 

建学の精神から導き出された教育姿勢として次の三つの教育理念を定めている（提

出-1.9p37）。 

 

【教育理念】 

①ものづくりを中心として、科学技術立国をめざす我が国産業界の要望に対応 

した技術者教育 

②基礎学力の充実と実学重視の工学教育 

③教養豊かで、視野の広い社会人としての人間形成教育 

 

 本学は昭和 37 年（1962 年）に鉄鋼業界（社団法人日本鉄鋼連盟）によって設立され

た短期大学である。「企業は人なり」といわれるように、企業経営には「ヒューマンリ

レーション（human relations・企業組織において人と人との間に働く関係）」が最も

大切であり、従業員の資質を高めるためには、企業内訓練と共々高度な学校教育の場

を与えることが新しい方向であった。そこで、鉄鋼業自ら短期大学を設立して、業界

の中堅技術者を育成するとともに、一般社会の優秀な青年の教育にも貢献していくこ

とが鉄鋼業の繁栄にも繋がるものと確信された。この信念が本学設立の根本理念とな

った。（備付-1 p9-10） 

 開学当初、本学の学生のほぼ全員が鉄鋼企業からの派遣学生（社会人学生）であり、

2 年間で 4 年間分（四年制大学相当分）の勉学が可能なカリキュラムを設定し、密度の

濃い履修が進められた。その後、昭和 59 年度から大学を広く一般社会に紹介するとと

もに、高校に学生募集のＰＲを行うようになってから、高校から直接入学する学生、

いわゆる一般学生の数が増加している。一方、開学当初に比べて割合が減少したとは

いえ、企業からの派遣学生（社会人学生）が一般学生に与える影響は非常に大きい。

一度社会を経験した企業からの派遣学生は、学ぶことがいかに大切であるかというこ

とを身にしみて感じており、知識を得ることに対して非常に意欲的である。また、そ

うした意欲は勉学のみに留まらず、学園内の様々な活動に対して非常に積極的に取り

組む姿勢が強く見受けられる。一般学生はこのような企業からの派遣学生と 2 年間共

に学ぶことで良い影響を受け、人間性豊かな技術者へと成長していくことができてい

る。 

 つまり、鉄鋼企業からの派遣学生（社会人学生）と高校から直接入学する学生（一

般学生）は、授業中はクラスメイトとして、また授業が終われば人生の先輩後輩とし

て、語らいを通してお互いが人間性豊かな技術者に成長していく。これは他大学には

ない本学の大きな特徴の一つである（備付-1 p43）。 

 本学のものづくり教育は、短期間で基礎を固めて技術力を身につけることをねらい

としている。具体的には、「物事を深く考えることができる能力」を身につけ、「広い

視野を身につけた創造力豊かな技術者」になれるよう、建学の精神・教育理念に基づ

いた本学独自のカリキュラムによって、教育内容を充実させている。 
そして現在、鉄鋼業に限らず、機械・電気電子・情報関連など、幅広い産業分野に

対応した 4 学科を設置し、短大全般と比べると少人数教育であることをベースとして
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質の高い教育を推し進めることで社会のニーズに応えている。 
 以上から、建学の精神は、将来を担う中堅技術者を育成し、広く社会の要請に応え

ていくという本学の教育理念・理想を明確に示している。 
 
（2）教育について、教育基本法第一条では、「教育は、人格の完成を目指し、平和で

民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育

成を期して行われなければならない。」と規定されているが、本学の建学の精神は、産

業界等の将来を担いうる社会の形成者として、学力と識見を備えた技術者を育成する

教育を行うことを表明している。また、人格の完成を目指すことについて、本学の教

育理念においては、人格の進歩向上に向けて「教養豊かで、視野の広い社会人として

の人間形成教育」を行うことを表明している。このように、本学の建学の精神は教育

基本法に基づいた公共性を明確に有している。 

 一方、私立学校について、私立学校法第一条では、「私立学校の特性にかんがみ、そ

の自主性を重んじ、公共性を高めることによって、私立学校の健全な発達を図ること

を目的とする。」と規定されているが、本学の建学の精神は、鉄鋼業界が設立した経緯

から、その特性として「鉄鋼業並びにその関連産業等の将来を担いうる技術者の育成

を行うこと」を表明している。また、本学の教育理念においては、「ものづくりを中心

として、科学技術立国をめざす我が国産業界の要望に対応した技術者教育」を「基礎

学力の充実と実学重視の工学教育」及び「教養豊かで、視野の広い社会人としての人

間形成教育」によって行うことを自主的に表明している。このように、本学の建学の

精神は、私立学校の特性・自主性を重視し、私立学校設置の精神に叶うものとなって

おり、私立学校法に基づいた公共性を明確に有している。 
 
（3）建学の精神は、入学式や卒業式など各種式典における学長の挨拶や訓辞の中で、

学生・教職員・保護者・来賓に周知し、また入学生向けオリエンテーション、工学基

礎演習、学生のためのオフィスアワー、学生担任制度の中で説明する一方、新入学生

及び全教職員に配付する学生便覧（提出-1）、受験生をはじめとする資料請求者・高校

教員・鉄鋼業界をはじめとする産業界関係者等に幅広く配布する大学案内（提出-9）、

さらには本学のホームページにも記載して広く社会に周知している。 
 また、本学を広報するために行う本学教職員による高校訪問時にも、高校教員に対

して大学案内の配布とともに建学の精神・教育理念を含む内容を紹介・解説し、本学

の根幹を形成する建学の精神・教育理念の周知に努めている。さらに、本学で開催す

るオープンキャンパスにおいても、高校生・保護者・高校教員等の参加者に対して建

学の精神・教育理念を含む内容を紹介・解説している。 
 このように、建学の精神を学内外に表明するとともに、ステークホルダーが認識で

きるよう努めている。 
  
（4）建学の精神は、（3）で前述したように、各種式典における学長の挨拶や訓辞の中

で教職員・学生をはじめとする関係者に周知しており、建学の精神を学内において共

有している。 
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 また、本学は「建学の精神」及び「教育理念」を実現するために、各学科の教育目

標に沿って教育課程を策定している。このことは、本学の「卒業の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー）」にも明記されている。したがって、本学の学生は、所定の

単位を修得する課程においても建学の精神・教育理念への理解を深めていくこととな

る。 

 

（5）本学の建学の精神は 60 年の歴史の重みを有している。建学の精神は本学の諸活

動の源泉であり、教職員をはじめ学生等関係者全てのステークホルダーのベクトルを

揃えるためにも、深い理解とともに定期的な確認が必要である。 

本学では、建学の精神・教育理念・教育目標・三つの方針について、未来に向けて

一層大きな社会的使命を果たしていく観点からも、学長のリーダーシップのもと、毎

年教授会において「一貫性を有した体系として有効に機能しているかどうか」につい

て内容の精査・点検を行うことにしており、定期的に確認している。 

令和 3 年度においては、自己点検・評価活動の中で、建学の精神について、時代の

移り変わりの中で、現在にマッチした表現に変えてはどうかとの意見があり、教授会

において議論を行った。これらを受けて学長が理事長及び関係の理事と協議を行った

（令和 4 年 3 月）。その結果、現時点では表現を変えるまでの状況ではないとの結論に

落ち着き、この件については議論を継続していくこととなった。 

 

［区分 基準Ⅰ－Ａ－２ 高等教育機関として地域・社会に貢献している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 地域・社会に向けた公開講座、生涯学習事業、正課授業の開放（リカレント

教育を含む）等を実施している。 

（2） 地域・社会の地方公共団体、企業（等）、教育機関及び文化団体等と協定を

締結するなど連携している。 

（3） 教職員及び学生がボランティア活動等を通じて地域・社会に貢献している。 

 

＜区分 基準Ⅰ－Ａ－２の現状＞ 
 
（1） 本学の地域連携ポリシーは次のとおりである。（備付-64） 

【地域連携ポリシー】 

 
産業技術短期大学は、「地域貢献」推進のため、教育・研究の成果を産業界、地域、自治体

と連携して広く社会に還元していきます。  
そのために、地域住民・自治体等のニーズを把握し、それに柔軟に対応することで地域活

動に携わる人材の育成、地域社会の課題解決及び発展に貢献できるよう努めます。  
また、学生及び教職員の地域社会への貢献活動を積極的に支援するとともに、その活動内

容を学内外に発信し、情報公開に努めます。  
 

このポリシーに基づき、「地域貢献」推進のために教育資源を地域に還元していくこ

と、及び地域住民に生涯学習機会を提供することにより、地域の発展・活性化に寄与

することを目的として、公開講座や高齢者を対象とした「パソコン講座」を開講して
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きたが、令和元年以降、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、これらの講座は中

止することとなった。(提出-20 p31-p32) 

 地域社会に向けた正課授業の解放については、本学では、学内規程に基づき科目等

履修生を受け入れている。（提出-規程集 16）出願があったものに対しては、提出書類・

面接等により選考を行ったうえで、学長が受入れを許可している。履修期間は半期単

位とし、科目ごとに評価を行い、合格者にはその授業科目について単位を与えている。 

 科目等履修生は、企業在籍者が中心であり、社会人向けに設定をしている「金属工

学特設科目」を中心に科目履修しており、社会人の学び直し教育の受け皿として地域

の産業社会に貢献している。 

 また、平成 27 年度から、さらに幅広い企業等から科目等履修生を受け入れるための

新しい制度として、専門科目を短期間で学べる社会人 1 年課程プログラムを発足させ

た。このプログラムは令和元年の短期大学設置基準の改正により、履修証明プログラ

ムでも単位が授与できることになったことを受け、令和 2 年度からは「履修証明プロ

グラム（社会人 1 年課程プログラム）」としてリカレント教育の場として利用されてい

る。（提出-規程集 17） 

 

（2） 本学の産官学連携ポリシーは次のとおりである。（備付-65） 

【産官学連携ポリシー】 

 
産業技術短期大学は、1962 年の開学以来、産業界が設立した「特色ある大学」として、幅

広い教養と産業を支える根幹となる技術を身につけた人材を、地域社会をはじめ、広く社会

に供給する使命を果たしてきました。  
さらに、開かれた大学として、産業社会のニーズ、及び地域・環境を主題とした研究を推

進するとともに、学術成果をすみやかに社会に還元し、広く社会に発信することも努めてき

ました。  
今後とも、本学の持つ諸資源を社会に提供することで、産官学連携をはじめとする社会貢

献のための実践的な活動に積極的に取り組みます。  
 

 

 前述の地域連携ポリシー及びこの産官学連携ポリシーに基づき、本学では、従来か

ら地元尼崎市を中心に、地域社会の行政、諸工業、教育機関及び文化団体等と産官学

連携を核とした交流活動・社会貢献活動を行ってきたが、平成 28 年に尼崎市と「産業

技術短期大学と尼崎市との連携協力に関する包括協定」を締結（備付-2）し、これま

で以上に深いかかわりをもって、地域の課題解決を目指していくこととなった。 

また、その他、地域との主な連携活動は次のとおりである。 

①尼崎経営者協会との連携協定 

   尼崎経営者協会と本学は相互連携に関する包括協定（備付-3）を締結している。

本連携は、同協会加盟企業による学生のインターンシップ受入拡充や学生の就職

支援、さらに本学による企業の従業員研修の受入れ等、相互乗り入れを深化させ、

技術者教育の推薦、地元企業の発展に資することを目的としている。 

②尼崎市特待生制度の実施 

   尼崎市と本学において、地域発展に寄与する人材育成の観点から、尼崎市が推

薦する学生については本学の授業料等が免除となる特待生に関する協定を締結し
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ている（備付-4）。この協定に基づき、尼崎市内の高等学校に在学する高校生を対

象に、尼崎市により選考が行われ、合格者は本学に推薦される特待生制度が実施

されている。令和 4 年度入学は 5 名であった。（提出-20 p30） 

③伊丹市特待生制度の実施 

伊丹市と本学において、地域発展に寄与する人材育成の観点から、伊丹市が推

薦する学生については本学の授業料等が免除となる特待生に関する協定を締結し

ている（備付-5）。この協定に基づき、伊丹市内の高等学校に在学する高校生を対

象に、伊丹市により選考が行われ、合格者は本学に推薦される特待生制度が実施

されている。 

令和 4 年度は対象者がいなかった。（提出-20 p30） 

 ④兵庫県高等学校教育研究会工業部会特待生制度の実施 

   兵庫県高等学校教育研究会工業部会と本学において、産業界の発展に寄与し得

る技術者を育成する観点から、工業部会が推薦する学生の本学の授業料等が免除

となる特待生に関する協定を締結している。この協定に基づき、兵庫県高等学校

教育研究会工業部会の加盟校に在学する生徒を対象に、選考に基づき特待生制度

が実施されている。 

   令和 4 年度は 5 名の入学生があった。（提出-20 p31） 

 ⑤大阪府工業高等学校長会特待生制度の実施 

   大阪府工業高等学校長会と本学において、産業界の発展に寄与し得る技術者を

育成する観点から、校長会が推薦する学生の本学の授業料等が免除となる特待生

に関する協定を締結している。この協定に基づき、大阪府工業高等学校長会の加

盟校に在学する生徒を対象に、選考に基づき特待生制度が実施されている。（提出

-20 p31） 

   令和 4 年度は 2 名の入学者があった。 

 ⑥和歌山県高等学校校長会工業部会特待生制度の実施 

   和歌山県高等学校校長会工業部会と本学において、産業界の発展に寄与し得る

技術者を育成する観点から、校長会が推薦する学生の本学の授業料等が免除とな

る特待生に関する協定を締結している。この協定に基づき、和歌山県高等学校長

会の加盟校に在学する生徒を対象に、選考に基づき特待生制度が実施されている。

（提出-20 p31） 

   令和 4 年度は対象者がいなかった。 

⑦高大連携プログラム 

   本学では、高等学校を対象にした高大連携プログラムを次表（表Ⅰ-1.2）のと

おり用意し、希望があった高校に対し、教員を派遣して出張授業（講演）の実施、

また、本学での体験授業時には施設見学と合わせた連携プログラムを実施してい

る。従来、京都府立工業高校、尼崎双星高校、尼崎西高校、吉川高校及び市川高

校等から、本学での授業体験や施設見学を行う高大連携プログラムの要望がある

が、令和 3 年度は、コロナ禍という事情もあり、尼崎西高校のみ受け入れができ

た。 
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表Ⅰ-1 体験授業用テーマ 

テーマ 内    容 

機械デザインのため

のコンピュータシミ

ュレーション 

AI や IoT などの ICT 技術が急速に発展していますが、全てのものづくりの

ベースは機械工学です。安全に性能を最大限引き出す機械デザインのため

に重要なコンピュータシミュレーションについて体験していただきます。 

小型人間型ロボット

のモーション作成 

小型人間型ロボットが動く仕組みを学びます。ロボットの関節を構成する

サーボモータをコントロールする実習を行います。 

ロボットデザイン ロボット組立キットを使い、ロボット制御の実習を行います。センサーか

らの入力信号を元にロボットの動きをコントロールするプログラミング

を行います。 

モーターの原理を勉

強しよう！ 

電気的エネルギーを機械的エネルギーに変換する代表的な機器に、「モー

ター」があります。実際にコイルを磁界中に置いてみて、コイルが回転す

る様子を確かめてみましょう！ 

回路を組み立てて整

流作用を確かめてみ

よう 

半導体ダイオードを使って回路を組み立てて、整流作用を確かめます。ダ

イオードやトランジスタといった電子デバイスのもととなる半導体の性

質や機能をやさしく学びます。 

プログラムを作って

ロボットを動かして

みよう 

この体験授業では、ブロック玩具で有名な LEGO 社が開発した Mindstorms

というロボット製作キットを用いて、ロボットを動かすためのプログラミ

ングを体験してみます。 

ディジタル画像処理

のしくみを学習しよ

う 

本テーマでは、ディジタル画像の構成や色の表現について学び、その修正

処理のしくみを、みなさんにも身近なソフトウェアである Microsoft 

Excel を用いて体験してみます。 

アニメーション作成 この体験授業では、ビジュアルアートのためのプログラミング言語である

Processing を使って、プログラミングによるアニメーション作成を行いま

す。プログラミングの基礎を体験してみます。 

コンピュータで音を

調べる 

この体験授業では、コンピュータを使用したディジタル音声処理の実験を

行います。楽器の音や自分の声を録音し、録音した音声データをコンピュ

ータで加工・処理することにより、音声の特徴を調べてみましょう。 

フィジカルコンピュ

ーティング 

この学科体験では､フィジカルコンピューティングの実験をおこないま

す。Arduino という開発環境を採用したマイコンボードを用いてひじの角

度を検出する、ヒューマンインタフェースの作成について実験を行いま

す。 

コンピュータ-ともの

づくり 

－３次元 CAD を使っ

たモデリング 

３次元 CAD ソフトを用いたモデリングの実習を行い、コンピュータを用い

た仮想空間でのものづくりを体感していただきます。 

 

表Ⅰ-2 講演可能なテーマ例 

テーマ 内   容 

特許とものづくり ものづくりをより楽しくするためにはアイデアが必要です。 

人が考案した物の構造や原理を知ることでより面白いものを作ることが

できます。 

みなさんにアイデアの出し方や工夫する方法を知っていただく授業をし

ます。 

拡張現実（AR） 

－デジタル情報と“現

実”が融合する新技術 

拡張現実とは現実の情報にデジタル情報を付加して提示する技術のこと

をいいます。  

最近、携帯電話機用にこの技術を用いたサービスが提供され始める等、今

後さらに身近になるであろうこの拡張現実について、実演を交えながら、

仕組みやこれからの応用分野について解説します。 

人工知能入門 最近なにかとニュースになる人工知能（AI）。人工知能の歴史や考え方、「一

体人工知能で何ができるのか」「人工知能が人類を超えることはあるのか」

等、人工知能をまだ知らない人が持つ疑問について解説します。 

IoT （ Internet of 

Things）によるディジ

タル革命 

生活や社会の至る所に存在するコンピュータや携帯端末、スマートフォ

ン、情報家電などの機器がインターネット技術によって結ばれる IoT ネッ

トワーク社会をわかりやすく解説します。 
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シミュレーションの

話 

ゲームでおなじみのシミュレーションですが、この講義では工学分野など

社会で活躍するシミュレーションについてみていきます。また、モンテカ

ルロ法と呼ばれるシミュレーション技法と、そこで必要な「乱数」につい

て紹介します。 

あなたは、マルチメデ

ィアいっぱいのＩＴ

社会で、大丈夫？ 

～「守るべきこと」と

「忘れてはいけない

こと」～ 

現在のＩＴ社会では、マルチメディアな環境の中で、生活がだんだん便利

になってきています。 

しかし、便利な反面、本来守らなければならないことを忘れてしまいがち

です。 

この講座では、身近な例を使って、ＩＴ社会で、守るべき事や忘れてはい

けないことをお話します。 

機械系エンジニアの

仕事 

私たちは、家電製品・輸送機械・産業機械など、数多くの機械に囲まれて

生活しています。こうした機械製品の研究開発や製造を行うのが、『機械

系エンジニア』です。本講演では、製品の構想から設計、製品の製造など

の機械系エンジニアの仕事について紹介します。 

ロボットのデザイン 1920 年にロボットという言葉が誕生し，2020 年は、丁度 100 年の節目の

年にあたります。昔も今も、最新技術を使い、ロボットが開発されていま

す。ロボットの歴史を振り返り、ロボットをデザインする方法について説

明します。 

3D プリンターとテク

ニカルイラストレー

ション 

3D プリンターを使うことで簡単に立体形状を手にすることができるよう

になりました。３D プリンターの仕組みと、3 次元データについて説明し

ます。3 次元データを作る元になるテクニカルイラストレーションの実習

も行います。 

電気とはなあに？ 静電気にはプラスとマイナスがあることや静電気間には力が働くことな

どを簡単な実験を行い、確認します。次に、直流と交流を LED に供給して

LED の点灯の仕方の違いについて調べます。この違いについてオシロスコ

ープを使った電気の波形を見ることにより解析します。 

 

 ⑧中高生の就労体験のための受入れ（トライやる・ウィーク）の受入 

   地元の常陽中学校等において実施している「トライやる・ウィーク」等におい

て、中高生の受入れを行っている。学校とは異なる環境での労働体験を通して、

勤労の大切さを知ること等を目的として、「大学という仕事」「教えるという仕事」

について概説し、実際に各部署の中で就労体験を行っている。 

   令和 3 年度は、常陽中学校から 2 名の中学生を受け入れた。（備付-7） 

⑨地域の幼稚園園外保育への協力 

   本学は恵まれた環境を活用し、本学キャンパス内において、地元幼稚園による

「どんぐりひろい」が例年秋季に開催され、その協力をしているが、令和 3 年度

はコロナ禍の影響により、実施はしなかった。 

 ⑩東洋食品工業短期大学との連携協定 

   平成 28 年 4 月に、東洋食品工業短期大学と本学は大学間連携協定（備付-6）を

締結した。本連携は、相互の教育研究及び社会活動を通じ、教育研究の一層の発

展、教育内容の充実、人材の育成及び地域社会への貢献等に関する大学間の交流

を推進することを目的としている。 

 

（3）本学では、学生がボランティア活動等を通じて地域に貢献している。 

本学と地域との関わりは、近年活発になっている。具体的には地元武庫地域主催の

「ふれあい祭り武庫 21」に学生自らもしくは大学を通して積極的に参加してきたが、

令和 3 年度は、新型コロナウイルスの影響で祭りそのものが中止となった。 

 このような取り組みは、地域への貢献に留まらず、学生にとって、様々な方々との
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交流、体験を通じての成長にも寄与している。そして、学生の顕著な社会的活動が認

められた場合は、学長表彰を行うなど、その取り組みを積極的に評価している。 

教職員に関しては、ボランティア活動のサポートをすることにより、間接的に地域・

社会に貢献している。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ－Ａ 建学の精神の課題＞ 
 

建学の精神についての理解は、一般的に、抽象的な理解にとどまりがちな傾向があ

る。建学の精神について学内での理解を深め、建学の精神及びそれに基づく教育理念

を本学の諸活動に一層反映させるために、各学科、教務委員会、教授会での確認にと

どまらず、教職員が全学的に集う場においての確認を行うことが課題である。 

 さらに、建学の精神について学外理事、鉄鋼企業、鉄鋼企業社員等も含め広くステ

ークホルダーからの理解を得ることが課題である。 
 また、地域の中での高等教育機関の役割は、その教育資源（教育・研究・人材）を

地域に還元し、地域の活性化に貢献することである。しかしながら、大学の本来の目

的である教育・人材育成に対する注力に比べて、地域貢献活動は優先順位が下がりが

ちである。今後は、地域のニーズは何かを把握したうえで、本学にできることに取り

組んでいくことが課題である。 
 
＜テーマ 基準Ⅰ－Ａ 建学の精神の特記事項＞ 
特になし。 
 
【テーマ 基準Ⅰ－Ｂ 教育の効果】 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 

1．学生便覧 2021（前書き 2 ページ） 

3．学習成果（到達目標） 

4．カリキュラムマップ 

5．カリキュラム体系図 
28．ウェブサイト「情報公開」   

https://www.sangitan.ac.jp/college/disclosure/ 

提出資料－規程集 

9．産業技術短期大学の学科における人材養成及び教育研究上の目的に関する規程 

 

 

［区分 基準Ⅰ－Ｂ－1 教育目的・目標を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学科・専攻課程の教育目的・目標を建学の精神に基づき確立している。 

（2） 学科・専攻課程の教育目的・目標を学内外に表明している。 
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（3） 学科・専攻課程の教育目的・目標に基づく人材養成が地域・社会の要請に応

えているか定期的に点検している。 

 

＜区分 基準Ⅰ－Ｂ－1 の現状＞ 

 

（1）本学では、建学の精神「鉄鋼業並びにその関連産業はもとより、広くその他の産

業界等の将来を担いうる学力と識見を備えた技術者を育成する」に基づき、「産業技術

短期大学の学科における人材養成及び教育研究上の目的に関する規程」(提出-規程集

9)において教育目標を明確に規定しており、全学科及び各学科の教育目標を次のとお

り確立している。 

 

【教育目標】 

 

〔全学科共通〕 

ものづくりを中心とした産業界において、専門知識と幅広い教養を身につけた中

堅技術者としての活躍が期待できる人材を育成する。 

ｱ 機械工学科 

鉄鋼業、機械工業、自動車・家電製造業等の機械関連産業全般において、中

堅機械技術者としての活躍が期待できる人材を育成する。 

このため機械工学の柱となる材料、流体、熱に関する専門科目をバックボー

ンとし、振動、制御、エネルギー等の関連科目へと専門性を広げる。また、講

義科目のみならず、実験・実習を通じて専門科目の履修内容をより確かなもの

にする。 

 ｲ 電気電子工学科 

発電、送電、配電等の電気エネルギーの発生・輸送に代表される電気分野の

専門基礎知識習得と、家電製品に組み込まれているダイオード、トランジスタ

等の半導体デバイスに代表される電子分野の専門基礎知識習得を最重点とし、

さらに実験・実習による実学教育を通し、ものづくりの一端を担う中堅の電気

電子技術者として、実社会で活躍できる人材を育成する。 

ｳ 情報処理工学科 

情報技術全般に関する基礎的な知識を習得させた上で、プログラマやシステ

ムエンジニアになるために必要なプログラム開発能力、ネットワークに関する

知識、ソフトウェアを活用する技術を実験・実習により習得させ、将来、中堅

の情報処理技術者となりうる人材を育成する。 

ｴ ものづくり創造工学科 

機械工学に関する基礎知識の上に、「ものづくり」に関する実習を通して、こ

れからの技術者に必要とされる柔軟な思考力、並びに創造力を育成し、「ものづ

くり」に携わる中堅技術者を育成する。 

そのため、実習を重視し、体験を通して理論と実践を結びつけながら、専門知

識・技術を修得させる。 
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建学の精神を教育目標に反映し、建学の精神に適う学生を育成している。建学の精

神と教育目標には、ともに技術者の育成を掲げており、密接に関連している。 

前述のとおり、各学科における教育目標は中堅技術者の育成であり、これは基準Ⅰ

-B-2 で具体的に述べる学習成果（到達目標）を明確に示している。 

 

（2）全学科及び各学科の教育目標について、本学ホームページ・学生便覧（提出-1.28）

等を通じて学内外に表明している。 

 また、オープンキャンパスにおいても、高校生・保護者・高校教員等の参加者に対

して建学の精神・教育理念はもとより全学科及び各学科の教育目標にあたる事項を紹

介・解説している。 

このようにステークホルダーが広く認識できるよう努めている。 

また、在学生に対しても、教育目標として学生便覧に示し、学生が認識できるよう

に努めている。 

 

（3）全学科及び各学科の教育目標に基づく人材育成について、学長のリーダーシップ

のもと、毎年度末までの教授会で、その内容が地域・社会の要請に応えているか定期

的に確認・点検している。 

 

 

［区分 基準Ⅰ－Ｂ－２ 学習成果（Student Learning Outcomes）を定めている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 短期大学としての学習成果を建学の精神に基づき定めている。 

（2） 学科・専攻課程の学習成果を学科・専攻課程の教育目的・目標に基づき定め

ている。 

（3） 学習成果を学内外に表明している。 

（4） 学習成果を学校教育法の短期大学の規定に照らして、定期的に点検している。 

 

＜区分 基準Ⅰ－Ｂ－２の現状＞ 

 

（1）本学では、短期大学としての学習成果を建学の精神に基づき定めている。 

具体的には、建学の精神に基づいて定められている教育理念を基に、全学科及び 

各学科で定められた教育目標を基準Ⅰ-B-1 に示すとおり確立しており、さらにその教

育目標に基づき、全学科及び各学科別に「卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポ

リシー（DP））」、「教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー（CP））」

を基準Ⅱ-A-1、基準Ⅱ-A-2 のとおり策定している。 

これらの教育理念と三つの方針を基に、本学学生が在学期間中に達成すべき到達目

標を全学科及び学科別に学習成果として明確に定めている。（提出-3） 

 

（2）この学習成果は、それぞれの教育目標に到達するための実践的能力として、具体
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的に項目化して設定したものである。ゆえに、各項目は、各学科の教育目標に基づい

たものとなっている。 

 

（3）各学科の学習成果（到達目標）を、本学ホームページ等により学生・教職員及び

外部へ公表（表明）している。 

特に、学生には、入学時の教務課ガイダンス、学科別ガイダンス、各学科教員によ

る履修指導時に周知を図るよう入学生オリエンテーションのプログラムに盛り込んで

いる。 

 

（4）学習成果（到達目標）は、前述の学習成果の獲得状況により、教育課程の編成と

ともに、学校教育法の短期大学の規定に照らして各学科、教務委員会での検討を踏ま

えて、毎年度末までの教授会で審議し、より有意義な学習成果につながるよう点検・

見直しを行っている。 

 

［区分 基準Ⅰ－Ｂ－３ 卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、

入学者受入れの方針（三つの方針）を一体的に策定し、公表している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 三つの方針を関連付けて一体的に定めている。 

（2） 三つの方針を組織的議論を重ねて策定している。 

（3） 三つの方針を踏まえた教育活動を行っている。 

（4） 三つの方針を学内外に表明している。 

 

＜区分 基準Ⅰ－Ｂ－３の現状＞ 

 

（1）三つの方針の策定にあたっては、まず、建学の精神や教育理念をもとに、学生に

何を身につけさせるのかを議論し、その内容を「卒業の認定に関する方針」（卒業認定・

学位授与の方針）として策定し、その方針を実現するための「教育課程の編成及び実

施に関する方針」（教育課程編成・実施の方針）を設定した。そして、編成した教育課

程を受けるにふさわしい資質を備えた人物像を検討し、「入学者の受入れに関する方針」

（入学者受け入れの方針）として設定した。 

以上のことから、三つの方針はそれぞれを関連づけて一体的に定めたものである。 

 

（2）前述の議論においては、教務委員会、学生委員会、入試広報委員会等の関連委員

会で検討を行い、その内容を集約したものを最終的に教授会で審議の上、最終的に学

長が決定した。 

また、毎年、教授会において教育目標（在学中に身につける知識・技術等）及び三

つの方針の見直し、再確認が提議され、まず、各学科内において自学科の教育目標、

卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施の方針、入学者の受入れに関する

方針を全専任教員が検討し、その検討結果を教授会で報告している。 
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（3）全授業科目のシラバス（授業計画）には、その科目の学習成果（到達目標）・ね

らい・卒業の認定に関する方針との関連が示されている。全授業科目について卒業の

認定に関する方針に基づいた成績評価を行い、その結果に基づき卒業認定を行ってい

ることから、授業科目の成績評価に学習成果が的確に反映されている。 

 

（4）三つの方針は、ホームページの情報公開ページにおいて学内外に表明（公表）し、

ステークホルダーが広く認識できるよう努めている。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ－Ｂ 教育の効果の課題＞ 

教育目標の定期的な見直しについては、設定した目標と学習成果の実態が合ってい

るかを、査定（アセスメント）サイクルの中で量的・質的データを基に、あらゆる角

度から正確に精査し、大学全体及び各学科において吟味していくことが必要である。

査定（アセスメント）サイクルは、基準Ⅰ-C-2 の通り運用しているが、より効果的に

機能させるためには、今後も検討と改善を続けなければならない。また、教育目標に

即応して学内外に表明している「三つの方針」との整合性については、教授会で検証

が進んでいるが、多くの学生に深く理解されるには至っておらず、課題となっている。 

学習成果（到達目標）は、建学の精神、教育理念及びそれに基づく「三つの方針」

とともに、入学生オリエンテーションのプログラムに盛り込み周知しており、その学

習成果は評価・審査基準により確認を行っているが、到達度確認調査は 1 年次後期及

び 2 年次後期終了の時点のみであり、在学生に対して継続的・量的・質的に確認する

仕組みと機会が不足していることが課題である。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ－Ｂ教育の効果の特記事項＞ 
 
 本学では「三つの方針」（「卒業認定・学位授与の方針」「教育課程編成・実施の方 

針」「入学者受入れの方針」）の表記については、基準協会の「短期大学評価基準」に

示されている表記と異なり、学校教育法施行規則第 165 条の 2 において示されている

「卒業の認定に関する方針」「教育課程の編成及び実施に関する方針」「入学者の受入

れに関する方針」として定めている。 

また、これまで「教育目標」としていたものについて、令和 3 年度中の自己点検、

見直しにより、令和 4 年度から「教育目的」という表現に統一することとした。同様

に「到達目標」についても「学修成果」に改めることとしている。 
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【テーマ 基準Ⅰ－Ｃ 内部質保証】 

 
＜根拠資料＞ 

提出資料 

  2．学則 

6．自己点検・評価委員会規則 

提出資料－規程集 

62．運営幹事会運営内規 

備付資料 

8．令和元年度産業技術短期大学自己点検・評価報告書 

9．高校訪問報告書 

10．令和 3 年度外部有識者会議次第 

11．学習成果の評価についての方針（アセスメントポリシー） 

12．教育の質保証のための査定サイクル 

13．到達度確認調査実施報告 

14．学生による授業評価アンケート設問 

15．学生による授業評価アンケート集計結果 

16．教職員授業見学会意見交換会報告書 

 
［区分 基準Ⅰ－Ｃ－１ 自己点検・評価活動等の実施体制を確立し、内部質保証に

取り組んでいる。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 自己点検・評価のための規程及び組織を整備している。 

（2） 日常的に自己点検・評価を行っている。 

（3） 定期的に自己点検・評価報告書等を公表している。 

（4） 自己点検・評価活動に全教職員が関与している。 

（5） 自己点検・評価活動に高等学校等の関係者の意見聴取を取り入れている。 

（6） 自己点検・評価の結果を改革・改善に活用している。 

 

＜区分 基準Ⅰ－Ｃ－１の現状＞ 

 
（1）自己点検・評価活動については、学則第１条の 2（提出-2）において、「本学は、

教育研究水準の向上を図り、（中略）教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価

を行い、その結果を公表するものとする」と規定している。具体的な実施体制組織と

しては、「自己点検・評価委員会規則」（提出-6）に基づき自己点検・評価委員会にお

いて協議するよう整備しており、その内容は、学長のリーダーシップのもと、教授会

において最終的に確認され、全教職員による基本情報の収集・分析等による関与のも

と、実行する体制を整えている。 

 

（2）教員においては、全教員が学生による授業評価アンケート（備付-14.15）及び日
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常的に学生とのコミュニケーションの中で、自己点検を行っている。また、教職員間

の授業見学会も実施期間を設置して実施し、終了後には各学科で意見交換会を実施し、

見学した授業に対する意見交換のみならず、教室設備、授業の進め方など、学生の学

習成果獲得に向けた授業にするにはどうしたらよいかなど、改善点等を話し合い、相

互に能力を高めるように努めている（表Ⅰ-3）。 

 

表Ⅰ-3 令和 3 年度教職員授業見学会 

前 期 後 期 

見学期間 

1 期：5 月 24 日（月）～5 月 28 日（金） 

2 期：6 月 7 日（月）～6 月 11 日（金） 

3 期：7 月 5 日（月）～7 月 9 日（金） 

対象：非常勤講師の授業を含む全ての授業科目 

見学期間 

1 期：10 月 25 日（月）～10 月 29 日（金） 

2 期：11 月 15 日（月）～11 月 19 日（金） 

3 期：12 月 13 日（月）～12 月 17 日（金） 

対象：非常勤講師の授業を含む全ての授業科目 

意見交換会開催日程： 

機械工学科      9月14日（火）13：00から 

電気電子工学科    9月7日（火）13：15から 

情報処理工学科    9月13日（月）17：00から 

ものづくり創造工学科 9月2日（木）15：00から 

意見交換会開催日程： 

機械工学科      3月22日（火）13：00から 

電気電子工学科    3月22日（火）13：30から 

情報処理工学科    3月24日（木）13：30から 

ものづくり創造工学科 3月24日（木）13：30から 

 

事務職員においては、日々の業務について日常的に自己点検・評価を行い、その評

価に基づき各部署において業務の改善を実行している。また各課長が参加する定期的

な事務局会議において情報共有し、事務局全体の業務についても点検・評価できる体

制を整えている。 

 

（3）自己点検・評価報告書は、認証評価を受ける年度のほか、認証評価の中間年に作

成し、公表している。（備付-8） 

 

（4）自己点検・評価活動の点検・評価体制については前述のとおり、各職員の役割に

応じ、全職員が日常的に関与しており、全専任教職員で教育の質保証を図る査定の仕

組みが機能している。 

 

（5）年間をとおして定期的に行う学生募集のための高校訪問時に、高校教員から本学

の教育等に対する意見を聴取しており、その内容をまとめた報告書を全教職員が学内

ネットワークの共有ファイル上で常時確認できる体制をとっている。その意見を自己

点検・評価活動に取り入れている。（備付-9） 

 また、外部有識者会議に地元工業高校の教員に入っていただき、定期的に意見聴取

を行い、その意見を自己点検・評価活動に取り入れている。（備付-10） 

 

（6）自己点検・評価により得られた成果については、各種委員会でそれぞれの内容を

議論・検討し、学長のリーダーシップのもと、教授会の議を経て改善策が実施されて

いる他、各部署において業務の効率化等を行う等活用している。 

 

［区分 基準Ⅰ－Ｃ－２ 教育の質を保証している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 
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（1） 学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法を有している。 

（2） 査定の手法を定期的に点検している。 

（3） 教育の向上・充実のための PDCA サイクルを活用している。 

（4） 学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを確認し、法令を遵

守している。 

 

＜区分 基準Ⅰ－Ｃ－２の現状＞ 

 
（1）学科の学習成果の査定（アセスメント）については、「学習成果の評価について

の方針（アセスメントポリシー）」（備付-11）に基づき、全学レベル、学科レベル、授

業科目レベルで実行している。 

さらに、卒業時の学習成果を確認するために到達度確認調査（備付-13）を全学科と

も実施している。各学科とも 1 年次後期及び 2 年次後期（卒業予定者）に対し実施し

ている（表Ⅰ-4）。 

 

表Ⅰ-4 令和 3 年度到達度確認調査等の実施について 

学科 調査等内容 

機械工学科 

・1 年次生に対し、下記の専門分野の内容に関する筆記試験を実施し、学修成果（到

達度）を確認する。 

内容：材料力学・流体力学・熱力学 

・令和 3 年度卒業予定者に対して、下記の専門分野の内容に関する筆記試験を実

施し、学修成果（到達度）を確認する。 

内容：材料力学・流体力学・熱力学・機械製図法 

電気電子工学科 

・1 年次生に対し、各期授業終了時に、学修成果(到達度)状況確認調査を行う。そ

れにより、学生自身が学修成果を把握し、次の学修計画に生かす。 

・令和 3 年度卒業予定者に対し、数学、物理の専門基礎分野と電磁気学、回路理

論、制御、電気エネルギー、半導体の専門分野の筆記試験を実施し、学修成果

（到達度）を確認する。 

情報処理工学科 

学生による「達成度自己評価シート」及び「カリキュラムマップに基づいた評価

シート」により、学修達成度の推移から学生自身が学習成果を把握し、次の学習

計画に生かす。またこれらシートをもとに教員が履修相談・指導を実施する。 

ものづくり創造

工学科 

実習を伴う下記の科目において製作（制作）した作品群の記録についての報告書

を提出させる。 

 

1 年次生：工学基礎実習、機械工学実習、創造設計演習Ⅰ、工学基礎演習Ⅲ、 

工学設計演習 

2 年次生：創造設計演習Ⅱ、デザイン学基礎、プロダクトデザイン実習、システ

ムデザイン実習、ビジュアルデザイン 

 

報告書の項目は、作品を写した画像、作品名、大まかな製作（制作）過程、使っ

た道具（工作機械，工具）・ソフトウェア、使った機能、自己評価、反省 

併せて、科目毎（必修科目中心）の到達目標を自己評価させる。 

 

また授業評価アンケートは、集計結果（学生のコメント含む）を担当教員へ示し、

それについての点検書を提出させている。このサイクルの中で個別授業の質向上を図

っており、学長のリーダーシップの下、全専任教職員で、教育の質保証を図る査定の

仕組みが機能している。 
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（2）さらに、教務委員会やその上位の教授会等で教育の質向上を図るべく、検証、評

価を行い、査定の手法を定期的に点検している。 

 特に、アセスメントポリシー(平成 30 年 9 月の第 392 回教授会審議により決定)につ

いては令和 3 年 10 月 11 日開催の第 835 回教授会で学長から、その実施の改善方策に

ついて提案を行い、より実践的な PDCA サイクル強化のための討議を行い、その後の改

善に反映することとした。 

 

（3）本学は教育の質向上・充実のための PDCA サイクルを活用し、学習成果、三つの

方針、授業の点検・改善を行っている。（備付-12） 

教育の質保証を査定するために学内及び学外に対して表明している「建学の精神・

教育理念」、「教育目標」、「学習成果」の相互の関係を点検するとともに、「学習成果」

を獲得するために表明している「卒業の認定に関する方針（DP）」、「教育課程の編成及

び実施に関する方針（CP）」、「入学者の受入れに関する方針（AP）」の三つの方針が明

確であることを点検している。特に三つの方針は、「学習成果の測定と評価・査定」の

部分の直接的評価・査定と間接的評価・査定により、量的・質的データを収集して、

学習成果の獲得状況について分析し、本学教育の向上・充実のためのフィードバック

を行っている。 

「学生のニーズ」もここで分析し、卒業生が社会の求める人材として、どの程度期待

に応えられているかについて進路先から得た量的・質的データを基にして、「教育目標」

の点検を行っている。 

さらに本学では、学習成果、三つの方針及び授業改善について、それぞれ次のとお

り PDCA サイクルを有しており、常に教育の向上充実に努めている。 

 

［学習成果の PDCA サイクル］ 

 

計画（Plan） 

学科別に到達目標を学習成果として策定する。学習成果の策定に際して、建

学の精神・教育理念と各学科の教育目標との整合性を確保するとともに、併せて

三つの方針との整合性も確保する。また、学習成果を測定する方法をこの段階で

計画する。 

実行（Do）段階 

学生に対して、学習成果（到達目標）をオリエンテーションやガイダンス及

び学生便覧で詳しく説明し、さらに Web サイトを通して周知した上で、授業・学

習支援を実施し、各学期終了後には学習成果を測定し記録する。それぞれの授業

科目については、学科の学習成果のどの部分を獲得するかを示すカリキュラムマ

ップも同時に示す。 

検証（Check）段階 

学生による授業評価アンケートの検証、教職員による授業見学会の意見交換

会（備付-16)、学習状況の評価（単位取得状況、得点状況、GPA 値など）、到達

度確認調査、卒業認定により課題の発見と分析を行う。 
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改善（Action）段階 

学生が授業を通して獲得した学習成果を学科会議、教務委員会において確認

し、次に課題の洗い出しを行った上で課題解決策を検討し、さらに学長のリーダ

ーシップのもと、教授会で課題解決策を盛り込んだ次の計画（Plan）を検討し決

定する。 

このプロセスにより、「適正な学習成果を獲得させる」という目標の実現に向

けて努力する。 

 

［卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー（DP））の PDCA サイクル］ 

 

計画（Plan） 

教育理念、教育目標を受けて、全学的及び学科別に卒業の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー（DP））を策定し学内外に周知を図る。DP には卒業要件

の他、学位授与にあたって分野別に技術者として必要な専門知識と教養について

明文化する。 

DP は、建学の精神・教育理念と各学科の教育目標との整合性を確保するとと

もに、併せて教育課程の編成及び実施に関する方針（CP）、入学者の受入れに関

する方針（AP）との整合性も確保する。 

実行（Do）段階 

学習成果と同様に学生に対してオリエンテーションやガイダンス及び学生便

覧で詳しく説明し、さらに Web サイトを通して周知した上で、授業・学習支援を

実施し、各学期終了後には学習成果を確認することができる。 

検証（Check）段階 

学生による授業評価アンケートの検証、学習状況の評価（単位取得状況、得

点状況、GPA 値など）、到達度確認調査、卒業認定により課題の発見と分析を行

う。 

改善（Action）段階 

学生が授業を通して獲得した学習成果を学科会議、教務委員会において確認

し、次に、課題の洗い出しを行った上で課題解決策を検討し、さらに学長のリー

ダーシップのもと、教授会で課題解決策を盛り込んだ次の計画（Plan）を検討し

決定する。 

このプロセスにより、「適正な卒業の認定に関する方針を示す」という目標の

実現に向けて努力する。 

 

［教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー（CP））の PDCA サ

イクル］ 

 

計画（Plan） 

卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー（DP））を受け、それを実現

するための教育課程を編成し、授業計画を策定し、学内外に周知を図る。CP に



 産業技術短期大学  

- 34 - 
 

は、DP で掲げた知識と能力を修得するため１年次及び２年次に配当する授業科

目構成について明文化する。 

CP は、建学の精神・教育理念と各学科の教育目標との整合性を確保するとと

もに、併せて卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー（DP））、入学者の

受入れに関する方針（AP）との整合性も確保する。 

実行（Do）段階 

学習成果と同様、学生に対してオリエンテーションやガイダンス及び学生便

覧で詳しく説明し、さらに Web サイトを通して周知した上で、授業・学習支援を

実施し、各学期終了後には学習成果を測定し記録する。 

検証（Check）段階 

学生による授業評価アンケートの検証、学習状況の評価（単位取得状況、得

点状況、GPA 値など）、到達度確認調査、卒業認定により課題の発見と分析を行

う。 

改善（Action）段階 

学生が授業を通して獲得した学習成果を学科会議、教務委員会において確認

し、次に課題の洗い出しを行った上で、課題解決策を検討し、さらに学長のリー

ダーシップのもと、教授会で課題解決策を盛り込んだ次の計画（Plan）を検討し

決定する。 

このプロセスにより、「適正な教育課程の編成及び実施に関する方針を示す」

という目標の実現に向けて努力する。 

 

［入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー（AP））の PDCA サイクル] 

 

計画（Plan） 

建学の精神、教育理念はもとより、学科の教育目標と学習成果を明確に示し

たアドミッション・ポリシー（AP）を策定し、学外に周知を図る。その上で、求

める学生を判定するための入学試験を計画する。 

実行（Do）段階 

アドミッション・ポリシー（AP）のもと、入学者選抜試験を実施し合格者を

判定する。 

検証（Check）段階 

入学後の学習状況の評価（単位取得状況、得点状況、GPA 値など）、到達度確

認調査、卒業認定により課題の発見と分析を行う。 

改善（Action）段階 

学生が授業を通して獲得した学習成果を学科会議、教務委員会、入試広報委

員会において確認し、次に課題の洗い出しを行った上で課題解決策を検討し、さ

らに学長のリーダーシップのもと、教授会で課題解決策を盛り込んだ次の計画

（Plan）を検討し決定する。 

このプロセスにより、「適正な入学者の受入れに関する方針を示す」という目

標の実現に努める。 
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［授業改善のための PDCA サイクル] 

 

計画（Plan） 

授業科目の概要と獲得すべき学習成果（到達目標）、成績評価の方法・評価基

準を明確に示すシラバス（授業計画）を作成する。 

カリキュラムマップ及びカリキュラム体系図による各授業科目の位置づけを

確認する。 

実行（Do）段階 

授業を行い、成績を評価する。この成績評価には、各授業科目が示す学習成

果（到達目標）が含まれる。 

検証（Check）段階 

学生による授業評価アンケートの検証及び振り返り、学習状況の評価（単位

取得状況、得点状況、GPA 値など）、到達度確認調査、卒業認定により課題の発

見と分析を行う。 

改善（Action）段階 

FD、学科会議、教務委員会において、課題解決策を検討し、さらに学長のリ

ーダーシップのもと、教授会で課題解決策を盛り込んだ次の計画（Plan）を検討

し決定する。 

 
（4）本学では、学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを適宜確認し、

大学運営に適切に反映させるため、文部科学省等からの法令に関する通知文等を回覧

し、関係部署の教職員が適正に対応している。その上で関係学科及び関連部署と連携

をとり、学則変更、規程の作成・変更等を教授会で審議し、法令遵守に努めている。 

 
＜テーマ 基準Ⅰ－Ｃ 内部質保証の課題＞ 

 
自己点検・評価活動の実施体制は全専任教職員によって実施されているが、持続的・

継続的な質の改善を行うため、理事会等においても自己点検・評価結果について評価・

検証していくことが課題である。 
各授業の成績評価手段・方法は、各授業担当者がシラバス（授業計画）に明記して

おり、その正当性・透明性を確保するため、シラバス（授業計画）作成時に、教務部

長、学科長、教務委員等が科目間の関連性や授業内容等の確認を行う等、授業担当者

以外の教職員による内容の点検を行っている。今後はより透明性を高めるため、成績

評価においてルーブリック（学習到達度を示す評価基準を、観点と尺度からなる表と

して示したもの）を導入することが課題である。 

上記の「質保証のための査定サイクル」を十分に機能させ、常に PDCA サイクルの見

直しと修正を進め、更なる教育の向上・充実のための PDCA サイクルを充実させること

が今後の課題である。 
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＜テーマ 基準Ⅰ－Ｃ 内部質保証の特記事項＞ 

 
 特に無し。 
 
＜基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果の改善状況・改善計画＞ 
 
(a) 前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計

画の実施状況 

 
建学の精神については、前回の認証における行動計画において、学内外での確かな

理解と協力を一層得られるよう努力していくこと、また、建学の精神に基づく教育理

念について検証・対応していくことを記述した。 

 これらの事項については、区分の現状で述べたように、建学の精神の学内外への表

明や学内での共有の取り組みを行っているので、一定の成果を挙げているものと考え

ている。 

教育の効果については、前回の認証における行動計画において、学習成果の検証・

評価・見直しができるシステム作りの検討を進め、更なる教育の向上・充実のための

PDCA サイクルの確立に向け取り組みを始めることを記述した。 

これらの事項については、区分の現状で述べたように、PDCA サイクルを確立し、活

用しているので、一定の成果を挙げたものと考えている。改善（Action）段階におい

て、より効果的な課題解決策を盛り込んだ次の計画（Plan）へ繋げられるよう、各段

階における手法を引き続き検討し改善していく。 

教育目標の定期的な見直しについては、前回の認証における行動計画において、GPA

制度（グレード・ポイント・アベレージ制度）の導入や、到達度確認調査等の実施に

よる結果をもとに改善を加えていき、「質保証のための査定サイクル」を十分に機能さ

せ、教育の向上・充実を図ること、今後の教育課程編成や授業内容の見直しに活用す

べく取り組むこと、また、それらのデータから、教育目標と三つの方針の整合性につ

いても検証を行うことを記述した。 

これらの事項については、区分の現状で述べたように、質保証のための査定サイク

ル及び各 PDCA サイクルを活用しているため、停滞することなく取り組めているものと

考えている。また、GPA 制度の導入に伴い、履修取消制度の導入及び成績優秀者に対す

る表彰時に GPA を評価に取り入れることも行っている。さらに、成績順位表の作成の

際、従来は合格科目平均点を参照していたが、令和 3 年度から GPA を参照している。 

各学科の学習成果（到達目標）については、前回の認証における行動計画において、

1 年次後期、2 年次前期の履修指導時に各学科教員や各担任教員から学生に対して継続

的にカリキュラムマップやカリキュラム体系図によりしっかりと確認する機会を設定

することを記述した。 

これらの事項については、区分の現状で述べたように、PDCA サイクルに基づき継続

的に実施しているため、停滞することなく取り組めているものと考えている。 

自己点検・評価については、日頃からの取り組みが肝要であり、また、全教職員が
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関与する必要があるので、課題を認識し、引き続き取り組みを進めていくことを記述

した。 

これらの事項については、区分の現状で述べたように、日常的に全専任教職員が関

与していることから、停滞することなく取り組めているものと考えている。 

 

 (b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

 
建学の精神及び教育理念について、令和 3 年度においても自己点検を行ったところ

であるが、内容の変更に至る議論については、広く理解を得られることが必要なため、

教授会をはじめとして、教職員が全学的に集う場においての確認を行う体制を確立し

ていく。 

 広くステークホルダーからの理解を得るため、建学の精神等をさらに多くの人に知

ってもらえるよう大学案内や本学ホームページでの記述を強化するなど、広報活動に

注力していく。 
地域のニーズの把握については、これまでに推進してきた地域連携事業や外部有識

者会議を通じて意見聴取を行い、今後の地域貢献活動に活かしていく。 

教育目標の定期的な見直しについては、設定した目標と学習成果の実態が合ってい

るかを、査定（アセスメント）サイクルの中で量的・質的データを基にあらゆる角度

から精査し、大学全体及び各学科において吟味していくことが必要である。査定（ア

セスメント）サイクルをより効果的に機能させるために、今後もサイクルの各段階に

おける検討と改善を続けていく。また、教育目標に即応して学内外に表明している「三

つの方針」との整合性については、引き続き教授会での検証を進めていくとともに、

学生がより深く理解し、履修登録時にも意識をするように周知を強化していく。具体

的には、令和 4 年度から、シラバスの様式を変更し、「建学の精神」、「教育理念」、「教

育目的」、「学修成果」、「三つの方針」、「カリキュラムマップ」、「履修体系図」等をま

とめて「授業計画」という資料を作成し、シラバスとあわせて学生へ公開することで、

学生が一層それらと授業の関連を意識できるよう図る。 

学習成果（到達目標）については、到達度確認調査の実施が 1 年次後期及び 2 年次

後期終了の時点のみであり、在学生に対して継続的・量的・質的に確認する仕組みと

機会が不足している点について、到達度確認調査の内容は、試行錯誤を繰り返しつつ

充実してきているので、PDCA サイクルを活用し、より適切な頻度や手法を追求してい

く。 

 自己点検・評価の実施体制については、理事会に先立ち、理事長の補佐機関である

運営幹事会（提出—規程集 62）において、自己点検・評価活動の総括を実施することに

より、内部質保証の強化に取り組んでいく。 
各授業の成績評価手段・方法については、より透明性を高めるため、ルーブリック

（学習到達度を示す評価基準を、観点と尺度からなる表として示したもの）を導入す

るという課題に対しては、導入に向けて令和 3 年度のシラバスの様式を変更、さらに

令和 3・4 年度は教授会及び教務委員会等で検討を進め、令和 5 年度から全学的に導入

する予定である。 
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「質保証のための査定サイクル」を十分に機能させ、常に PDCA サイクルの見直しと修

正を進め、更なる教育の向上・充実のための PDCA サイクルを充実させるためには、更

に PDCA サイクルを活用し、各段階における手法の改善を続け、教授会及び教務委員会

等で検討を進めていく。 
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基準Ⅱ 教育課程と学生支援 

 
【テーマ 基準Ⅱ－Ａ 教育課程】 

 
＜根拠資料＞ 

提出資料 

1．学生便覧 2021 （前書き 3 ページ） 

1．学生便覧 2021  (前書き 4 ページ） 

2．学則 

3．学習成果（到達目標） 

4．カリキュラムマップ 

5．カリキュラム体系図 

7．シラバス（授業計画） 

8．令和 3 年度年間行事予定 

9．Guide Book 2021 

11．2021 年度入学試験要項 

13．2021 年度社会人選抜入学試験要項 

28．ウェブサイト「情報公開」   

https://www.sangitan.ac.jp/college/disclosure/ 

29．ウェブサイト「シラバス 2021」（令和 3 年度） 

  https://www.sangitan.ac.jp/college/disclosure/syllabus2021.html 

提出資料－規程集 

14．総合型選抜アドミッションズ・オフィス規則 

15．総合型選抜アドミッションズ・オフィス登録認定に関する規則 

35．産業技術短期大学外部有識者会議設置要領 

36．産業技術短期大学全学協議会開催規則 

備付資料 

11．学習成果の評価についての方針（アセスメントポリシー） 

13．到達度確認調査実施報告 

14．学生による授業評価アンケート設問 

15．学生による授業評価アンケート集計結果 

17．成績順位表 

18．成績分布 

19．単位修得状況 

20．TOEIC スコア獲得状況 

24．教育改善のための学習時間アンケート集計結果 

26．産業技術短期大学卒業生の評価等に関するアンケート 

27．産業技術短期大学卒業生の学習・仕事・生活に関するアンケート 

66．ウェブサイト「資料請求・お問い合わせ」https://www.sangitan.ac.jp/inquiry/ 
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［区分 基準Ⅱ－Ａ－１ 学科・専攻課程ごとの卒業認定・学位授与の方針（ディプ

ロマ・ポリシー）を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 卒業認定・学位授与の方針は、それぞれの学習成果に対応している。 

 ① 卒業認定・学位授与の方針は、卒業の要件、成績評価の基準、資格取得

の要件を明確に示している。 

（2） 卒業認定・学位授与の方針は、社会的・国際的に通用性がある。 

（3） 卒業認定・学位授与の方針を定期的に点検している。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ａ－１の現状＞ 
 

（1）本学は、建学の精神である「鉄鋼業並びにその関連産業はもとより、広くその他

の産業界等の将来を担いうる学力と識見を備えた技術者を育成する」及び三つの教育

理念である「ものづくりを中心として、科学技術立国をめざす我が国産業界の要望に

対応した技術者教育」「基礎学力の充実と実学重視の工学教育」「教養豊かで、視野の

広い社会人としての人間形成教育」に基づき、卒業の認定に関する方針（DP）を明文

化した。 

本学の卒業の認定に関する方針（DP）は、（表Ⅱ-1）のとおりである。 

 

表Ⅱ-1 卒業の認定に関する方針  
1．全学科の卒業の認定に関する方針(DP) 

「建学の精神」及び「教育理念」を実現するために、各学科の教育目標に沿って策

定された教育課程に則って所定の単位を修得し、技術者として求められる専門知識と

教養を身につけ、さらにそれらを「ものづくり」に応用することができる能力、自主

的に考え行動することができる能力、社会人として必要なコミュニケーション能力を

身につけた学生に対して、卒業を認定し短期大学士の学位を授与する。 

2．機械工学科の卒業の認定に関する方針(DP) 

機械工学科では、機械工学科の教育目標に沿って策定された教育課程に則って所定

の単位を修得し、機械工学とその活用に必要な数学・自然科学・情報技術の知識と能

力を修得し、機械技術者として、他者と協調・協働して計画的に課題の探求や解決が

できると認められる学生に短期大学士の学位を授与する。 

3．電気電子工学科の卒業の認定に関する方針(DP) 

電気電子工学科では、電気電子工学科の教育目標に沿って策定された教育課程に則

って所定の単位を修得し、電気電子工学とその活用に必要な数学・自然科学の知識と

能力を修得し、電気電子技術者として、他者と協調・協働して計画的に課題の探求や

解決ができると認められる学生に短期大学士の学位を授与する。 

4．情報処理工学科の卒業の認定に関する方針(DP) 

情報処理工学科では、情報処理工学科の教育目標に沿って策定された教育課程に則

って所定の単位を修得し、情報処理工学とその活用に必要な数学・情報処理・プログ

ラミング・ネットワークの知識と能力を修得し、情報処理技術者として、他者と協調・

協働して計画的に課題の探求や解決ができると認められる学生に短期大学士の学位を

授与する。 

5．ものづくり創造工学科の卒業の認定に関する方針(DP) 

ものづくり創造工学科では、ものづくり創造工学科の教育目標に沿って策定された

教育課程に則って所定の単位を修得し、「ものづくり」とその活用に必要な機械工学の

基礎・自然科学・情報技術の知識と能力を修得し、「ものづくり」に携わる中堅技術者

として、他者と協調・協働して計画的に課題の探求や解決ができると認められる学生

に短期大学士の学位を授与する。 

 



 産業技術短期大学  

- 42 - 
 

 卒業の認定に関する方針（DP）は、建学の精神、教育理念及び各学科の教育目標を

拠り所として定められている。 

各科目の成績評価については、学則第 28 条（提出-2）に従い、秀（100～90 点）、優

（89～80 点）、良（79～70 点）、可（69～60 点）、不可（59 点以下）の 5 段階で評価

している。各科目単位認定者は、各科目のシラバス（授業計画）（提出-7）に示す成績

評価方法に基づき評定している。 

卒業の認定に関する方針（DP）、卒業要件、成績評価基準並びにシラバス（授業計画）

に記載の成績評価方法により卒業の要件、成績評価の基準を明確に示しており、全学

科に共通する方針と各学科の方針から構成されている。 

全学科の卒業の認定に関する方針（DP）では、技術者として求められる専門知識と

教養を身につけ、さらにそれらを「ものづくり」に応用することができる能力、自主

的に考え行動することができる能力、社会人として必要なコミュニケーション能力の

修得が要求されている。 

また、各学科の卒業の認定に関する方針（DP）では、全学科の方針に基づき、各学

科に相当する分野の技術者に必要な知識や能力、さらに他者と協調・協働して計画的

に課題の探求や解決ができる能力の修得が要求されている。 

この卒業の認定に関する方針（DP）を具体的に項目化したものが到達目標であり、

それを学習成果として設定しているため、各学科の卒業の認定に関する方針（DP）は、

それぞれの学習成果に対応し、密接に繋がっている。 

この卒業の認定に関する方針（DP）は、建学の精神、教育目標、学習成果と併せて、

学生便覧（提出-1、前書き 3 ページ）や本学ホームページへの掲載（提出-28）をもっ

て学内外に表明している。特に学生には、入学時のガイダンス、履修指導時にも説明

を行い、周知を図っている。 

 

（2）卒業の認定に関する方針（DP）の明文化にあたっては、社会的に通用性を持たす

よう配慮している。卒業の認定に関する方針（DP）は、基準Ⅰ-C-2 の「教育の質を保

証している」の中で「教育の向上・充実のための PDCA サイクル」を用いて見直してお

り、大学・短期大学基準協会が求めている「内部質保証」に応えていること、卒業生

の就職状況や他大学への編入学状況からも、社会的な通用性を確保しているといえる。

また、外部有識者会議（提出資料-規程集 35）においてもアセスメントを行っている。 

さらに、長年外国の鉄鋼関連企業から社会人学生を受け入れており、一定の国際的

評価及び通用性を得られていると考えられる。（令和 2 年度及び令和 3年度においては、

コロナ禍の影響により入学者はいない。） 

 

（3）卒業の認定に関する方針（DP）は、各学科で検討し、教授会において定期的に点

検を行っている。 

 

［区分 基準Ⅱ－Ａ－２ 学科・専攻課程ごとの教育課程編成・実施の方針（カリキ

ュラム・ポリシー）を明確に示している。］ 
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※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 教育課程編成・実施の方針は、卒業認定・学位授与の方針に対応している。 

（2） 教育課程編成・実施の方針に従って、教育課程を編成している。 
 ① 短期大学設置基準にのっとり体系的に編成している。 

 ② 学習成果に対応した、授業科目を編成している。 
 ③ 単位の実質化を図り、卒業の要件として学生が習得すべき単位数について、 

年間又は学期において履修できる単位数の上限を定める努力をしている。 

 ④ 成績評価は学習成果の獲得を短期大学設置基準等にのっとり判定してい 

る。 

 ⑤ シラバスに必要な項目（学習成果、授業内容、準備学習の内容、授業時 

間数、成績評価の方法・基準、教科書・参考書等）を明示している。 

 ⑥ 通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には印刷教材等による授業

（添削等による指導を含む）、放送授業（添削等による指導を含む）、

面接授業又はメディアを利用して行う授業の実施を適切に行っている。 

（3） 教育課程の見直しを定期的に行っている。 

  

 

＜区分 基準Ⅱ－Ａ－２の現状＞ 
 

（1） 教育課程は、卒業の認定に関する方針（DP）に対応している。 

 各学科の教育課程を編成する際には、卒業の認定に関する方針（DP）との整合性を

常に確認している。このように、各学科の教育課程は卒業の認定に関する方針（DP）

と不可分であり、当該方針に対応している。 

 

（2）①本学の教育課程は、「建学の精神」と「教育理念」を実現するため、「一般教育

科目」、「キャリア教育科目」、「専門教育科目」を開設し、さらに、各学科の教育目標

にのっとり、専門科目を体系的に学べるよう構成されている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（CP）は、学生が卒業の認定に関する方針（DP）

を達成するべく全学科に共通する方針と各学科の方針から構成されており（表Ⅱ-2）、

短期大学設置基準にのっとり体系的に編成されている。 

 

 

表Ⅱ-2 教育課程の編成及び実施に関する方針  
1．全学科の教育課程の編成及び実施に関する方針(CP) 

「建学の精神」と「教育理念」を実現するため、「一般教育科目」、「キャリア教育科目」

及び「専門教育科目」を開設し、さらに、各学科の教育目標に則り、専門科目を体系的

に学べる教育課程を提供する。 

・一般教育科目を通して、幅広い教養と豊かな人間性を身につける。 

・キャリア教育科目を通して、自己の将来を自ら設計する力を身につける。 

・各学科の専門科目において、各分野の基礎的概念、知識、原理を身につける。 

・実験、演習等の能動的な学修を通して、基礎知識が利用できる応用力を身につける。 

・卒業研修において、設定されたテーマに基づく研究を少人数で行い、その成果をまと

めること等により、応用力を高めるとともに、コミュニケーション能力、プレゼンテ

ーション能力を身につける。 
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2．機械工学科の教育課程の編成及び実施に関する方針(CP) 

機械工学科は、中堅機械技術者の育成を目的としてカリキュラムを編成する。 

•１年次には、機械工学の基礎を学ぶために必要な、工学基礎科目及び機械工学の専門基

礎科目を配置する。 

•２年次には、機械工学の幅広い分野への適応力と問題解決能力を養うため、機械工学の

応用科目と卒業研修を配置する。 

また、学修成果の評価方法としては、各科目のシラバスに定める成績評価の方法・評

価基準により評価を行う。 

そのほか、学生本人が自身の学修成果を把握するために、入学直後の基礎確認テスト

や定期的な調査を実施する。 

3．電気電子工学科の教育課程の編成及び実施に関する方針 (CP) 

電気電子工学科は、中堅電気電子技術者の育成を目的としてカリキュラムを編成する。 

•１年次には、電気電子工学の基礎を学ぶために必要な、工学基礎科目及び電気電子工学

の専門基礎科目を配置する。 

•２年次には、電気電子工学の幅広い分野への適応力と問題解決能力を養うため、電気電

子工学の応用科目と卒業研修を配置する。 

また、学修成果の評価方法としては、各科目のシラバスに定める成績評価の方法・評価

基準により評価を行う。 

そのほか、学生本人が自身の学修成果を把握するために、入学直後の基礎確認テストや

定期的な調査を実施する。 

4．情報処理工学科の教育課程の編成及び実施に関する方針(CP) 

情報処理工学科は、中堅情報処理技術者の育成を目的としてカリキュラムを編成する。 

•１年次には、情報処理工学の基礎を学ぶために必要な、工学基礎科目及び情報処理工学

の専門基礎科目を配置する。 

•２年次には、情報処理工学の幅広い分野への適応力と問題解決能力を養うため、情報処

理工学の応用科目と卒業研修を配置する。 

また、学修成果の評価方法としては、各科目のシラバスに定める成績評価の方法・評

価基準により評価を行う。 

そのほか、学生本人が自身の学修成果を把握するために、入学直後の基礎確認テスト

や定期的な調査を実施する。 

5．ものづくり創造工学科の教育課程の編成及び実施に関する方針(CP) 

ものづくり創造工学科は、「ものづくり」に携わる中堅技術者の育成を目的としてカリ

キュラムを編成する。 

•１年次には、ものづくりの基礎を学ぶために必要な、工学基礎科目及び機械工学の基礎

科目を配置する。 

•２年次には、幅広いものづくり分野への適応力と問題解決能力を養うため、それに必要

な応用科目と卒業研修を配置する。 

また、学修成果の評価方法としては、各科目のシラバスに定める成績評価の方法・評

価基準により評価を行う。 

そのほか、学生本人が自身の学修成果を把握するために、入学直後の基礎確認テスト

や定期的な調査を実施する。 

 

②本学では、卒業の認定に関する方針（DP）で明記している人材像の育成のために、

その前提となる様々な基礎的能力の修得を図るため、教育課程の編成及び実施に関す

る方針（CP）に従い、体系的に学べる教育課程及び学習成果に対応した授業科目を編

成し、提供している。 

③単位制の実質化を図るため、CAP 制及び GPA 制度を導入し、学期において履修できる

単位数の上限を定めている。以下に本学で導入した CAP 制（表Ⅱ-3）及び GPA 制度（表

Ⅱ-4）の概要を示す。 
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    表Ⅱ-3 CAP 制 

CAP 制 

導入目的等 

CAP 制により、単位制度を実質化し、学修すべき授業科目を絞ることによ

り、十分な学修時間を確保し、授業内容を深く身に付け、各期にわたって適

切に授業科目を履修することとなる。 

学生は、所属学科のディプロマ・ポリシーを達成するためのカリキュラム

の中から前期及び後期の各期に各自の目的や目標に合わせ、計画的に履修す

るよう心掛けることとする。 

平成 27 年度は CAP 制の基準値（履修登録上限単位）を前期及び後期の各期

28 単位として導入する。 

平成 31 年度入学生から、直前の学期に優れた成績をもって単位修得した学

生については、単位数の基準値を超えて履修登録を認めることとし、1 年次

後期以降には、直前の学期に GPA が 3.00 以上の者は 30 単位まで履修登録を

認める。 

 

    表Ⅱ-4 GPA 制度 

GPA 制度 

導入目的等 

履修登録した科目毎の 5 段階評価（S･A･B･C･D）を 4 から 0 までの点数

（GP:Grade Point）に置き換えて単位数を掛け、その総和（GPT：Grade Point 

Total）を履修登録単位数の合計で割った平均点を GPA とする。  

成績評価は、0～100 点の点数評価とし、それを GP に置き換える。 

GPA は、学生が自らの成績状況を的確に把握し、学期ごとに記載される各

自の GPA を見ることで、成績の伸びなど、学修の状況を客観的に把握するこ

とが出来るようになる。GPA 制度では、単位を修得できなかった不合格科目

（D 評価の科目）も成績に加算される。従って、不合格科目が多いとそれだ

け GPA が低くなり、その意味で学生の勉学への意欲や取組み方がはっきりと

表れる。その結果、履修においては、計画性の無い過度の履修をした場合、

中途で履修放棄などをすると GPA 値が下がることになるため、計画性のある

履修（登録）を心がけるようになる。学生は、所属学科のディプロマ・ポリ

シーを達成するために用意してあるカリキュラム（ポリシー）の中から計画

的に履修することとなる。 

また、GPA は、学業結果を総合的に判断する指標として役立ち、従来の修

得単位数という量的な判断に加えて、質的な観点からの判断の材料になるた

め、学生への履修指導に、使用するとともに、奨学金支給候補者選考や学内

表彰者選考等の参考資料として使用することも可能となる。 

 

④成績評価については、短期大学設置基準の成績評価基準等の明示等の必要性を踏ま

え、教育の質保証に向けて客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してあらかじ

め学生便覧やシラバス（授業計画）で明示した方法・評価基準を厳格に適用している。 

⑤特にシラバス（授業計画）には、全授業科目において、修得するために必要な教室

外の準備学習（予習、復習）について 15 回の全授業回数分を明示している。従って、

シラバス（授業計画）と教育課程により、必要な項目（学習成果、授業内容、準備学

習の内容、授業時間数、成績評価の方法・基準、教科書・参考書）についてはすべて

明示されている。新入生に対しては、それらについて入学時の入学生オリエンテーシ

ョンのプログラムに盛り込み周知している。また、授業回数（期間）については、令

和 3 年度年間行事予定（提出-8）により示している。また本学ホームページのシラバ

ス（授業計画）（提出-29）でも全て情報公開されており、ステークホルダーが認識で

きるよう努めている 
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シラバス（授業計画）と学生便覧により建学の精神・教育理念や学習成果及び三つ

の方針が学生へ周知されている。さらに、教育課程の体系性、有機的連携を示すため、

カリキュラムマップ及びカリキュラム体系図を作成し、本学ホームページ、シラバス

（授業計画）に掲載し学内外に表明している。これらを参考に学生個人の到達目標に

応じた履修ができるよう工夫している。（提出-4.5） 

⑥通信による教育を行う学科は設置していない。 

 

（3）教育課程は、社会的な要請や学生のレベルに応じ、毎年各学科及び教務委員会で

の協議において定期的に見直しを行っており、その内容は教授会で最終確認を行って

いる。 

また、教育課程の編成及び実施の方針（CP）は、基準Ⅰ-B-3 の「質保証のための査

定サイクル」の中で「教育課程の編成及び実施の方針（CP）の方針の PDCA サイクル」

の稼働によって点検を定期的に実施している。 

 

［区分 基準Ⅱ－Ａ－３ 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、幅広く深い教

養を培うよう編成している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 教養教育の内容と実施体制が確立している。 

（2） 教養教育と専門教育との関連が明確である。 

（3） 教養教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ａ－３の現状＞ 
 

（1）本学における教養教育の目標は、全学的に定めている教育目標、卒業の認定に関

する方針(DP)、教育課程の編成及び実施に関する方針(CP)で明文化している。 

教育目標では、「ものづくりを中心とした産業界において、専門知識と幅広い教養を

身につけた中堅技術者としての活躍が期待できる人材を育成する」としている。 

卒業の認定に関する方針(DP)では、「各学科の教育目標に沿って策定された教育課程

にのっとり所定の単位を修得し、技術者として求められる専門知識と教養を身につけ、

さらにそれらを「ものづくり」に応用することができる能力、自主的に考え行動する

ことができる能力、社会人として必要なコミュニケーション能力を身につけた学生に

対して、卒業を認定し短期大学士の学位を授与する」としている。 

さらに、その人材育成のために設けられている教育課程の編成及び実施に関する方

針(CP)では、「（一部抜粋）・一般教育科目を通して、幅広い教養と豊かな人間性を身に

つける」とし、単なる技術教育ではなく、総合的な判断力、豊かな教養を身につけた

技術者を育成することを約束している。 

 技術者として社会の第一線で活躍しつづけるためには、日々進歩する技術に合せて

学び続けるための「物事を幅広く考えることができる能力」が必要であり、本学では

その能力を養うための教養教育の内容として、「全ての学生が共通して受講する科目」

を設定している。 
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 本学においては 2 年間という限られた期間に専門教育を行う必要があることから、

教養教育に充てる時間には制約がある。しかし、教養教育の重要性については全教職

員が認識している。このように、本学では教養教育の目的・目標を定め、重要性を認

識し、そのうえで教養教育の内容を設定している。 

 具体的には、学科の教育課程表に「一般教育科目」と「キャリア教育科目」、「専門

教育科目」の区分があり、「一般教育科目」と「キャリア教育科目」の内容はほぼ全学

共通である。卒業要件 64 単位のうち、一般教育科目から 8 単位の修得が義務づけられ

ている。一般教育においても専門職業人材の養成や実践的教育についてのニーズにこ

たえるべく、科目群の幅広さを維持するとともに実務経験のある教員を配置するなど

本学の特長を生かそうとしている。 

これらの「一般教育科目」の内容や実施方法の検討については、各学科と、全学的

な調整を行う教務委員会とで議論を重ねている。また、「キャリア教育科目」について

は学生委員会で内容の検討を行っている。そして教養教育の効果を測定・評価し、改

善に取り組んでいる。 

令和 3 年度は「一般教育科目」のうち「英語表現法」「日本語表現法」「保健体育」

に専任教員を配置している。 

教務委員会において、カリキュラム及びカリキュラムマップを作成し検討しており、

一般教育と専門教育の関連を明確にしている。 

教職員による授業見学会を実施する際には、学科ごとに意見交換会を行うが、教養

教育担当教員も学科を問わず参加できるようになっている。 

以上のとおり、本学においては教養教育の内容と実施体制が確立している。 

 

（2）学科の教育課程表では卒業の認定に関する方針（DP）の達成のため、「一般教育

科目」と「キャリア教育科目」「専門教育科目」に区分され、主として「一般教育科目」

において教養教育が行われている。さらに、各学科の教育目標にのっとり、専門科目

を体系的に学べる教育課程を提供する。本学の教育課程の編成において重視される点

は、教育課程の編成及び実施に関する方針（CP）に示されている。 

本学では、学科横断的な一般教育科目と、縦断的な専門科目を明確に区別した上で、

それらをバランスよく受講できるように配置している。このように、教養教育と専門

教育との関連は明確である。また、一般教育科目は他学科の学生と同じ教室で授業を

受けることも多く、学科を越えた学生交流の場にもなっている。 

 

（3）教養教育に限らず「学生の到達度確認調査」（備付-13） 、「学生による授業評価

アンケート」（備付-14.15） 、「教育改善のため学習時間アンケート」（備付-24）の 3

つの調査の集計結果を基に、教員レベル、組織レベルで反省的に教育効果の測定・評

価を行い、改善に取り組んでいる。 

授業評価アンケートでは数値データと、自由記述が当該科目の担当教員に示され､教

員はそれに基づいて「授業評価アンケート点検書」を作成して提出することになって

いる 。 

国語教育においては入学時にアチーブメントテストを行い、能力に応じて二段階の
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クラス分けをしており、それについてカリキュラムの検討時に効果が検討されている。 

英語教育については講座として TOEIC 対策が行われ、学生のニーズや学力を見極め

授業の運営にもフィードバックされている。（備付-20） 

 

［区分 基準Ⅱ－Ａ－４ 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、職業又は実際

生活に必要な能力を育成するよう編成し、職業教育を実施している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学科・専攻課程の専門教育と教養教育を主体とする職業への接続を図る職業

教育の実施体制が明確である。 

（2） 職業教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ａ－４の現状＞ 
 

（1）本学では、職業教育の役割・機能、分担を明確に定めている。 

本学の卒業の認定に関する方針（DP）は、建学の精神、教育理念に基づく技術者像、

工学教育、人間形成教育を念頭においたものとなっている。そして、各学科の専門に

相当する分野の技術者に必要な知識や能力、さらに他者と協調・協働して計画的に課

題の探求や解決ができる能力の修得が要求されている。したがって、本学における職

業教育の役割はきわめて大きい。本学の建学の精神である「将来を担いうる技術者育

成」の為の教育課程(プログラム)において、職業教育は専門教育と並ぶ柱である。 

 一般教育においては専門職業人の養成や実践的教育について意識されている。専門

教育においても学科の専門に関連した資格試験のガイダンスや対策講座を行い、本学

の職業教育に接続を図っている。 

そして、職業への接続を図る職業教育として「キャリア教育科目」があり、学問と

キャリアの関わりについて考え、大学での学びの意義を理解する内容としている。キ

ャリア教育科目については学生部長、進路支援課、必要に応じてキャリアカウンセラ

ーが一体となって取り組んでいる。また、社会人としての一般常識、マナー、コミュ

ニケーション能力を身に着け、実務経験を伴う企業研修（インターンシップ・詳細は

Ⅱ-A-7 参照）を通して自主的に考え、行動できる能力を身に着けることを目的として

いる。このように、一般教育・専門教育及び職業教育の接続及び実施体制は明確であ

る。 

職業教育の内容と実施体制について以下に記す。 

就職・進路指導、支援全般については、学生委員会で協議決定している。また、各

学科の情報交換や意見調整を行うことは、進路支援課の役割である。 

進路支援課が「就職ガイダンス」「合同企業説明会」を実施しているが、「就職ガイ

ダンス」は 1 年次後期 から 2 年次後期にかけて、計画的に実施している。 

進路支援課では、求人票の発送・管理、学生への情報提供、「応募届」による学生の

就職試験の受験手続の他、就職先開拓や進路相談を行っている。また定期的に就職ガ

イダンスを実施して、学生の意識を高めるよう努めている。さらに、各学科では、教

員が学生の就職状況を把握し、支援に関して情報交換を行っている。 
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就職ガイダンス及びキャリア教育科目は、実際の就職活動のスケジュールを踏まえ

て調整されており、それぞれが補完的な役割を果たしつつ相乗効果が期待されるよう

改善に取り組んでいる。 

 

(2)本学は産業界・企業等から、より実践的な職業教育の実施を求められている。 

このニ－ズに対して、キャリア教育を始めとした職業教育をさらに充実し、学生が

在学期間中に社会人基礎力等の力を身につけることができるよう取り組むことが必要

である。 

 職業教育としてのキャリア教育科目の評価は、「学生による授業評価アンケート」 の

集計結果を基に、教員レベル、組織レベルで教育効果の測定・評価を行っている。数

値データと、自由記述が当該科目の担当教員に配布され､教員はそれに基づいて「授業

評価アンケート点検書」を提出することになっている 。 

 なお、実際の就職活動の結果やアンケート調査等のよる受験企業からのフィードバ

ックを基に、キャリア教育科目の改善に取り組んでいる。 

 

［区分 基準Ⅱ－Ａ－５ 入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）を明確

に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 入学者受入れの方針は学習成果に対応している。 

（2） 学生募集要項に入学者受入れの方針を明確に示している。 

（3） 入学者受入れの方針は、入学前の学習成果の把握・評価を明確に示している。 

（4） 入学者選抜の方法は、入学者受入れの方針に対応している。 

（5） 高大接続の観点により、多様な選抜についてそれぞれの選考基準を設定し

て、公正かつ適正に実施している。 

（6） 授業料、その他入学に必要な経費を明示している。 

（7） アドミッション・オフィス等を整備している。 

（8） 受験の問い合わせなどに対して適切に対応している。 

（9） 入学者受入れの方針を高等学校関係者の意見も聴取して定期的に点検して

いる。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ａ－５の現状＞ 
 

（1）本学の入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）（提出-11）は、

学習成果としての到達目標を達成するために必要とされる基本的素養を有し、かつ、

それぞれの専門分野に興味・関心・意欲のある学生に入学してほしい、という考えに

基づいて設定（表Ⅱ-5）されていることから、学科の学習成果に対応するものとなっ

ている。 
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表Ⅱ-5 入学者の受入れに関する方針 

全学科の入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

1 入学前にどのような多様な能力をどのように身につけてきた学生を求めているか 

本学では、教育理念、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーを踏まえ、

次に掲げる知識・技能や能力、目的意識・意欲を備えた人を求める。  
・  工学を学ぶうえで、その基礎となる高等学校の教科・科目を修得している人  
・  向上心を持ち、目標に向かって努力できる人   
・  ものづくりなど様々な技術的なことに興味、関心がある人  
・  将来、工学分野の知識が必要とされる職業に就き、  社会に貢献したいと思っている人  
2 入学後にどのような多様な能力をどのようにして身につけられる学生を求めているか 

入学後、本学の教育内容を理解し、それを学ぶことによって人間的に成長しようと、

自主的に考え行動できる人を求める。  
3 入学者選抜の在り方について 

入学者選抜は、教科・科目を設定した筆記試験を中心とする一般選抜、特待生選抜入

学試験と面接等を取り入れた学校推薦型選抜、総合型選抜、社会人選抜入学試験により

実施する。評価方法はアドミッション・ポリシーに基づき、高等学校において身につけ

るべき「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等の能力」「主体性を持って多様な人々

と協働して学ぶ態度」を、入学試験ごとに比重を設定し評価する。  

機械工学科の入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

1 入学前にどのような多様な能力をどのように身につけてきた学生を求めているか 

機械工学科では、全学科共通のアドミッション・ポリシーに加え、次に掲げる目的意

識・意欲を備えた人を求める。  
・  自動車やロボットなどの機械の仕組みに興味、関心がある人   
・  人や環境にやさしい製品をつくる技術に興味、関心がある人  
2 入学後にどのような多様な能力をどのようにして身につけられる学生を求めているか 

入学後、本学の教育内容を理解し、それを学ぶことによって人間的に成長しようと、

自主的に考え行動できる人を求める。  
3 入学者選抜の在り方について 

入学者選抜は、教科・科目を設定した筆記試験を中心とする一般選抜、特待生選抜入

学試験と面接等を取り入れた学校推薦型選抜、総合型選抜、社会人選抜入学試験により

実施する。評価方法はアドミッション・ポリシーに基づき、高等学校において身につけ

るべき「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等の能力」「主体性を持って多様な人々

と協働して学ぶ態度」を、入学試験ごとに比重を設定し評価する。  

電気電子工学科の入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

1 入学前にどのような多様な能力をどのように身につけてきた学生を求めているか 

電気電子工学科では、全学科共通のアドミッション・ポリシーに加え、次に掲げる目

的意識・意欲を備えた人を求める。  
・  電気機器の制御の仕組みに興味、関心がある人   
・  電気エネルギーの発生や利用に興味、関心がある人  
2 入学後にどのような多様な能力をどのようにして身につけられる学生を求めているか 

入学後、本学の教育内容を理解し、それを学ぶことによって人間的に成長しようと、

自主的に考え行動できる人を求める。  
3 入学者選抜の在り方について 
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入学者選抜は、教科・科目を設定した筆記試験を中心とする一般選抜、特待生選抜入

学試験と面接等を取り入れた学校推薦型選抜、総合型選抜、社会人選抜入学試験により

実施する。評価方法はアドミッション・ポリシーに基づき、高等学校において身につけ

るべき「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等の能力」「主体性を持って多様な人々

と協働して学ぶ態度」を、入学試験ごとに比重を設定し評価する。  
 

情報処理工学科の入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

1 入学前にどのような多様な能力をどのように身につけてきた学生を求めているか 

情報処理工学科では、全学科共通のアドミッション・ポリシーに加え、次に掲げる目

的意識・意欲を備えた人を求める。  
・  プログラミングやシステム構築に興味、  関心がある人  
・  ネットワーク、情報通信技術に関心がある人  
2 入学後にどのような多様な能力をどのようにして身につけられる学生を求めているか 

入学後、本学の教育内容を理解し、それを学ぶことによって人間的に成長しようと、

自主的に考え行動できる人を求める。  
3 入学者選抜の在り方について 

入学者選抜は、教科・科目を設定した筆記試験を中心とする一般選抜、特待生選抜入

学試験と面接等を取り入れた学校推薦型選抜、総合型選抜、社会人選抜入学試験により

実施する。評価方法はアドミッション・ポリシーに基づき、高等学校において身につけ

るべき「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等の能力」「主体性を持って多様な人々

と協働して学ぶ態度」を、入学試験ごとに比重を設定し評価する。  
 

ものづくり創造工学科の入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

1 入学前にどのような多様な能力をどのように身につけてきた学生を求めているか 

ものづくり創造工学科では、全学科共通のアドミッション・ポリシーに加え、次に掲

げる目的意識・意欲を備えた人を求める。  
・  機械系科目を基礎に幅広く学び、ものづくりをしたい人   
・  コンピュータを活用した設計・デザインに興味があり、ものづくりに関心がある人  
2 入学後にどのような多様な能力をどのようにして身につけられる学生を求めているか 

入学後、本学の教育内容を理解し、それを学ぶことによって人間的に成長しようと、

自主的に考え行動できる人を求める。  
3 入学者選抜の在り方について 

入学者選抜は、教科・科目を設定した筆記試験を中心とする一般選抜、特待生選抜入

学試験と面接等を取り入れた学校推薦型選抜、総合型選抜、社会人選抜入学試験により

実施する。評価方法はアドミッション・ポリシーに基づき、高等学校において身につけ

るべき「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等の能力」「主体性を持って多様な人々

と協働して学ぶ態度」を、入学試験ごとに比重を設定し評価する。  

 

（2）本学は中堅技術者の養成を目的としており、多くの志望者はものづくりに関わる

技術者を目指して入学している。そのため、各学科の求める具体的な人物像は、技術

者に必要とされる素養である。入学者の受け入れの方針は、本学ホームページ（提出

-28）を始め、入学試験要項等に明記し明確に学外に示している。 
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（3）入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）については、入学試

験要項より、「1 入学前にどのような多様な能力をどのように身につけてきた学生を求

めているか」、さらに新規として、「2 入学後にどのような多様な能力をどのようにし

て身につけられる学生を求めているか」及び「3 入学者選抜の在り方について」の 3

つの項目を明示し、その内容がより一層明確となるよう改善を図った。このようなこ

とから、入学者の受入れに関する方針は、入学前の学習成果の把握・評価を明確に示

している。 

 

（4）本学の入学試験要項において、入学者選抜のための評価方法は、入学者の受入れ

に関する方針（アドミッション・ポリシー）に基づき、高等学校において身につける

べき「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性を持って多様な人々と協働し

て学ぶ態度」の学力の 3 要素を評価する旨を明記している。 

本学の入学者選抜は、すべての入試区分において、入学者の受入れに関する方針（ア

ドミッション・ポリシー）に基づき構築されていることから、同ポリシーに対応して

いる。 

 

（5）本学では、高等学校段階における基礎的な学力を身につけたうえで、本学の建学

の精神・教育理念を理解し、入学後の学習に意欲を持つ学生を入学させることを目的

として、高大接続の観点から多様な入学者選抜方法を次のとおり設けている。 

 

（ｱ）学校推薦型選抜入学試験（公募推薦、特別推薦） 

学校推薦型選抜入学試験は、区分により出願資格が異なるが、いずれも学

力の 3 要素（「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力」、「主体性をもって多

様な人々と協働して学ぶ態度」）について書類審査（調査書、推薦書）と面接

の総合評価によって合否が判定されるものである。 

（ｲ）総合型選抜入学試験 

総合型選抜入学試験は、個別相談（予備相談・本相談等）により、学習意

欲、入学後の学習目標達成の可能性について相談者と共に話し合い、合否が

判定されるものである。 

なお、個別相談（予備相談・本相談）は、願書受付前に実施しており、エ

ントリーシート及び調査書をもとに行われる本相談において、学力の 3 要素

（「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力」、「主体性をもって多様な人々と

協働して学ぶ態度」）を評価し、本学への入学が適当であると判断された場合

は、アドミッションズ・オフィスに登録認定され、出願資格が与えられる。 

（ｳ）一般選抜入学試験（Ⅰ期、Ⅱ期、Ⅲ期、大学入学共通テスト利用） 

一般選抜入学試験は、数学、英語のうち 1 教科の試験結果及び調査書の総

合評価によって合否が判定されるものである。なお、大学入学共通テスト利

用は、本学独自の試験を課さない。 

以上により、学力の 3 要素（「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力」、「主

体性をもって多様な人々と協働して学ぶ態度」）を評価する。 
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（ｴ）特待生選抜入学試験（Ⅰ期、Ⅱ期、Ⅲ期、大学入学共通テスト利用） 

特待生選抜入学試験は、数学、英語の 2 教科の試験結果及び調査書の総合

評価によって判定されるものである。なお、大学入学共通テスト利用は本学

独自の試験を課さず、合否基準は本学独自試験と同様の基準で判定する。 

以上により、学力の 3 要素（「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力」、「主

体性をもって多様な人々と協働して学ぶ態度」）を評価する。 

（ｵ）社会人選抜入試（面接方式、学力検査方式） 

社会人選抜入試は、主に鉄鋼会社などの企業から派遣される社会人が多数

を占めており、数学及び理科又は英語の 2 教科の筆記試験結果によって合否

判定されるものと面接により判定されるものとがある。（提出-13） 

 

全ての入試区分において、教員全員が建学の精神、教育理念はもとより、三つの方

針についての共通理解を深め、厳正な判定を行えるように配慮している。面接につい

ては、基本的な質問事項及び判定基準を共有することにより、筆記試験については、

採点者間において採点基準を調整、共有することなどにより、入試に関して、公正、

正確性は保たれている。 

 

（6）入学金、授業料、学園維持金及び、学生自治会費などの必要な経費について、入

学試験要項に明記している。また、高等教育の修学支援新制度、日本学生支援機構奨

学生、本学独自の奨学金制度、学費分納制度など、入学時、在学時の負担を軽減する

ための制度についても併せて記載している。 

 

（7）総合型選抜入学試験の円滑な遂行及び登録認定における多面的・総合的な評価の

実施を目的として、総合型選抜アドミッションズ・オフィスを整備している。同オフ

ィスは、「総合型選抜入試における登録認定・判定に関する業務」及び「その他、総合

型選抜入試の実施・運営に関する業務」を担当し、構成員は、学長、入試広報部長、

学科長、事務局長、入試広報課長、学長が必要と認めた教職員となっている。これら

を規定するため、「総合型選抜アドミッションズ・オフィス規則」及び「総合型選抜ア

ドミッションズ・オフィス登録認定に関する規則」を整備している（提出-規程集 14.15）。 

 

（8）受験生からの問い合わせ方法は、主として、電話・文書・来学等であるが、この

うち電話による問い合わせへの対応としては、本学ホームページのトップページに「お

問い合わせ」のロゴボタン（備付-66）を設け、大学の代表電話番号・受験生の問合せ

窓口である入試広報課の電話番号及び担当業務内容を明記している。また、教職員が、

学外進学ガイダンス、高等学校内の進学ガイダンスに参加し、受験生や保護者、高等

学校などからの質問等に丁寧に対応している。本学で開催されるオープンキャンパス

においても、参加者に対して同様の対応をしているが、開催日に来学できない受験生

については、随時、個別見学及び相談を受け付ける旨を大学案内パンフレットに明記

（提出-9）している。さらに 2020 年度からは、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、オープンキャンパスや進学ガイダンスに参加しづらい受験生にも配慮して、オン
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ライン会議システムによる「オンライン相談会」を毎月 8 回程度設けている。これに

ついてもホームページをはじめ、様々な方法で周知している。このようなことから、

受験の問い合わせなどに対して適切に対応している。 

 

（9）志願実績のある高校については、年間をとおして定期的に訪問しており、その際

に得られた高校教員の意見、要望等の各種情報については、訪問担当者が学内ネット

ワーク上の高校訪問報告書に記入することとなっている。特に本学教職員が共有すべ

き情報は、「産業技術短期大学全学協議会開催規則」（提出-規程集 36）に基づき、定期

的に開催される全学協議会において報告し、さらに、本学が取組むべき課題について

は、教授会等において検討している。 

また、入学者の受入れに関する方針に限るものではないが、本学の活動、取組み等

について、学外からの客観的な意見を聴取し、本学の諸活動の充実に資することを目

的として、産業技術短期大学外部有識者会議を設置している。同会議は、尼崎市内の

高校、尼崎商工会議所などの経済団体、尼崎市役所などの有識者から構成され、定期

的に開催（1 回/年）されている。同会議の役割は、本学の「三つの方針」を踏まえて、

「入学者選抜方法に関すること」「カリキュラムの内容、学修方法、学修支援、学修成

果」「教員組織」「施設、設備」「社会との接続」などについて意見を述べることと定め

られている。 

このようなことから、入学者の受入れに関する方針を高等学校関係者の意見も聴取

して定期的に点検している。 

 

［区分 基準Ⅱ－Ａ－６ 短期大学及び学科・専攻課程の学習成果は明確である。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学習成果に具体性がある。 

（2） 学習成果は一定期間内で獲得可能である。 

（3） 学習成果は測定可能である。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ａ－６の現状＞ 
 

（1）本学の建学の精神、教育理念をもとに定められたものが教育目的・教育目標であ

り、さらにそれらを具現化するために定められた到達目標、教育課程及び卒業要件等

は、工学系分野の実学的な学習成果につながるよう制定している。そのため、教育課

程の学習成果には具体性があり、現に本学の卒業生は就職率・進学率（基準Ⅱ-A-7 参

照）から見ても本学が望む具体的な学習成果を達成している。 

 学習成果に関連する様々な事項は、学生便覧及びシラバス（授業計画）（提出-7）に

具体的に示されている。また、授業評価アンケート、教職員授業見学会、FD 講演会、

到達度確認調査等の取り組みを行い、教育課程の改善が定期的に行われている。 

（2）学習成果は一定期間内で獲得可能である。 

教育課程において、修学支援の観点から、時間割上では選択必修科目や習熟度別ク

ラスを設けており、学習成果の達成度が低い学生についても、2 年間で段階的に達成度
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が高められるよう配慮している。 

また再試験制度により、一部の必修科目においては不合格者に補講及び再試験を行

い、休業期間に達成度を高めて単位を修得させる機会を与えている。 

さらに、学内に基礎教育センターを設けており、数学等について補習の実施や自習

の補助等のサポート体制を整えている。 

 

（3）学習成果の査定方法についてはアセスメントポリシーに示す評価方法により、測

定可能である。（備付-11） 

 成績については、教職員は単位取得状況以外にも教務課で集計された GPA 制度によ

る成績一覧表により学生の学習成果を把握している。 

 さらに単位制の実質化を図るため、CAP 制及び GPA 制度を導入している。本学の CAP

制及び GPA 制度の概要は、基準Ⅱ-A-2 のとおりである。 

 なお、成績のほかに履修者数、卒業者、退学者、休学者の人数や授業評価アンケー

ト、卒業生アンケート、就職先へのアンケート、編入学先へのアンケート等の数値化

されたデータについても学習成果を測定する指標としている。 

 また、教育課程の体系性、有機的連携を示すため、カリキュラムマップ及びカリキ

ュラム体系図を作成し、本学ホームページやシラバス（授業計画）に掲載し、学内外

に表明している。また、新入生に対しては、入学時の入学生オリエンテーションのプ

ログラムに盛り込み周知している。 

 このカリキュラムマップと体系図により、本学の教育目標や到達目標に対応した学

習成果をより一層把握し易くなり、卒業までの 2 年間で本学教育目標に対応した学習

成果を着実に修得するための一助となるよう利用している。 

 本学では、GPA を用いた成績順位表（備付-17）と成績分布（備付-18）、授業科目別

の種類別単位修得状況（備付-19）を作成し、教員へ配布している。各学科ではこれら

のデータを活用し、比較分析を行った上で、学生個々の来学期の学習指導につなげて

いる。 

 学生本人も、このカリキュラムマップに自身の単位取得状況、得点、GPA 値を関連づ

けることで学習成果の獲得状況を客観的に判断することができる。 

 また、1 年次後期及び卒業時に学習成果（到達度）の確認として、到達度確認調査を

学科毎に検討した方法で実施している。学生は、この結果を受けて自分の理解度や得

意・不得意分野を把握することができ、教員はこの結果を分析し、次年度以降の教育

課程編成や教育方法改善の材料とすることができる。 

 

［区分 基準Ⅱ－Ａ－７ 学習成果の獲得状況を量的・質的データを用いて測定する

仕組みをもっている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） GPA 分布、単位取得率、学位取得率、資格試験や国家試験の合格率、学生の

業績の集積（ポートフォリオ）、ルーブリック分布などを活用している。 

（2） 学生調査や学生による自己評価、同窓生への調査、インターンシップや留学

などへの参加率、大学編入学率、在籍率、卒業率、就職率などを活用してい
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る。 

（3） 学習成果を量的・質的データに基づき評価し、公表している。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ａ－７の現状＞ 
 

（1）本学では、GPA を用いた成績順位表と成績分布、授業科目別の種類別単位取得状

況を作成し、教員へ配布している。各学科ではこれらのデータを活用し、比較分析を

行った上で、学生個々の来学期の学習指導につなげている。 

 また、年度末には教授会を通して卒業生数（学位取得者数）を提示し、学長を中心

に入学生数との割合(卒業率＝学位取得率)の分析を行い、それを基に学位取得率を向

上させる方法を教職員全体で模索している。 

 情報処理工学科では、到達度確認調査を学生の業績の集積（学修ポートフォリオ）

の形式で行い、学生が自分自身の成長を振り返って来学期の目標を立てることに活用

している。 

 

（2）本学では新入生を対象に学生生活に関するアンケート調査により、新入生の状況

把握を行い、ニ－ズや悩み等を吸い上げ、学科教員により学習の支援を行っている。

また卒業予定者にも学生生活の評価についてアンケート調査を行い、学生の意見や要

望の聴取に努めている。どちらも学生委員会において集計結果の分析を行い、学習成

果に結びつく学業及び課外活動を含む学生生活全般の環境改善のために活用している。 

同窓生（卒業生）に対しては、「産業技術短期大学卒業生の学習・仕事・生活に関す

るアンケート」（備付-27）を実施し、卒業生に対して、在学中に受けてきた教育をそ

の後の仕事や生活でどのように活用しているか、また、本学の教育についてどのよう

な意見を持っているかを調査し、その結果を活用している。 

 文部科学省はインターンシップについて「学生が在学中に自らの専攻、将来のキャ 

リアに関連した就業体験を行うこと」と定義し、在学中のインターンシップを推奨し 

ているが、本学においてはインターンシップ（企業研修）をカリキュラム上「キャリ 

ア教育科目」に位置付け（１年次選択１単位 計 40 時間）実施している。令和 3 年度 

は実数 13 名の学生が、企業による研修プログラムや学内で実施している事前・事後研 

修を修了し単位が付与された。新型コロナウイルス感染症の対策により、令和 2 年度 

と令和 3年度夏季の研修は中止されていた。そのため春季のみの実施にもかかわらず、 

学生の参加率は約 6.1％であり、少し前の全国平均の 2.9%（文部科学省 令和元年度 

大学等におけるインターンシップ実施状況について・単位認定を行うインターンシッ 

プのうち特定の資格取得に関係しないものの参加率）を大きく上回っている。 

留年者数や退学者数の経年比較を行い、学長を中心に分析を行っており、さらに教

授会や他の会議にて必要に応じて検討している。 

令和 3 年度では、卒業者 228 名中、企業派遣学生 23 名を除いた 205 名のうち、進学

希望者 49 名中、専門学校を含めて 48 名が合格で決定率は 97.9％、就職希望者 140 名

中内定者が 138 名(就職内定率 98.6%)であり、合わせて 189 名のうち 186 名が進路決定

した（企業派遣学生を除いた卒業生の進路決定率 90.7％）。 
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（3）学習成果の獲得状況を量的・質的データに基づいて評価し、その評価結果を公表

している。 

本学における学習成果の評価方法は、各科目のシラバス（授業計画）に定める成績

評価の方法・評価基準により行っている。評価の時期は、原則として当該授業科目の

授業期日終了後とし、外部に評価を示す場合は、秀・優・良・可・合・認の評語をも

って行っている。ただし、教育上必要な場合は、点数により示すこともある。 

 これら学習成果の評価は、合格又は不合格の評価を得た授業科目の全成績と、取得

単位数を記載した成績通知票として年 2 回保護者あてに送付し、学生にも配付してい

る。加えて、学内 WEB システムにおいては上記情報以外に GPA も確認することができ

る。 

 また、各学期末に学生による授業評価アンケートを全学的に実施しているが、デー

タ化されたアンケート結果とフィードバック内容をそれぞれファイリングし、図書館

で学生が閲覧できるようにしている。 

 アンケートには、学生自身が自己の学習への姿勢を振り返る内容も含まれており、

学生・教員双方に向けた当該科目に対する評価のデータとして位置づけられている。 

 

［区分 基準Ⅱ－Ａ－８ 学生の卒業後評価への取り組みを行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 卒業生の進路先からの評価を聴取している。 

（2） 聴取した結果を学習成果の点検に活用している。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ａ－８の現状＞ 
 

（1）学生の卒業後評価への取り組みとしては、質保証のための査定サイクルの一つと

して、卒業生の就職先（企業）、進学先（編入学先）へのアンケートを定期的に実施し

ている。 

・就職先では 

Ⅰ 短大卒業生の割合 

Ⅱ 卒業生の定着率 

Ⅲ 採用時の重視している資質 

Ⅳ 入社後に重視している資質 

Ⅴ 本学卒業生の能力評価 

Ⅵ 具体的評価(良い点、悪い点) 

Ⅶ 本学教育への希望事項 

Ⅷ 今後の技術系短大卒業生の雇用についての考え 

 ・進学先（編入学先）では 

Ⅰ 短期大学からの編入学・入学者の割合 

Ⅱ 入学後に重視するポイント 

Ⅲ 大学で求められる知識・技術・技能 
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Ⅳ 本学学生の知識や技術などの能力面を評価しているか 

Ⅴ 本学の教育についての要望 

Ⅵ 今後の見通し、計画 

 

(2)これら聴取したアンケート結果（備付-26）について、全体としての評価、分析は

もちろん、個別の状況も評価、分析し、関係委員会（学生委員会等）で情報共有し、

次年度以降の進路支援について、きめ細かく対応している。また結果を学内教職員等

とも情報共有し、学習成果の点検などに有効活用している。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ－Ａ 教育課程の課題＞ 

 

基準Ⅰ「建学の精神と教育の効果」に示すように、建学の精神を元に、教育目的・

目標、学習成果を定め、一体的に策定した三つの方針に従い、教育を行っている。ま

た、カリキュラムマップ・カリキュラム体系図を用いてカリキュラムを整理し、各科

目の位置づけを明確にし、教育に取り組んでいる。ただし、それぞれの策定時期が異

なるため、使用する用語等の統一に問題がある。そこで、「建学の精神」を起点とする

教育体系を一体的に点検し、俯瞰的な視点で統一感のある体系として整理することが

課題である。また、再整理した教育体系を学生・教員・職員に提示し、周知する必要

がある。 

 学生に学習の到達度を明示し、学生が目的・目標を理解したうえで学習を進めるこ

とができるように、ルーブリックの策定が課題である。また、数学等が苦手な学生は、

学ぶことをあきらめ退学につながる傾向にあるため、高校までの学習内容に対するフ

ォローアップ体制(リメディアル教育)の再構築が必要である。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ－Ａ 教育課程の特記事項＞ 

 

 教育課程の特記事項としては、次の 2 点がある。 

 

（1）ものづくり工作センターの活動 

 本学では、「ものづくり工作センター」を設置し、全学科の学生がものづくりの基礎

を学べるよう、実際に工作機械などを動かしながら、基本的な機械実習支援を実施し

ている。また、「ものづくり工作センター」は、卒業研修での工作技術指導やものづく

りプロジェクト活動の機械操作指導などの拠点としての役割も担っている。 

さらに、何かを作ってみたいと思う学生は、気軽にものづくり工作センターに行く

ことにより、学生のアイデアによるものづくりのプロジェクトを自由に立ち上げるこ

とが可能で、さまざまなものづくりの場となっている。 

現在行われているプロジェクトとしては、①ものづくりプロジェクト（「スターリン

グエンジンプロジェクト」「新幹線プロジェクト」など）、②ロボットプロジェクト（「レ

スコンプロジェクト」など）、③3D モデリングプロジェクト（「VR ウォークスルー制作」

など）があり、ものづくりの楽しさを体験できる活発な活動が展開されている。 
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（2）大阪大学大学院での研究インターンシップ 

 本学は、大阪大学大学院工学研究科と連携し、研究インターンシップを行っている。 

この研究インターンシップは、産業技術短期大学の学生（企業派遣学生希望者）が、

大阪大学において大阪大学大学院工学研究科教員の指導のもと、大学院生と協同して

研究を行い、実験から考察、さらに研究報告のレポート作成に至るプロセスを体験す

るもので、夏季に行っている。 

参加学生は、大阪大学大学院において密度の高い研究指導を受けることができる。 

研究インターンシップの最後には、大阪大学教員に出席いただき、参加者全員が研

究成果を本学にて発表している。研究成果の発表に対して、選考のうえ、大阪大学か

ら最優秀賞、優秀賞が授与される。 

 

開催年度 実施期間 発表会開催日 発表学生数 

平成 29 年度 8/28～9/8 9/15 7 名 

平成 30 年度 8/20～9/21 10/1 8 名 

令和元年度 8/22～9/20 9/27 6 名 

（令和 2 年度及び 3 年度についてはコロナ禍で中止した） 

 

 

【テーマ 基準Ⅱ－Ｂ 学生支援】 

 
＜根拠資料＞ 

提出資料-規程集 

22．学生委員会規則 

23．産業技術短期大学奨学金規則 

44．文書処理規則 

備付資料 
13．到達度確認調査実施報告 

14．学生による授業評価アンケート設問 

15．学生による授業評価アンケート集計結果 

16．教職員授業見学会意見交換会報告書 

17．成績順位表 

18．成績分布 

19．単位修得状況 

24．教育改善のための学習時間アンケート集計結果 

25．卒業時アンケート集計結果 

26．産業技術短期大学卒業生の評価等に関するアンケート 

28．入学のしおり 

30．入学前準備プログラム案内 

31．令和 3 年度履修登録について 

32．履修登録操作説明書 

34．Universal Passport 内のスチューデントプロファイル 
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37．外国企業向け入学試験要項 

38．障害学生支援の基本方針 

 
［区分 基準Ⅱ-B-1 学習成果の獲得に向けて教育資源を有効に活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 
（1） 教員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。 

 ① シラバスに示した成績評価基準により学習成果の獲得状況を評価してい 
る。 

 ② 学習成果の獲得状況を適切に把握している。 
 ③ 学生による授業評価を定期的に受けて授業改善に活用している。 
 ④ 授業内容について授業担当者間での意思の疎通、協力・調整を図ってい 

る。 
 ⑤ 教育目的・目標の達成状況を把握・評価している。 
 ⑥ 教員は、学生に対して履修及び卒業に至る指導を行っている。 

（2） 事務職員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。 
 ① 所属部署の職務を通じて学習成果を認識して、学習成果の獲得に貢献し 

ている。 
 ② 所属部署の職務を通じて教育目的・目標の達成状況を把握している。 
 ③ 所属部署の職務を通じて学生に対して履修及び卒業に至る支援を行って

いる。 
 ④ 学生の成績記録を規程に基づき適切に保管している。 

（3） 短期大学は、学習成果の獲得に向けて施設設備及び技術的資源を有効に活用

している。 
 ① 図書館又は学習資源センター等の専門的職員は、学生の学習向上のため 

に支援を行っている。 
 ② 教職員は、図書館又は学習資源センター等の学生の利便性を向上させて

いる。 
 ③ 教職員は、学内のコンピュータを授業や大学運営に活用している。 
 ④ 教職員は、学生による学内 LAN 及びコンピュータの利用を促進し、適切

に活用し、管理している。 
 ⑤ 教職員は、教育課程及び学生支援を充実させるために、コンピュータ利

用技術の向上を図っている。 
 
＜区分 基準Ⅱ－Ｂ－１の現状＞ 

 

（1）教員は、学習成果の獲得に向けて、以下の観点から責任を果たしているといえる。 

①教員は、担当科目について、あらかじめシラバス（授業計画）に、卒業の認定に関

する方針（DP）に対応した到達目標・ねらい・卒業の認定に関する方針との関連及び

成績評価の方法・評価基準について明記することを求められており、教員は、そこに

示された成績評価基準により学習成果を評価している。このことにより合否や点数で
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学習成果の獲得を測定でき、成績順位表で全体の把握を行うことで履修者全体の学習

成果を評価することができる。また授業評価アンケートなどの調査を利用して次回以

降の授業にフィードバックすることもできる。 

②教員は、学生個々の学習成果の状況について、成績集計に関する配付書類や WEB シ

ステムを通じて適切に把握している。 

③教員は、学生による授業評価アンケートを、講義・演習、実験・実習、製図、卒業

研修の全科目について、学期ごとに定期的に受けている。教員に対して、アンケート

全体の解析結果及び担当科目の回答済みアンケート用紙を配付しており、教員はその

結果を認識の上、授業内容・授業方法の見直し等、今後の授業改善のために活用して

いる。またアンケート結果の自由記述分を各教員がチェックし、「授業点検書」という

形でまとめることでさらなる改善を図っている。全体の集計結果については Web サイ

トで情報公開され、ステークホルダーが閲覧できるよう努めている。（備付-14.15） 

④教員は、授業内容について授業担当者間での意思の疎通、協力・調整を十分に図っ

ている。具体的には、教員は所属学科の学科教員会議や電子メールにより、カリキュ

ラムの見直し、担当授業における問題、関連授業間の連携等に関して教員間で定期的

に情報交換や協議を行っている。またシラバス（授業計画）作成時に各学科長や教務

委員が所属学科のシラバス（授業計画）を、教務部長が一般教育科目のシラバス（授

業計画）を全て点検している。これらにより授業間の整合性やバランスを整えるとと

もに、担当者以外によるチェックを行う体制をとっている。非常勤講師との意思疎通

も、事前打ち合わせ等により関連講義担当者と学科長を中心に行っている。 

⑤教員は主に成績順位表（備付-17）、成績分布（備付-18）、単位修得状況（備付-19）

や到達度確認調査（備付-13）を基に学生の学習成果の獲得状況と教育目標の達成状況

を把握している。また進路の決定状況や卒業生数が定期的に会議で報告されている。

また、卒業時アンケート（備付-25）や進路先アンケート（備付-26）についても分析

結果が報告されており、教育目標の達成状況の把握の一助となっている。 

⑥教員は、本学の一連の教育指導体制により、学生に対して履修及び卒業に至る指導

を行っている。具体的には、本学では学生担任制を設けており、担任教員が学生本人

の学習成果の獲得状況や就職だけでなく、四年制大学への編入学の進路希望などを加

味し、履修や成績及び進路に関する指導を、それぞれに応じた学習成果の獲得を目指

してきめ細かく行っている。また、全専任教員が学生の様々な相談を受ける機会とし

て、週 1 回オフィスアワーを設けている。 

 学科ごとにカリキュラムマップ及びカリキュラム体系図を定めており、学生は到達

目標に達するための履修や科目修得の流れが明確に理解できるようになっている。教

員にとってもこれらを利用することで学生指導を一層充実することができる。 

選択科目として、進学希望者向け（数学、英語等）、就職希望者向け（キャリアデザ

イン）、社会人向け（金属工学特設科目）の科目などを開設しており、進路等の希望に

応じた履修の指導を行っている。 

なお、教育懇談会や進路ガイダンスといった保護者と担任教員が意思疎通を図る機

会を設けており、学生に対して多面的に配慮した指導ができる体制を整えている。 

 また問題を抱えた学生には、学生課、学生担任、なんでも相談室及びカウンセリン
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グルームが連携して対応しており、学生の状況に応じたきめ細かい学修指導を行って

いる。 

 卒業の認定に関する方針（DP）を基に、各学科の到達目標について明文化している。

カリキュラムはその到達目標と教育課程の編成及び実施に関する方針（CP）とに関連

づけられて毎年検討・作成されている。これらを結び付けるカリキュラムマップによ

りその関連性が可視化され、学生及び教職員に周知されている。 

 さらに到達目標を達成するため、講義科目だけでなく実験・実習科目を充実させ、

それらを通して現象を理解し、講義内容の理解に役立てている。各学科では、様々な

実験設備を準備・整備し、学生の学習成果向上に繋げている。 

 

（2）事務職員は、学習成果の獲得に向けて、以下の観点から責任を果たしているとい

える。 

①事務職員は、学生の学習意欲が高まるように、職務を通じて学生の学習成果を認識

し、学習成果の獲得に貢献しており、また、学科の教育目的・目標の達成状況を把握

するなど、教員と連携して職務に当たっている。 

 事務職員は SD活動として日本私立短期大学協会等が主催する各種研修会に積極的に

参加し、職務に関する知識や技能を含めた資質や専門性の向上を図り、学生支援をは

じめとする各種職務を行っている。 

②教務課職員は、履修登録、成績処理及び卒業に至るまでの教務関係業務を通じ、学

生の履修登録状況や卒業要件単位の修得状況、免許・資格の取得に必要な単位の修得

状況などから学習成果を認識し、教育目的・目標の達成状況を把握している。学生課

職員は奨学金や課外活動などの業務を通じて、進路支援課は就職・編入学活動の支援

業務を通じて、学習成果を認識し、教育目的・目標の達成状況を把握している。また

図書館の職員は、図書館ガイダンス及び図書館ツアーや日々のレファレンスサービス

（調べ物のサポートサービス）などの業務を通じ、教員と連携して学生の学習成果に

貢献している。 

事務職員についても、前述の教職員授業見学会に参加し、授業の良かった点等につ

いてアンケートを回答しており、授業改善に対する支援を行っている。 

学内での FD 講演会などを実施している場合には事務職員の参加も促進しており、FD

活動を通じ、学生支援に関する資質を向上させている。 

 教務課は、あらかじめ示された基準に従って評価された成績を集計し、学生個別の

成績状況とともに学科毎の成績集計表を学科教員へ配付している。また個別の成績に

ついては、本学 WEB システムでも確認できる。 

 また、卒業時の学習成果（到達度）の確認として、全学科全学生を対象として卒業

時到達度確認調査を行っている。これを分析することにより、卒業時点での学習成果

の獲得状況について一層の把握に努めている。その調査方法は、前述の基準 I-C-2 の

とおりである。 

③教務課職員は、入学時に履修登録、成績処理及び卒業に至るプロセスに関するオリ

エンテーションを実施している。学生の履修登録において不適切な状況が生じている

場合には当該学生へ注意喚起している。卒業に関しての相談があった場合には、単位
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の修得状況等の説明や支援を行っている。（備付-31.32） 

学生課職員は、支援が必要な学生について担任教員や教務課と協力して支援してい

る。奨学金についても財務管理課と連携して卒業の為の支援・相談を行っている。 

進路支援課は就職・編入学活動の支援業務や推薦要件を達成するための助言を通じ

て、履修や卒業について学生へ働き掛けを行っている。 

④教務課職員は、学生の成績記録（成績原簿）を、産業技術短期大学諸規則の中の「文

書処理規則」(提出-規程集 44)に基づき、事務局教務課にて適切に永久保存している。 

 

（3）教職員は、学習成果の獲得に向けて、以下の観点から施設設備及び技術的資源を

有効に活用しているといえる。 

①図書館の職員は、より丁寧なレファレンスサービス（調べ物のサポートサービス）

を通じ、学生の学習向上のために支援を行っている。 

 具体的には、学生に図書館を周知するため入学時のオリエンテーションを実施し、

毎学期、国語授業の 1 コマを利用して、前期は情報を主体的に使いこなす力について

解説し、情報を入手、活用する方法を説明しながら図書館ツアーを行い、後期はレポ

ートを作成する具体的な手順と方法について解説し、図書館の利活用方法を伝えると

ともに、大学の授業と図書館の関係について説明している。 

 また、国語担当教員は毎学期、図書館において、「新聞各紙の比較と考察」「各種事

典について知る」「今年の漢字を決める」「流行語大賞予想」「学内地図の説明文作り」

等のテーマに沿った授業を実施し、図書館職員と連携して、その成果を展示の形で発

表している。（前期 3 コマ、後期 5 コマ開催）。その一環として、読んだ資料の推薦ポ

ップを学生に作成してもらい、その資料と共に図書館展示を行っている。 

 なお、各科教員の協力を得て、学生が図書館で捜している資料を効率的に見つける

ことができるためのパスファインダーも作成している。 

 図書の貸出・返却、整理・管理、他大学との相互利用など主な業務はすべて図書館

システムで行っている。 

②図書館の職員をはじめとする教職員は、図書館の利便性を向上させている。 

 具体的には、図書館運営委員会において、購入図書の選定や図書館運営に学内の意

見を反映させ、学生のニーズに合った図書を増やすよう努力している。参考図書類は

各学科で履修概要やシラバス（授業計画）に合わせて選書され、学生の調査・研究に

役立つよう整備されている。学術専門資料以外の一般図書についても、幅広い分野で

の資料の充実を目指して新刊書を中心に選書され、学生の希望にも応えられるようリ

クエストボックスや、オンラインでのリクエストも受け付けている。さらに、平成 29

年度から英語多読資料を備え、英語担当教員と共に、学生の英語力向上を目指し取り

組んでいる（表Ⅱ-6）（表Ⅱ-7）。 

 
表Ⅱ-6 蔵書数一覧                    （令和 4 年 3 月 31 日現在） 

 和書 洋書 計 学術雑誌 AV 資料/CD 資料 

図書 45,206 冊 8,059 冊 53,265 冊 

69 種 734 巻 製本雑誌 5,455 冊 5,574 冊 11,029 冊 

計 50,661 冊 13,633 冊 64,294 冊 
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表Ⅱ-7 学生図書購入状況  （令和 3 年度） 

分野 購入図書冊数 
消耗品図書 

冊数（内数） 

人 文 科 学 22 7 

社 会 科 学 69 33 

自 然 科 学 
105 24 

数学・物理・化学他 

工         学 

259 62 工業基礎・金属･機械･電

気･情報･構造 他 

産          業 5 2 

芸 術 ･ 体 育 35 5 

言 語 ･ 文 学 75 42 

AV 資料/CD 資料 10   

合          計 580 175 

 

 また、蔵書検索システムをインターネット上で誰でも利用出来るようにしている。

そして、図書館の利用方法や開館日程、新着図書紹介や貸出上位リストも同時に公開

している。 

 ここ数年は、就職や編入学活動の資料を分かり易く配したことで、これらの資料の

利用者が増えている。資格コーナー、工学に関する漫画コーナー等も設け、学生の学

習支援や図書貸し出し促進を図っている。 

 さらに図書館では、平成 24 年度から「見（魅）せる図書館」という取り組みを続け

ており、図書館入口前や、入って直ぐの場所に数点の企画展示を設置している。学生

の興味を引くようなテーマを設け、様々な角度から資料をセレクトし、資料に沿った

実物展示なども行い、テーマを体感出来るようにしている。企画展示は数カ月で入れ

替えを行っている。 

 その施策の成果により、貸出冊数は徐々に上昇していたが、コロナ禍で来館者数に

制限を設けたこともあり、最近は減少傾向にある。今後また、来館者数を伸ばし、貸

出冊数も上昇させる事が課題である。令和 3 年度の学生図書貸出状況を表Ⅱ-8 で示す。

年間貸出冊数は一人平均 4.4 冊である。 

 

表Ⅱ-8 学生図書貸出状況  （令和 3 年度） 

資料区分 分類 学生貸出冊数 

一般資料 001～ 総記 9 

  007～ 情報科学 178 

  008～ 書誌学・全集 6 

  100～ 哲学・心理学 37 

  200～ 歴史 18 

  300～ 社会科学 125 

  400～ 自然科学 2 

  410～ 数学 199 

  420～ 物理学 119 
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  430～ 科学 7 

  440～ 自然科学・その他 22 

  500～ 工業基礎学 155 

  510～ 建設・土木工学 0 

  520～ 建築学 3 

  530～ 機械工学 651 

  540～ 電気工学 354 

  560～ 金属・鉱山工学 57 

  570～ 化学工業 10 

  600～ 産業 7 

  700～ 芸術 35 

  800～ 言語 102 

  900～ 文学 109 

雑誌   20 

マルチメディア資料 1 

総計   2226 

 

③本学教職員は学内のコンピュータを授業や大学運営に活用している。例えば新入生

入学時に、学内ネットワーク利用オリエンテーションという情報導入教育を行ってい

る。その中でコンピュータを使用した WEB システム上での履修登録及び基本的な情報

検索方法や、情報モラルについて学生に教育を行っている。コンピュータを活用する

基礎教育については、機械工学科では「機械情報工学演習」電気電子工学科では「情

報処理基礎演習」が開講されており、情報処理工学科では「情報倫理」、「情報リテラ

シ演習」などの科目が開講され、ものづくり創造工学科では「工学基礎演習Ⅰ・Ⅱ」、

「工学基礎実習」などの科目の授業で行っている。 

④また、本学教職員は学生による学内 LAN 及びコンピュータの利用を促進し、適切に

活用し、管理している。そのため、全教職員及び全学生に、演習室利用 ID、本学 WEB

システム及び電子メールのアカウントとパスワードを与え、ID による不正利用防止の

管理も行っている。 

 現在、80 人収容の情報処理演習室が 2 室あり、他にも小演習室や実験室などに学内

LAN に接続した端末を設置している。授業の空き時間には自由に利用することができる。

また図書館や進路指導室にも蔵書検索や企業研究用に端末が設置されている。これら

端末を利用し、連絡事項などの掲示情報を本学 WEB システムで学内及び学外コンピュ

ータから確認できるようにしている。 

 そのほか、e-learning や授業収録システムを導入するなど、学生のコンピュータ利

用の促進を図っている。 

⑤教職員は工学教育に関する学会やセミナー等に積極的に参加し、情報教育方法及び

情報環境の動向調査を行うとともに教育の在り方について議論し実践するなど、コン

ピュータ利用技術の向上を図っている。 
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［区分 基準Ⅱ－Ｂ－２ 学習成果の獲得に向けて学習支援を組織的に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 入学手続者に対し入学までに授業や学生生活についての情報を提供してい

る。 

（2） 入学者に対し学習、学生生活のためのオリエンテーション等を行っている。 

（3） 学習の動機付けに焦点を合わせた学習の方法や科目の選択のためのガイダ

ンス等を行っている。 

（4） 学生便覧等、学習支援のための印刷物（ウェブサイトを含む）を発行してい

る。 

（5） 基礎学力が不足する学生に対し補習授業等を行っている。 

（6） 学習上の悩みなどの相談にのり、適切な指導助言を行う体制を整備してい

る。 

（7） 通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には、添削等による指導の学習

支援の体制を整備している。 

（8） 進度の速い学生や優秀な学生に対する学習上の配慮や学習支援を行ってい

る。 

（9） 留学生の受入れ及び留学生の派遣（長期・短期）を行っている。 

（10） 学習成果の獲得状況を示す量的・質的データに基づき学習支援方策を点検して

いる。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ｂ－２の現状＞ 

 

（1）本学では、入学手続者に対し、入学までに授業や学生生活についての情報を提供

している。具体的には、すべての合格者に対して「入学のしおり」（備付-28）を送付

している。「入学のしおり」には、入学までにあらかじめ復習しておいてほしい高校の

数学、理科、英語の単元を学科ごとに提示している。 

 遠隔地の合格者には、学生課が株式会社学生情報センターと連携し、大学周辺の賃

貸物件を紹介している。 

 また、学校推薦型選抜入試、総合型選抜入試合格者は、一般入試合格者に比べて入

学までの期間が長いことから、学びに対する動機を維持できるよう、また、入学予定

者の基礎学力を高めることを目的として、同入試の合格者に対して、数学課題添削及

び数学講座を行う「入学前準備プログラム」を実施している。（備付-30） 

 

（2）本学では、（表Ⅱ-9）のとおり、入学者に対し、学習・学生生活のためのオリエ

ンテーションや大学の環境やクラス間の交流促進のため学科プログラムの実施、また

学生自治会主催の新入生歓迎会などを実施しているが、令和 2 年度及び 3 年度につい

ては、コロナ禍で中止している。令和 3 年度の入学生オリエンテーション日程は、密

をさけるため、機械工学科・ものづくり創造工学科と電気電子工学科・情報処理工学

科に分けて、それぞれ 2 回行った。 
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表Ⅱ-9 令和 3 年度入学生オリエンテーション日程 

日 程 行  事 

初 日 ①数学基礎確認テスト 

②国語基礎確認テスト 

③学生課オリエンテーション 

④定期券購入・バイク通学申請説明会 

⑤通学証明手続き 

⑥学生自治会紹介 

2 日目 ①入学式 

②教務課オリエンテーション 

・単位修得について・履修登録について 

・図書館の利用について 他 

③学生支援機構奨学金について 

3 日目 ①健康診断 

②学内ネットワーク利用オリエンテーション 

③学科オリエンテーション 

4 日目 ①学内ネットワーク利用オリエンテーション 

②学科オリエンテーション 

・学科カリキュラムについて 

・教員（担任）紹介 

5 日目 【前期授業開始】 

 

（3）4 月の新入生オリエンテーションでは、学習成果の獲得に向けて、学習の動機付

けに焦点を合せた学習、学生生活、進路関係のガイダンスを、事務局、学科、学生担

任教員、学生相談室で組織的に行っている。 

オリエンテーションでは、履修科目に関するガイダンスを教務課及び学科において

行い、必修科目、選択科目、卒業要件単位数等の説明も詳しく行い、計画的かつ効率

的に学べるよう履修指導を行っている。 

なお、本学では履修登録を WEB システム上で行っており、オリエンテーションにお

いて、履修登録操作説明会を開催し、登録ミスが無いよう説明するとともに、教務課

職員及び学生担任が学生の登録科目について不備がないかを確認している。 

 

（4）学習成果の獲得に向けて、学生便覧を 1 年次生に対し入学時に配付しており、そ

の中に、建学の精神、教育理念、教育目標、卒業の認定に関する方針（ディプロマ・

ポリシー）、教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）、各学

科のカリキュラムを明記している。そのほか、シラバス（授業計画）は、学内 WEB シ

ステム及び学内共有フォルダで閲覧可能にするとともに、本学ホームページ上に公開

しており、これら資料によって、到達目標、カリキュラム体系図、教育課程、すべて

の科目の授業テーマ・内容・到達目標・ねらいを確認・把握できるようにしている。 

 

（5）本学の最も大きな特徴は、1 割強の学生が企業から派遣された社会人学生として

在学していることである。これらの学生は、総じて勉学に対して入学当初より高いモ

チベーションを有している。一方、高校卒業後すぐに入学してくる学生は、基礎的な

レベルの数学に不安を残す者から、高校時代に理系クラスでしっかりと勉強し、本学

卒業後は四年制大学への編入学を目指す程度に学力がある者まで様々である。そこで、

4 月の新入生オリエンテーション時に基礎確認テストとして数学、国語のプレースメン
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トテストを行い、入学時の基礎学力を把握することで、以後の学習（特に履修指導）

や学生生活面、進路等すべての指導に活用できるよう情報を共有している。 

 本学では、特に数学を専門科目の学習成果を獲得する上で重要な科目として位置付

けており、全学的に習熟度別で開講して実力に応じて履修できるよう配慮している。        

プレースメントテスト（数学基礎確認テスト）の結果、入学時点での数学の力をもと

にクラス分けを行って履修させている（機械工学科を除く）。高校までの数学の実力が

十分にある学生は線形代数学のクラスに、それ以外の学生は各学科の数学基礎クラス

に分けて実施している。 

 国語においても同様に、国語基礎確認テストの結果により、1 年前期では国語基礎Ⅰ

のクラスと日本語表現法のクラス、1 年後期では国語基礎Ⅱのクラスと日本語表現法演

習のクラスに分けて実施している。 

 また、一部の学科においては、専門科目に習熟度別のクラス編成を行っている。 

 基礎学力が不足する学生に対する補習授業については、基礎教育センターとして各

学科に学習支援室を設けて対応している。 

「学習支援室」では、｢相談できる教員のいる勉強部屋｣のコンセプトのもと教員が相

談を受け付け、学生が授業の内容を理解できないために、授業への熱意を低下させて

しまうことを防ぐよう支援を図っている。 

 

（6）学習成果の獲得に向けて、学習上の悩みなどの相談にのり、適切な指導助言を行

う「なんでも相談室」を設けている。 

さらに、「基礎教育センター」では、専門科目の基礎となる数学の学力定着とその向

上を目指すための個別指導を実施している。大学で学ぶ数学だけでなく高校までの数

学の内容を復習したい学生も、これを受けることにより専門科目の学習成果の獲得が

スムーズになるよう配慮している。 

 期末試験において、必修科目については再試験の制度を設けており、担当教員の判

断により実施できることとしている。該当者は多くの場合、再試験を受験する前に補

講を受けてから受験するよう指導している。 

そのほか、学校推薦型選抜入学試験や総合型選抜入学試験等での合格者を対象に、

「入学前準備プログラム」を実施している。このプログラムは、入学後、工学系分野

の学習に支障なく滑らかに入れるよう高等学校までの数学（基礎）の内容を復習させ

ることが目的で、課題添削指導や数学基礎学力講座（3 月中旬に実施、4 日間のスクー

リング）を行っている。 

 学習上の悩みなどの相談体制として、以前から学生担任制を導入しており、全学生

を対象に、学科ごとに学生をいくつかの小グループに分けて担任教員をおいている。

担任教員は、学生の履修科目の選択、成績、進路、就職はもちろんのこと、生活上、

一身上の問題についても相談を受け、適切なアドバイスを行うこととしている。また、

1 年前期には入学後速やかに大学の学習習慣に慣れ学習効果が高まるよう、「工学基礎

演習Ⅰ」（必修）（電気電子工学科は「工学基礎演習」）を開講し、担任教員が直接指導

にあたっている。１年次後期にも「工学基礎演習Ⅱ」、2 年次では「卒業研修」などを

通して、担任教員が密に指導を行っている。 
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 学生からの質問・相談等を受けるために、専任教員が学生向けに保証（確保）して

いる時間として「オフィスアワー」を設けている。オフィスアワーの開設時間は学生

便覧に記載している。 

 また、学習面・学生生活面等あらゆる面で相談を受け付け、サポートする機関とし

て、「基礎教育センター」と「なんでも相談室」を稼働させ、支援体制組織を強化して

いる。 

 基礎教育センターは、前述の｢学習支援室｣を各学科別に設置している。 

なんでも相談室では、学習や進路に関する事に限らず、日常の学生生活の中での相

談事を｢なんでも｣受け付けている。また、電話や電子メールでの相談も可能にしてい

る。 

 

（7）通信による教育を行う学科は設置していない。 

 

（8）進度の速い学生や優秀な学生に対する学習上の配慮や学習支援として、各学科の

関連する資格取得を推奨し、資格取得に対応した課外の講座を実施している。また、

高度な専門を学ぶため四年制大学への編入学を目指す学生向けに、数学や英語、国語

等の編入学試験対策用の授業を開講している。更に、長期休業期間中、数学、英語、

国語の編入学対策講座を定期的に実施している。 

 

（9）本学は、外国の鉄鋼会社から派遣学生（社会人学生）を含めて外国人留学生とし

て受け入れている（表Ⅱ-10）。（備付-37） 

 
表Ⅱ-10 最近 5 年間の外国人留学生受入れ状況 

平成 30年度入学生 台湾 4 人（中国鋼鐵の社員） 

令和元年度入学生 台湾 4 人（中国鋼鐵の社員 2 人、中龍鋼鐵の社員 2 人）、メキシコ 1 人 

令和 2 年度入学生 大韓民国 1 人 

令和 3 年度入学生 0 人 

令和 4 年度入学生 0 人 

 
「日本語及び日本事情」という外国人留学生を対象にした学習支援のための授業を設

けている。さらに、年に 1 度、学長、学生部長等を交えて「留学生との懇談会」を開

催しているが、令和 2 年度及び 3 年度はコロナ禍で中止した。 

  

（10）本学では、GPA を用いた成績順位表と成績分布、授業科目別の種類別単位修得状

況を作成し、教員へ配布している。各学科ではこれらのデータを活用し、比較分析を

行った上で、学生個々の来学期の学習指導につなげている。また、学習時間アンケー

トの集計結果（備付-24）や、到達度確認調査等の結果分析、さらに、教職員授業見学

会後に開催される意見交換会の内容（備付-16）についても教務委員会で検討を行って

いる。 

 また、授業評価アンケートの結果を踏まえた授業の点検書を各教員が作成し、学生

も見ることができるよう図書館で公開している。 
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［区分 基準Ⅱ－Ｂ－３ 学習成果の獲得に向けて学生の生活支援を組織的に行って

いる。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学生の生活支援のための教職員の組織（学生指導、厚生補導等）を整備して

いる。 

（2） クラブ活動、学園行事、学友会など、学生が主体的に参画する活動が行われ

るよう支援体制を整えている。 

（3） 学生食堂、売店の設置等、学生のキャンパス・アメニティに配慮している。 

（4） 宿舎が必要な学生に支援（学生寮、宿舎のあっせん等）を行っている。 

（5） 通学のための便宜（通学バスの運行、駐輪場・駐車場の設置等）を図ってい

る。 

（6） 奨学金等、学生への経済的支援のための制度を設けている。 

（7） 学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングの体制を整えてい

る。 

（8） 学生生活に関して学生の意見や要望の聴取に努めている。 

（9） 留学生が在籍する場合、留学生の学習（日本語教育等）及び生活を支援する

体制を整えている。 

（10） 社会人学生が在籍する場合、社会人学生の学習を支援する体制を整えてい

る。 

（11） 障がい者の受入れのための施設を整備するなど、障がい者への支援体制を整

えている。 

（12） 長期履修生を受入れる体制を整えている。 

（13） 学生の社会的活動（地域活動、地域貢献、ボランティア活動等）に対して積

極的に評価している。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ｂ－３の現状＞ 

 

（1）本学では、大学で定めた規則（学生委員会規則等）（提出-規程集 22）に基づき組

織的に学生生活の支援を行っている。組織としては、学生委員会を設けて、学生部長

を中心に学科所属の担当教員（学生委員）や学生課職員が学生からのニーズや悩み等

を聴取しサポートしている。学生委員会は、原則月 1 回定期的に開催しており、問題

等が発生した場合も担当教員（学生委員）と学生課職員が連携を取りながら組織的に

支援等を行っている。 
 

（2）学生が主体的に参画する活動は、学生自身が幅広い人間性や社会性を身につける

ことができる大切な機会であり、本学はその支援の重要性を認識している。 

本学では、学友会（本学では学生自治会）の活動に対して、学生が主体的に参画す

る活動が行われるよう、運営面や金銭面などにおいて助言や支援を行い、特に大きな

イベントである「大学祭」などを全面的にバックアップしている。学生との意思疎通

を図るべく、学生自治会と学生委員との教職員連絡懇談会を学生委員会に連結して開
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催している。 

大学祭（飛翔祭・11 月実施）においては、学生を中心に教職員も参加して盛大に開

催し、親睦を深めている。 

学生自治会は、学生自らが役員を選任し、毎年 1 年任期で活動を実施している。こ

の学生自治会が中心となって、学生主催行事（大学祭のほか新入生歓迎会など）を立

案し実行している。 

クラブ活動は、学生自治会の体育局や文化局が統括し、それぞれの部局と各クラブ

が連携して運営されている。現在、次のように体育系 9、文科系 1 のクラブ・同好会が、

他大学・短期大学との交流も含め、多彩な活動を行っている。 

 

 体育系クラブ・同好会…野球部、バレーボール部、卓球部、バドミントン部、バス

ケットボール部、硬式テニス部、ワンダーフォーゲル部、

フットサル部、サバイバルゲーム同好会 

 文科系クラブ・同好会…軽音楽部 

 

 また、本学独自の取り組みとして、ものづくり工作センターにおいて、学生が主体

的に「ものづくりプロジェクト」等の課外活動を行っている。 

その他、地域や小学校からの要請に基づき、地域の祭りなどの協力について、学生

自治会の役員が中心となり参加している。また、他の大学間の交流なども積極的に行

っており、本学でのイベントはもちろん他大学（園田学園女子大学、湊川短期大学）

へも出向き互いに協力し交流を深めている。 

 但し、令和 2 年度及び 3 年度については、新型コロナウイルス感染症の拡大の為、

感染予防対応で大学祭等の行事は中止になり、課外活動についても殆どの期間におい

て活動休止となった。 

 

（3）学生食堂をはじめとした学生のキャンパス・アメニティについても、学生の利便

性や学生の嗜好に合わせて、委託業者とも連携を図り運営を行っている。学生食堂で

は、学生のニーズに合わせて、定食・カレーライス・麺類等のメニューを販売してい

る。また、学内に売店（Shop CIT）を設置し、飲食物（サンドイッチ・おにぎり・お

菓子・飲料等）や文具類（レポート用紙・製図道具等）を販売している（表Ⅱ-11）。 

 

表Ⅱ-11 学生生活支援で活用される主な施設等一覧 

施設等名 場所 設備等その他 

7 号館食堂 7 号館１階 

座席数は 222 席 

現在は新型コロナウイルス感染症対策として 79

席まで間引いた上で、グループ分けを行い分散利

用 

飛翔会館 7 号館北側 2 階は文化系クラブの部室他 

東屋（あずまや） 構内中央付近  

売店（Shop CIT） 正門東側 飲食物、学用品等の販売 

 

（4）学生の住環境についても支援を行っている。遠隔地からの入学生に対しては安全

で、安心した環境で快適な学生生活ができるよう、株式会社学生情報センターと連携
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し、ワンル－ムマンションや学生専用マンションなどの住まいの情報を提供している。 

 

（5）通学生に対しては、原則として安全な電車・バス等の公共交通機関の利用を推奨

しているが、自転車等の駐輪場を設け、学生のニ－ズに沿って便宜を図っている。 

 本学では自動車による通学を事故防止と学内及び近隣の生活環境保護のため禁止し

ている。なお、オートバイについては、通学上やむを得ない理由によっては所定の手

続きを経て学生部長の承認を受ければ許可している。 

 

（6）学費等経済的支援については、優秀な学生や経済的に支援が必要な学生に対して

奨学金制度を設けている。大学独自の奨学金（給付制度）としては産業技術短期大学

奨学金がある（提出-規程集 23）（表Ⅱ-12）。 

 

表Ⅱ-12 産業技術短期大学奨学金受給状況                       （令和 3 年度）単位：人 

種 類 対象者 1 年 2 年 合計 

令和３年度入学生

対象奨学金 

学力が特に優秀で卓越しており、かつ

人物が優れている者として学科から

推薦があった者 

5  5 

令和２年度入学生

対象奨学金 

経済的事由により学資の支弁が困難

で学力・人物が優秀な者 
 10 10 

 

また、日本学生支援機構の奨学金があり、多数の学生が利用している（表Ⅱ-13）。

令和 2 年から始まった新しい修学支援制度について本学は、文部科学省から「高等教

育の修学支援制度」の対象機関に認定されている。それにより、家計基準及び成績基

準を満たす学生は、申請により、入学金・授業料の減免かつ給付奨学金の支援が受け

られることとなった。 

 

表Ⅱ-13 日本学生支援機構奨学金受給状況        （令和 3 年度）単位：人 

 

学 年 

 

 

給 付 

 

第一種 

（a） 

第二種 

（b） 

第一種と 

第二種の 

併用貸与（c） 

実人数 

1 年次 41 31 70 13 106 

2 年次 48 48 82 16 106 

合 計 89 79 152 29 212 

 

近年奨学金貸与者が増えている状況でもあり、分納、延納などの便宜を図り、緊急

対応の奨学金や教育ロ－ンなどの紹介など様々なニーズに応えている。 

 

（7）学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングについては、学内に「保

健室」を設け、学生の健康保持や急病対応などを行っている。また、心のケアにあた

る「カウンセリングル－ム」や学習面から生活面まであらゆる場面で相談に応じる「な

んでも相談室」を設け、専門スタッフを定期的に常駐させて支援に努めている（表Ⅱ

-14）。 
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表Ⅱ-14 学生生活・学習面を支援する施設（令和 3 年度） 

施設等名 場所 開室日時 人的配置 内容 

保健室 1 号館 1 階 随時開放 学生課スタッフ 急病等対応 

カウンセリングル

ーム 
1 号館 2 階 

火、木、 

所定時間 
専門カウンセラー 

心に関する 

悩み相談 

なんでも相談室 8 号館図書館内 
月、水、 

所定時間 
カウンセラー 

あらゆる分野の

相談 

 

（8）学生生活に関しては、日々学生担任教員が学生と接するなかで、学生の意見や要

望の聴取に努めている。さらに、卒業時に行うアンケートの実施・学生自治会との懇

談会・社会人学生との懇談会等を行い、学生の意見や要望の聴取に努めている。それ

らの意見を踏まえて、教育・設備面等の改善につなげている。 

但し、令和 2 年度及び令和 3 年度については、新型コロナウイルス感染症の拡大の

為、懇談会は開催できなかった。 

 

（9）留学生については、留学生対象の日本語学習の科目「日本語及び日本事情」の授

業を実施している。またいち早く日本の慣習や大学の環境、学生生活に溶け込むため、

兵庫県国際交流協会から交付される県内歴史・文化施設の割引制度である「ひょうご

カルチャーパス」において対象となる近隣地域の施設紹介などの支援も行っている。

また、留学生と教職員との懇談会を定期的に開催し、留学生の学習生活等に対する要

望を聴取し、支援している。但し、令和 3 年度については、新型コロナウイルス感染

症の拡大の為、懇談会は開催できなかった。 

 

（10）社会人学生の学習支援は、本学が社会人教育を主体に設立された経緯もあり、

現在も学生数の約 1 割の社会人が在学しており、社会人向けのカリキュラム（金属工

学特設科目）を設けて社会人学生及び社会人学生派遣会社のニーズに合わせた支援を

重点的に行うなど、学習面に対しての配慮を行っている。 

 また、企業派遣学生に対する教育効果を高めるため、企業派遣学生を対象とする達

成基準を設け、卒業要件である 64 単位を超える科目を履修し、当該基準を達成した学

生に対して認定書を付与する制度を実施している。当該要件は、学科ごとに定められ

た企業派遣社会人学生履修指定科目の履修と所定単位数の取得から構成される。単位

数については、機械工学科 106 単位、電気電子工学科 105 単位、情報処理工学科 100

単位、ものづくり創造工学科 106 単位とした。令和 3 年度卒業生のうち、認定書の交

付を受けた社会人学生（企業派遣学生）は 7 名であった。 

 

（11）障がい者についても、ハ－ド面については、図書館など、一部のトイレに手す

りを整備してバリアフリー化を行っている。その他、障害学生支援の基本方針（備付

-38）を策定し、障害に応じた授業・試験等の配慮、進路や学生生活面等についても、

保護者や各部署との連携をとりながら支援を行っている。 

 



 産業技術短期大学  

- 74 - 
 

（12）長期履修生については、教務委員会で検討を続けているが本学で力を入れてい

る実験・実習系科目の取扱が難しく、特に受け入れる体制を整えていない。 

 

（13）地域との関わりについては、学内イベントの告知や、基準Ⅰ-A-2 で前述したよ

うに地域での催しや取り組み等に、学生自らもしくは大学を通してボランティア活動

等に積極的に取り組んでおり、学生の成長にも寄与している（表Ⅱ-15）。 

 

表Ⅱ-15 学生の地域との連携事例（令和元年度） 

 

そして、学生による顕著な社会的活動が認められた場合は、その学生に対して学長

表彰を行うなど、積極的に評価している。 

但し、令和 2 年度及び令和 3 年度については、新型コロナウイルス感染症の拡大の

為、地域におけるボランティア活動は実施できなかった。 

 

［区分 基準Ⅱ－Ｂ－４ 進路支援を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 就職支援のための教職員の組織を整備し、活動している。 

（2） 就職支援のための施設を整備し、学生の就職支援を行っている。 

（3） 就職のための資格取得、就職試験対策等の支援を行っている。 

（4） 学科・専攻課程ごとに卒業時の就職状況を分析・検討し、その結果を学生の

就職支援に活用している。 

（5） 進学、留学に対する支援を行っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ－Ｂ－４の現状＞ 

 

（1）就職支援のための教職員の組織については、学生委員会が整備され、中心となっ

てサポートを行っている。（表Ⅱ-16） 

就職支援については、委員会組織や限られた人的資源を有効活用して取り組んでい

る。 

特に就職支援グループ（運営主体は進路支援課）が学生の就職について、①就職ガ

イダンスや合同企業説明会の企画や実施（表参照）②企業紹介③模擬面接の実施④応

募書類チェック⑤個別相談等事務的サポートや指導を実施し、学生委員（就職担当）

と定期的会合を持つなど情報の共有や個別対応等意見交換を実施し連携している。 

模擬面接については、学生担任や進路支援課職員によるものの他、地元ハローワー

クの相談員を月に 2 日程度招聘し、ほぼ毎日、面談や就職相談等に応じており、さら

に模擬面接等も実施し、個々の学生に応じて複合的に就職支援を行っている。 

 他にもにキャリア教育科目をカリキュラム化し、1 年前期から、就職対策を含めた内

学生組織 人員 連携先 イベント等 内容他 

学生自治会他 約 20 名 
武庫地域振興 

センター 

ふれあいひろば 

武庫 21 

地域との共生 

子供対象プログラムや模

擬店等まつりの参加 
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容を展開している。 

 

表Ⅱ-16 主な就職指導スケジュール 

実施月 1 年次生 2 年次生 

4 月  

第 5 回就職ガイダンス 

（履歴書、自己紹介書の書き方） 

学内合同企業説明会 

5 月  学内合同企業説明会 

6 月   

7 月 
第 1 回就職ガイダンス 

今年度就職活動計画 

学内での個別企業説明会（随時実

施） 

 

ハローワーク支援（随時実施） 

8 月  

9 月  

10 月 第 2 回就職ガイダンス 

11 月 第 3 回就職ガイダンス 

12 月 保護者対象ガイダンス 

1 月 求人票公開予定 

2 月 

第 4 回就職ガイダンス 

（応募方法の説明） 

 

3 月 
 

保護者との個別相談他 

        1 年次にカリキュラムにおいてキャリア教育「キャリアデザイン」を実施 

          2 年次に個別面談・模擬面接・提出書類のチェック等の個別指導及び支援を実施 

 

（2）就職・進学支援のための施設として進路相談室を 1 号館 1 階の進路対応窓口フロ

ア内、及び 8 号館 3 階に設け、求人票や過去の受験報告書資料などの閲覧のほか、相

談員等(キャリアカウンセラーやハローワーク職員)が常駐し、各種対応を図っている。

また、学内ネットワークにある Universal Passport 内の「スチューデントプロファイ

ル」(備付-34)機能を用いて、指導内容や就職又は編入学に関する活動状況等を、教職

員が詳細に記入・情報を共有し、学生支援を行っている。 

 

（3）就職・進学支援のための支援として、学生の進路選択の一助となるよう、支援の

ための特別講座を休業期間中などに実施している。（表Ⅱ-17） 

 

表Ⅱ-17 主な就職支援講座 

講座名 実施時期 

文章力対策講座(履歴書、エントリーシー

トの書き方など) 

夏季休暇中 

面接対策講座  

春季休暇中 コミュニケーションスキル講座 

マナー対策講座 

 

さらに、学生の就業体験を通して就職の動機づけ等を養成する目的で、カリキュラ

ム「企業研修」として、希望学生に対し近隣や門戸を開いている企業の協力を得てイ

ンターンシップを実施している（表Ⅱ-18）。 

令和元年度以降は、コロナ禍のため実施を見合わせていたが、令和 3 年度春季から

再開した。 



 産業技術短期大学  

- 76 - 
 

 

表Ⅱ-18 企業研修（令和 3 年度実績）  
実施企業  時期  人数  

尼崎製罐株式会社 武庫川工場  春季  １名 

株式会社 SYS ヨシダ  春季  2 名 

大阪富士工業株式会社  春季  1 名 

金井重要工業株式会社  春季  1 名 

株式会社サージ・コア  春季  １名 

第一高周波工業株式会社  春季  1 名 

株式会社ニプロン  春季  1 名 

平井工業株式会社  春季  2 名 

株式会社箭木木工所  春季  3 名 

 

 

（4）就職結果についても、学生委員会等にて、学科ごとに、学校求人の傾向や進路先

の業種や職種、選考形態やレベル等きめ細かく分析を行い、その分析結果を次年度以

降の学生の就職支援に活用している。 

 

（5）進学（編入学）支援については、就職同様、学内において下記編入学サポート室

を中心に組織的に支援体制を整備し、支援している。 

その組織的支援体制としての、編入学希望学生対象の｢編入学アドバイザー｣の制度

については、各学科で任命されたアドバイザー並びに事務スタッフで構成されている。 

 進学（編入学）支援カリキュラムとしては、1 年後期・2 年前期に「応用数学Ⅰ、Ⅱ」

を、1 年後期に「英語特別演習」を実施している。さらに、数学、英語、国語について、

以下のような課外講座を実施している。（表Ⅱ-19）。 

 

表Ⅱ-19 主な進学支援講座 

講座名 実施時期 

TOEIC 講座 夏季休暇中 

 数学基礎講座 

英語特別演習 春季休暇中 

国語特別演習 

ECC 数学特別講座 9 月下旬～2 月末 

 

＜テーマ 基準Ⅱ－Ｂ 学生支援の課題＞ 

 
多様な学生が入学することから、学内の部署との情報共有や連携をはじめとした組

織的支援の充実、保護者や医療関係者をはじめとした外部との連携などの課題があげ

られる。その他、地域間及び他大学との交流が一部の学生に留まっている現状を踏ま

え、できるだけ多くの学生が参加できる方策などが検討課題である。新型コロナウイ

ルス感染症のために多くの活動が休止となり、情報交換の機会が失われている。休止

状態である課外活動の再開が課題である。 
昨今、経済的理由から、日本学生支援機構で奨学金の貸与を受ける学生も増加の一

途をたどっている。その上、長時間に渡りアルバイト等をせざるを得ない学生も多く、

勉学優先の状況になっていない学生が増加している。これらの学生については、修学
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状況にも影響が及び、留年や退学等に結びついているのが現状である。経済的に困窮

している学生が増えている現状においては、日本学生支援機構の奨学金や学内の支援

制度について、対象学生へ確実に周知できるよう改善を検討する必要がある。また、

学生へのお金や経済に関する教育について検討課題である。 
 昨今の学生気質として、「指示待ち」が多く見受けられるので、積極的に就職活動に

取り組めるよう、大学側からも必要な情報や指導をガイダンス等で発信し、学生の意

識改革を図るべく指導している。ただ、短期間での就職等への意識付けは難しく、そ

のため入学時からキャリア教育をはじめとしたプログラムを実施してきているが、個

人差も大きく、さらなる個別指導の方法やタイミングの改善の必要性を感じている。

また、短大では、早い時期からの支援が必要であり、結果は１年次(入学年度)で決する

と言っても過言ではない。そのため、早期からの取り組みの重要性を理解させること

が大きな課題である。 
学生の交流の場の再開と多様な学生に対する対応が課題である。多様な学生に対し

て適切なアドバイスが与えられるよう、支援者側の情報収集やスキルアップなど提供

側の課題も挙げられる。 
 
＜テーマ 基準Ⅱ－Ｂ 学生支援の特記事項＞ 
 
 特に無し。 
 
＜基準Ⅱ 教育課程と学生支援の改善状況・改善計画＞ 
 
(a) 前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計

画の実施状況 

 

 前回の認証（第三者）評価に伴い、平成 28 年 6 月に「自己点検・評価報告書」を提

出した。そこでは、「教育課程と学生支援の改善状況・改善計画」として、「学位授与

の方針（DP）・教育課程編成・実施の方針（CP）・入学者受け入れの方針（AP）につい

ては、平成 29 年度末までに、中央教育審議会が策定した「三つの方針の策定及び運用

に関するガイドライン」（平成 28 年 3 月 31 日）に沿って、三位一体として改善を進め

るよう検討する。」と記載している。 

「三つの方針の策定及び運用に関するガイドライン」に沿って、学内で、３つの方

針を周知するとともに、毎年、教授会で確認及び点検を行い、改善を行っている。学

位授与の方針（卒業の認定に関する方針）（DP）は、卒業の要件や成績評価の基準を明

確にするよう、その内容の教務委員会等で見直しを行い、さらに改善を進めるよう検

討している。学生に学位授与の方針（卒業の認定に関する方針）（DP）を深く確認させ

るため、学科オリエンテーションを利用し、時間をかけて詳しく説明するようにして

いる。 教育課程編成・実施の方針（教育課程の編成及び実施に関する方針）(CP)は、

平成 30 年度にアセスメントポリシーの策定を検討した中で見直しを行った。今後もア

セスメントポリシーの改善とともに、各学科の教育目標にのっとり、教育課程を編成
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し、学習成果の評価方法をさらに検討している。入学者の受入れに関する方針（AP）

については、HP 等で公表するとともに、入学試験要綱の最初のページに記載すること

で、受験生・高校教員に対し周知するように努めている。 

GPA 制度の活用も進め、従来合格科目平均点で学籍順位を GPA による評価に完全移行

した。完全移行までの期間は、合格科目平均点と GPA を教員用の資料に併記すること

により、従来の評価と GPA による評価を比較し、問題がないことを確認した。学生に

対し、学生が GPA 制度を理解したうえで、履修に臨めるよう、オリエンテーション等

で、GPA 制度について説明を行っている。 

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

 
教育課程の改善状況・改善計画について説明する。令和 3 年度の教務委員会で授業

計画(シラバス)の改善を行った。授業計画(シラバス)は、以前は各学科のカリキュラ

ム表と各科目の授業計画を示したシンプルなものであったが、そこに、各学科別到達

目標、カリキュラムマップ、カリキュラム体系図の追加を行った。各時期に必要とさ

れてきた項目を追加したため、全体の統一感が失われてきた。そこで、令和 4 年度は、

「建学の精神」、「教育理念」「教育目的」「学修成果」「ディプロマ・ポリシー」「カリ

キュラム・ポリシー」「カリキュラムマップ」「履修体系図」「カリキュラム表」との関

係を整理し、各科目の授業計画のフォーマットも更新した。学習成果と学修成果の表

記が混在していたが、「学修成果」に表記を統一した。(本報告書は、令和 3 年度まで

主として使用してきた「学習成果」という表記を使用している。) 

 各授業の成績評価手段・方法については、より透明性を高めるため、ルーブリック

（学習到達度を示す評価基準を、観点と尺度からなる表として示したもの）を導入す

るという課題に対しては、令和 3・4 年度は教授会及び教務委員会等で検討を進め、令

和 5 年度から全学的に導入する予定である。令和 3年度に整理した授業計画(シラバス)

を元に、各学科のカリキュラムについて今後とも検討を進めていく。 

 令和 3 年度に、「令和 4 年度新入生基礎学力向上プログラム WG」を立ち上げ、これま

で外部に委託していた「入学前準備プログラム(添削課題、入学前数学基礎学力講座)」

及び「数学・国語基礎確認テスト」を内製化するとともに、入学後の「学習支援活動」

の強化を行っている。数学等の基礎学力は、専門科目の理解に必要であり、学力不足

の学生に学習支援室でフォローアップをおこなう。 

 学生支援の改善状況・改善計画について説明する。課外活動の再開は、学生自治会

と連携しながら進めている。多様な学生が入学に対応するため、大学諸機関との連携

は不可欠である。修学上問題のある学生は多様化・複雑化に対応するための、情報共

有を組織的に運用する仕組みづくりは進んできているが、個人情報保護や相談内容に

ついての守秘義務の観点もあり、全体的なシステムとしては取り扱いの難しい問題も

含んでいる。これらの整備を進め、効率的に効果の高い支援をできるだけ早く実行に

移せる仕組みを構築したい。学生生活において、様々なトラブルや災害発生の危険、

お金にまつわる問題等を予防するために、入学時に安全な学生生活を送るための手引

きを配付しているが、内容の充実とともに学生の理解が促進されるような方策を検討
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する。高等教育修学支援制度の令和 2 年度からの実施状況を踏まえ、本学の奨学金制

度の見直し等の充実について継続的に検討する。また、早期の進路活動の重要性につ

いて学生に周知する。 

学外、学内問わず学生の交流を促進する方策を検討する。FD・SD 活動を推進し、教

職員のスキルアップを図る。 
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基準Ⅲ 教育資源と財的資源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式 7－基準Ⅲ 
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基準Ⅲ 教育資源と財的資源 

 
【テーマ 基準Ⅲ－Ａ 人的資源】  
 
＜根拠資料＞ 

提出資料 

9．Guide Book 2021 p15-30 p31-32 

提出資料-規程集 

  1．事務組織及び職制に関する規則 

  2．事務分掌規則 

 26．研究推進検討委員会規則 

 33．FD の実施に関する規則 

  34．SD の実施に関する規則 

 37．就業規則 

  39．専任教員の任用及び昇任に関する規則 

 40．教授、准教授、講師及び助教推薦に関する取扱 

 41．非常勤講師規則 

 52．外国旅費規則 

  58．研究活動の不正防止に関する規程 

 59．産業技術短期大学研究倫理規程 

備付資料 

  16．教職員授業見学会意見交換会報告書 

39．教員個人調書[様式 21]  

40．非常勤教員一覧表[様式 23] 

42．産業技術短期大学誌 Vol.52 2019 

43．産業技術短期大学誌 Vol.53 2020 

44．産業技術短期大学誌 Vol.54 2021 

45．教員以外の専任職員の一覧表（氏名、職名） 

46．FD 活動の記録 

47．SD 活動の記録 

48．産業技術短期大学 FD 及び SD の実施方針・計画 

49．産業技術短期大学配置図 

 

［区分 基準Ⅲ－Ａ－１ 教育課程編成・実施の方針に基づいて教員組織を整備して

いる。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 短期大学及び学科・専攻課程の教員組織を編制している。 

（2） 短期大学及び学科・専攻課程の専任教員は短期大学設置基準に定める教員数

を充足している。 
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（3） 専任教員の職位は真正な学位、教育実績、研究業績、制作物発表、その他の

経歴等、短期大学設置基準の規定を充足している。 

（4） 教育課程編成・実施の方針に基づいて専任教員と非常勤教員（兼任・兼担）

を配置している。 

（5） 非常勤教員の採用は、学位、研究業績、その他の経歴等、短期大学設置基準

の規定を準用している。 

（6） 教育課程編成・実施の方針に基づいて補助教員等を配置している。 

（7） 教員の採用、昇任はその就業規則、選考規程等に基づいて行っている。 

 

 

＜区分 基準Ⅲ－Ａ－１の現状＞ 

 

（1）本学は、建学の精神及び三つの教育理念に基づき、「全国屈指の総合技術系短期

大学」であるという自負のもと、幅広い産業分野に対応した 4 工学科（機械工学科、

電気電子工学科、情報処理工学科、ものづくり創造工学科）にわたる教員組織を編成

している。 

教員組織の編成においては、それぞれの学科において学科の教育目標を達成するた

めに必要な教員を配置し、学科内において教員の適切な役割分担を行うとともに、学

科間においても組織的な連携体制を確保し、教員の質の向上・教育研究水準の維持向

上及び活性化を図っている。 

 

（2）専任教員については、各学科とも短期大学設置基準第 22 条に定める専任教員数

（教授数を含む）を充足している。 

令和 3 年度は、機械工学科においては専任教員 6 名以上に対して 8 名、電気電子工

学科においては専任教員 4 名以上に対して 5 名、情報処理工学科においては専任教員 4

名に対して 7 名、ものづくり創造工学科においては専任教員 4 名以上に対して 4 名と

なっている。また、設置基準で定められる教授数についても、設置基準で定める教員

数の 3 割以上は教授でなければならないが、機械工学科 2 名以上に対して 3 名、電気

電子工学科 2 名以上に対して 2 名、情報処理工学科 2 名以上に対して 4 名、ものづく

り創造工学科 2 名以上に対して 2 名となっている。 

さらに、共通教育室に専任教員 3 名を配置し、大学全体として充実した教育を展開

している。 

 

（3）本学における専任教員の職位は真正な学位、教育業績、研究業績、制作物発表、

その他の経歴等に基づいており、短期大学設置基準第 23 条（教授の資格）、第 24 条（准

教授の資格）、第 25 条（講師の資格）の規定を充足している。 

 専任教員の採用・昇任にあたっては、これらの資格条件を有すると認められる者の

中から選考・決定している。 

 また、専任教員の職位・学位については、本学大学案内等に公表している（提出-9 

p15-30）。 
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（4）学科の教育課程の編成及び実施に関する方針に基づき、学科ごとに定めたカリキ

ュラムの実施に必要な専任教員、非常勤講師を適宜配置している（備付-39.40）。 

 授業実施にあたり専任教員でカバーし得ないと判断される科目について、適正な専

門知識と能力を備えた非常勤講師を配置している。 

非常勤講師については、教育課程の編成及び実施の方針に基づく専任教員との通常

業務での連携に加えて、毎年度秋季に「非常勤講師との懇談会」を開催し、本学の現

況を共有するとともに、本学の教育に関する意見交換を行うことにより、本学専任教

職員と非常勤講師との連携と親睦を一層深めている。しかし、令和 3 年度においては、

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、懇談会は中止となった。 

 

（5）非常勤講師の採用に当たっては、候補者の有する担当科目に関する学位、教育研

究業績、その他の経歴等について、短期大学設置基準の規程を遵守している。また、

選考手続としては、「非常勤講師規則」（提出-規程集 41）に基づき、学科長又は教務部

長が推薦した者について、教授会の議を経て学長が採用・配置を決定している。 

 

（6）授業実施にあたり教員でカバーし得ないと判断される科目について、教育課程の

編成及び実施の方針に基づき、ティーチング・アシスタント（TA）を配置している。

ティーチング・アシスタント（TA）についても、各学科において適正に審査を行った

うえで採用・配置している。 

 また、令和元年に、本学学生（2 年次生）をスチューデント・アシスタント（SA）と

して採用・配置も試行しており、その効果についての検証したところ、受講生及び担

当学生の両者に一定の教育効果が見られるので、引き続き令和 3 年度についても試験

導入を予定していたが、新型コロナウイルス感染影響から、令和 3 年度は実施に至ら

なかった。 

 

（7）専任教員の採用、昇任は、「専任教員の任用及び昇任に関する規則」（提出-規程

集 39）及び「教授、准教授、講師及び助教推薦に関する取扱」（提出-規程集 40）に基

づき、学長が教授会に意見を聞き、学長が決定することになっており、適切に行って

いる。 

 

［区分 基準Ⅲ－Ａ－２ 専任教員は、教育課程編成・実施の方針に基づいて教育研

究活動を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 専任教員の研究活動（論文発表、学会活動、国際会議出席等、その他）は教

育課程編成・実施の方針に基づいて成果をあげている。 

（2） 専任教員は、科学研究費補助金、外部研究費等を獲得している。 

（3） 専任教員の研究活動に関する規程を整備している。 

（4） 専任教員の研究倫理を遵守するための取り組みを定期的に行っている。 

（5） 専任教員の研究成果を発表する機会（研究紀要の発行等）を確保している。 

（6） 専任教員が研究を行う研究室を整備している。 
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（7） 専任教員の研究、研修等を行う時間を確保している。 

（8） 専任教員の留学、海外派遣、国際会議出席等に関する規程を整備している。 

（9） FD 活動に関する規程を整備し、適切に実施している。 

 ①  教員は、FD 活動を通して授業・教育方法の改善を行っている。 

（10） 専任教員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう学内の関係部署と連携し

ている。 

 

＜区分 基準Ⅲ－Ａ－２の現状＞ 

 

（1）専任教員は、自らの専門分野における最新の知見や研究を通して、学生の学習成

果獲得を向上させる必要があることを認識している。 

 そのため、専任教員は必要に応じて専門分野に関連した学会に所属し、教育・研究

活動に取り組んでいる。 

専任教員の研究活動（論文発表、学会活動、国際会議出席等、その他）は、専任教

員の個人調書が示すように、各学科における教育課程の編成及び実施の方針に基づい

て一定の成果をあげている。 

 専任教員は、研究活動で得られた成果（備付-42.43.44）（基礎データ様式 16）を学

生への教育活動へ積極的に還元することで、教育成果を上げている。 

 

（2）専任教員に対して、毎年度夏季に科学研究費補助金獲得のための勉強会を実施し、

大学全体で外部資金の獲得に向けた努力を続けている。その結果、専任教員の外部研

究資金の申請・採択状況は外部研究資金の獲得状況一覧表（基礎データ様式 17）のと

おりであり、一定の科学研究費補助金、外部研究費等を獲得している。 

 

（3）専任教員の研究活動に関する規定としては、「研究推進検討委員会規則」（提出-

規程集 26）を整備し、本学における研究体制の充実を図っている。さらに、研究活動

を通して、前述のとおり地域社会・産業界との交流を促進している。 

 

（4）専任教員の研究倫理に関する規程としては「産業技術短期大学研究倫理規程」（提

出-規程集 59）を、また、研究活動の不正防止に関する規程としては「研究活動の不正

防止に関する規程」（提出-規程集 58）をそれぞれ整備している。 

また、専任教員に対して、毎年度夏季に研究活動に関するコンプライアンス研修会

を実施し、大学全体で研究倫理を遵守する取り組みを行っている。 

 

（5）本学では、教員の研究成果発表の場として、産業技術短期大学誌を毎年 250 部製作

し発行してきた。令和 3 年度においては、機関リポジトリによる電子書籍による発刊に変

更し、これを通して教員の研究成果を社会に発表する機会を確保している。 

 また、本学教員は、研究費を有効活用して研究を行うとともに、所属する各学会等にお

いても積極的に研究成果を発表している。 
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（6）本学の研究室・実験室・講義室等の状況は産業技術短期大学配置図（備付-49）

のとおりであり、専任教員が研究を行う教員研究室、実験室等を整備している。 

 教員研究室には業務に必要なスペースを確保するとともに、教育・研究活動を行う

ために必要な机・椅子・書棚等の備品を整備している。 

 また、教員研究室とは別に、学内組織活動のための会議を行うための会議室を学科

ごとに整備している。 

 

（7）専任教員が研究、研修等を行う時間を確保するため、授業時間割の作成に際して

は、教育だけでなく研究時間も確保できるようにできるだけ配慮している。そのため、

専任教員は授業・オフィスアワー・会議等の時間以外を研究、研修時間として用いる

ことが可能である。 

 

（8）専任教員の海外派遣、国際会議出席等に関する規定については、「外国旅費規則」

（提出－規程集 52）を整備している。また、専任教員は、必要に応じて実際に海外の

学会等で研究成果の発表等を行っている。しかしながら、令和 2 年度以降、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響を受け、海外の学会等での発表は行われていない。 

 

（9）FD 活動に関する規定「FD の実施に関する規則」（提出-規程集 33）を整備し、ま

た、教員の質的向上を目的として、「産業技術短期大学 FD 及び SD の実施方針・計画」

（備付-48）を策定し、その計画を基に、教職員参加による授業見学会・講演会の実施、

外部研修会への参加など、各種 FD 活動を適切に行っている。（備付-46） 

①教員は、授業見学会をはじめとする各種 FD 活動を通して、毎年度授業・教育方法の

改善を行っている。教職員相互の教職員授業見学会では、教員は前期、後期それぞれ

の期に少なくとも 2 科目について参観し、自分の授業に参考にしたい点や改善したほ

うが良いと思われる点等をアンケート用紙に回答することにしている。このアンケー

ト結果は、そのまま各授業担当者に伝えられる。その後提出されたアンケート結果を

基に、学期毎に学科別の意見交換会を開催し、その報告書を教務委員会で検討して授

業・教育方法の改善を行っている。（備付-16） 

 

（10）基準Ⅱ-B-1 に前述したように、専任教員は、学生一人ひとりのニーズに対応し

たきめこまかい指導を行い学生の学習効果の獲得が向上するよう、短期大学の各部署

と緊密に連携している。 

 

［区分 基準Ⅲ－Ａ－３ 学生の学習成果の獲得が向上するよう事務組織を整備して

いる。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 短期大学の教育研究活動等に係る事務組織の責任体制が明確である。 

（2） 事務職員は、事務をつかさどる専門的な職能を有している。 

（3） 事務職員の能力や適性を十分に発揮できる環境を整えている。 

（4） 事務関係諸規程を整備している。 
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（5） 事務部署に事務室、情報機器、備品等を整備している。 

（6） SD 活動に関する規程を整備し、適切に実施している。 

 ① 事務職員（専門的職員等を含む）は、SD 活動を通じて職務を充実させ、

教育研究活動等の支援を図っている。 

（7） 日常的に業務の見直しや事務処理の点検・評価を行い、改善している。 

（8） 事務職員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう教員や関係部署と連携し

ている。 

 

＜区分 基準Ⅲ－Ａ－３の現状＞ 

 

（1）事務局においては、理事である事務局長をトップに、各課（各室）の課長（室長）、

係長、主任、事務員で構成され、組織における責任体制を明確にして業務を円滑に遂

行している（備付-45）。 

事務局は、事務局長のもと、総務課、財務管理課、教務課、学生課、進路支援課・

入試広報課・施設管理課・産官学連携推進室・地域連携推進室の 7 課 2 室からなり、

次のとおり責任体制を明確にして職務を分掌している。 

 

 総務課においては、理事会・評議員会、法務一般、諸規則、学校調査等統計、職員

の人事・就業・給与、私学共済・労働保険、補助金、大学の主催する式典・行事、教

授会、等に関する職務を分掌している。 

 財務管理課においては、資産の管理、収入・支出、予算・決算、納税、現金・預金・

有価証券の管理、物品管理、会計伝票の作成・関係帳票の記帳、等に関する職務を分

掌している。 

 教務課においては、学生の学籍管理、カリキュラム編成、時間割作成、授業の実施、

期末試験・学業成績、証明書の発行、図書館業務、等に関する職務を分掌している。 

 学生課においては、、厚生補導、課外授業、奨学金、アルバイト斡旋、学生便覧作成、

等に関する職務を分掌している。 

 進路支援課においては、学生の進路（就職、編入学等進学）、進路ガイダンス、求人

開拓、インターンシップ、等に関する職務を分掌している。 

 入試広報課においては、入学試験、大学広報、高校訪問、大学案内作成、ホームペ

ージ作成、大学説明会、オープンキャンパス、留学生受入、等に関する職務を分掌し

ている。 

 施設管理課においては、土地・建物の管理、学内警備、校舎・設備の災害防止、校

地・校舎の清掃、教室・グランド等の貸与、等に関する職務を分掌している。 

 産官学連携推進室においては、企業・産業関連団体との連携、公共団体・大学等外

部組織との連携、技術相談、等に関する職務を分掌している。 

 地域連携推進室においては、地域の自治体・公共団体との協力、地域の大学等との

協力、等に関する職務を分掌している。 

 

（2）専任事務職員は、それぞれの担当分野において日常の業務を支障なく遂行してお
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り、事務をつかさどる専門的な職能を有している。 

職員としての資質や専門的な職能については、就業規則に定める採用選考方法によ

り、履歴書や面接等による選考時に、専任事務職員としての適性・一定のレベル・将

来性を有しているかどうかを判断している。 

 

（3）事務職員の能力については、採用後、経験を重ねることにより高めていく観点か

ら、日常業務はもちろん、研修等へ積極的に参加させることによりその能力を向上さ

せるべく努めている。 

また、事務職員個々人の適性については、日常の業務において管理職層である事務

局長・各課課長が把握しており、個々の能力や適性を十分発揮できるよう、必要に応

じて人事異動（配置転換）等も行っている。 

以上から、事務職員の能力や適性を十分に発揮できる環境を整えている。 

 

（4）事務関係諸規程については、事務組織・職制等を定める「事務組織及び職制に関

する規則」（提出-規程集 1）及び各課における事務分掌を定める「事務分掌規則」（提

出-規程集 2）を整備している。 

 

（5）事務局は本学 1 号館 1 階に事務室が整備され、原則として業務が互いに関連の深

い部署を近くに配置し、それぞれの業務に必要なスペースを確保するとともに、パソ

コン・電話・FAX 等の情報機器、机・椅子・書棚をはじめとする事務運営や学生対応等

に必要な備品、その他各種文具・消耗品類等を整備している。 

また、印刷物準備のため、教員と共用ではあるが、事務局のある 1 号館 1 階にコピ

ー室を設置し、コピー機 2 台・デジタル印刷機（輪転機）1 台・紙折り機 1 台・断裁機

1 台を整備するとともに、教員・事務共用で使用するコピー用紙 4 種類（A4･A3･B5･B4）

を常備している。 

 

（6）SD 活動に関する規定「SD の実施に関する規則」（提出-規程集 34）を整備し、教

職員に求める資質・能力を明確に示しており、これらの資質の向上を目的として、「産

業技術短期大学 FD 及び SD の実施方針・計画」（備付-48）を策定し、その計画を基に、

日本私立短期大学協会や日本私立学校振興・共済事業団をはじめとする外部研修等に

積極的に参加させるなど、各種 SD 活動を適切に行っている。 

①事務職員（専門的職員等を含む）は、これらの SD 活動を通じてそれぞれの職務を充

実させるとともに、教員が遂行している教育研究活動の支援を図っている。 

 

（7）事務局の業務内容については、学長・事務局長のリーダーシップのもと、各課内

において日頃から継続的に改良点等が話し合われている。また、月 2 回のペースで事

務局会議を開催し、各課内及び各課間における問題点や改善点を持ち寄り議論するな

ど、日常的に業務の見直しや事務処理の点検・評価を行い、改善している。 

これらの改善策のひとつとして、令和 4 年度からは、業務の効率化及び学生への支

援サービス向上を目的として、学生課と進路支援課を学生・進路支援課として統合す
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ることとなった。 

 

（8）基準Ⅱ-B-１に前述したように、専任事務職員についても、学生の学習成果の獲

得が向上するよう、教員の所属する各学科・共通教育室・基礎教育センター及び事務

局内の関係各課と密接に連携している。 

 また、教授会をはじめ教務委員会、学生委員会等に担当事務職員が出席し、教員と

の連携を密にしている。 

 

 

［区分 基準Ⅲ－Ａ－４ 労働基準法等の労働関係法令を遵守し、人事・労務管理を

適切に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 教職員の就業に関する諸規程を整備している。 

（2） 教職員の就業に関する諸規程を教職員に周知している。 

（3） 教職員の就業を諸規程に基づいて適正に管理している。 

 

＜区分 基準Ⅲ－Ａ－４の現状＞ 

 

（1）本学は、労働基準法第 89 条（作成及び届出の義務）を遵守し、就業に関する諸

規程として諸規則の中に「就業規則」（提出-規程集 37）を整備し、行政官庁に届け出

ている。 

 就業規則は、労働基準法などの関連法令に基づいて施行するとともに、法令等の改

正や就業実態との乖離が生じた場合には適宜見直し、改正を行っている。 

 

（2）諸規則（就業に関する諸規程を含む）の最新版について、教職員に紙面の他、学

内ネットワーク上においても周知しており、常時閲覧・印刷が可能である。 

 

（3）就業については、就業規則に基づいて適正に管理している。 

人事・労務管理については、就業規則・労働基準法はもちろん、労働安全衛生法を

順守し、労働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進する

ため、より良い労働環境の構築に配慮するよう努めている。 

 職員の健康管理のため、年 1 回、職員定期健康診及びストレスチェックを実施して

いる。 

勤怠管理については、勤怠管理システムにより、教職員の就業（出勤及び退勤）を

一元管理している。 

教職員共に、働き方改革として業務の合理化、業務の集積・集中による過労をリフ

レッシュする観点から年次有給休暇の取得促進等を進めている。具体的には、夏季及

び冬季に 5 日間の「年次有給休暇取得推奨日」を設け、教職員に特段の理由が無い限

り年次有給休暇の取得するよう推奨している。この 5 日間は委員会等学内会議の事前

設定を禁止している。 
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＜テーマ 基準Ⅲ－Ａ 人的資源の課題＞ 
 
 事務職員は、視野の広い見地から質の高い業務を行うことが要求されているので、

配置転換等で多くの部署を経験することが望ましいが、小規模組織で、事務局組織も

限定されているため、その異動が十分とはいえないことが課題である。 

就業については、事務職員 1 人当たりの業務量が年々増加傾向にあることが課題で

あるが、一方で働き方改革の観点から、「仕事と生活の調和」（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の実現を目指していくことが必要である。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ－Ａ 人的資源の特記事項＞ 
 
 事務職員の就業環境改善策のひとつとして、残業時間について、前年度比 30％減を

目標に掲げ取り組んできた結果、令和 3 年度において前年度比 35.6％削減を達成した。 

 また、年次有給休暇促進策の結果、令和 3 年度においては、教職員全体で年次有給

休暇取得率は 71.9％を達成した。 

 
【テーマ 基準Ⅲ－Ｂ 物的資源】 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 

1．学生便覧 2021 p92-100 （建物配置図）、 

p43 （クールビズ・ウォームビズ） 

  9．Guide Book 2021 p31-32 

提出資料-規程集 

  19．図書資料除籍手続基準 

 31．学校法人鉄鋼学園危機管理規程 

 53．会計規則 

 54．物品管理規則 

 60．施設一時使用規則 

  61．防火管理規則 

備付資料 

49．産業技術短期大学配置図 

50．自然災害対応マニュアル 

 

［区分 基準Ⅲ－Ｂ－１ 教育課程編成・実施の方針に基づいて校地、校舎、施設設

備、その他の物的資源を整備、活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 校地の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。 

（2） 適切な面積の運動場を有している。 

（3） 校舎の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。 
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（4） 校地と校舎は障がい者に対応している。 

（5） 教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行う講義室、演習室、実験・実

習室を用意している。 

（6） 通信による教育を行う学科・専攻課程を開設している場合には、添削等によ

る指導、印刷教材等の保管・発送のための施設が整備されている。 

（7） 教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うための機器・備品を整備し

ている。 

（8） 適切な面積の図書館又は学習資源センター等を有している。 

（9） 図書館又は学習資源センター等の蔵書数、学術雑誌数、AV 資料数及び座席数

等が適切である。 

 ① 購入図書選定システムや廃棄システムが確立している。 

 ② 図書館又は学習資源センター等に参考図書、関連図書を整備している。 

（10） 適切な面積の体育館を有している。 

（11） 多様なメディアを高度に利用して教室等以外の場所で授業を行う場合、適切

な場所を整備している。 

 

＜区分 基準Ⅲ－Ｂ－１の現状＞ 

 

（1）校地の面積は、短期大学設置基準第 30 条の規定による基準面積（定員上の学生 1

人当たり 10 ㎡＝490 人×10 ㎡＝4,900 ㎡）の 7.85 倍に相当する 38,507 ㎡となる規模

を有し、十分な広さを確保している。 

この広大で敷地全体が明るい開放的なキャンパスを、本学は「グリーンキャンパス

（Green Campus）」と呼んでいる。そして、校地全体の呼称のとおり緑豊かで美しく快

適な環境を維持するため、植栽面の充実に心掛けている（提出-9 p31-32、備付-49）。 

 

（2）運動場の面積は、約 16,000 ㎡であり、十分な広さを確保しており、授業以外に

クラブ活動や外部団体等にも利用されている。 

 

（3）校舎の面積は、短期大学設置基準第 31 条の規定による基準面積の 3 倍以上に相

当する 16,184 ㎡となる規模を有し、十分な広さを確保している。 

 

（4）障がい者に対応するため、一部の階段にはスロープを併設し、8 号館にはエレベ

ーターを設置するなど、バリアフリーとなるよう整備している。 

 

（5）短期大学設置基準第 28 条に基づいて講義室 18 室、演習室 18 室、実験室 44 室を

有し、各学科の教育課程の編成及び実施に関する方針（CP）に基づいて必要な授業を

行うことができるよう整備している。（提出-1.p92-100） 

 

（6）通信教育を行う学科は設置していない。 
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（7）授業を行うために必要な機器･備品を整備している。黒板、チョーク、マイク、

液晶プロジェクタやモニタ、書画カメラのほか、情報処理演習設備、各種実験設備を

整備して授業に活用している。 

 

（8）図書館は面積 815 ㎡で、適切な面積・スペースを確保している。また、学生会館

の一部に学習支援室を設置し、基礎教育の充実を図るための場所を設置している。 

 

（9）図書館の蔵書数は 65,028 冊（うち AV・CD 資料数は 734 巻）、専門学術雑誌数は

69 種、また、座席数は 90 席となっており、学生の利用に十分な質量を整備し、適切で

ある。 

①図書については、購入図書選定システムや廃棄システムが確立している。具体的に

は、図書館運営委員会を通じて、各学科の意向を踏まえ、購入図書を選定している。

また、「図書資料除籍手続基準」（提出-規程集 19）に基づき廃棄している。 

②前述のとおり、図書館に参考図書・関連図書を整備している。 

 

（10）体育館の面積は 1,514 ㎡であり、十分な広さを確保している。そのほか、武道

場（168 ㎡）、テニスコート（2 面）を設置しており、授業以外にクラブ活動や外部団

体等にも利用されている。 

 

（11）新型コロナウイルス感染症拡大の影響から多様なメディアを高度に利用した遠

隔授業を令和 2、3 両年度で実施した。遠隔授業実施に伴い、学生や教員が大学に来な

くても自宅等の学外で本学の学習支援システムにアクセス可能なように同時アクセス

数増強のために SSL-VPN 装置の最新化やライセンス数増加を図る環境整備を行ってい

る。 

また、学内の情報処理演習室等では、授業が行われていない場合には、設置された

PC を使用して遠隔授業を受けることができるように開放している。 

 

 

［区分 基準Ⅲ－Ｂ－２ 施設設備の維持管理を適切に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 固定資産管理規程、消耗品及び貯蔵品管理規程等を、財務諸規程に含め整備

している。 

（2） 諸規程に従い施設設備、物品（消耗品、貯蔵品等）を維持管理している。 

（3） 火災・地震対策、防犯対策のための諸規則を整備している。 

（4） 火災・地震対策、防犯対策のための定期的な点検・訓練を行っている。 

（5） コンピュータシステムのセキュリティ対策を行っている。 

（6） 省エネルギー・省資源対策、その他地球環境保全の配慮がなされている。 
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＜区分 基準Ⅲ－Ｂ－２の現状＞ 

 

(1) 施設設備の維持管理について、固定資産管理規程、消耗品及び貯蔵品管理規程等

は財務諸規程とともに「会計規則」（提出-規程集 53）及び「物品管理規則」（提出-規

程集 54）に定め、整備している。施設設備等の管理に関する諸規定として、「施設一時

使用規則」（提出-規程集 60）、「防火管理規則」（提出-規程集 61）を定めている。 

 

(2) これらの諸規程に従い、施設設備、物品（消耗品、貯蔵品等）を維持管理してい

る。その取得・維持・運用・処分に関し適正な管理を行っており、備品台帳を整備し、

備品シールを貼付するなど固定資産の管理を適切に行っている。 

また、有害物質である PCB を含有する変圧器やコンデンサーの廃棄物処理について

高濃度 PCB は処理期限とされる令和 4 年度中に適正に処理し、また低濃度 PCB につい

ても処理期限（令和 9 年 3 月末）にかかわらず早期に処理すべく進めている。また、

アスベストについては専門家による調査と検査を行い、校舎で含有が確認された箇所

については飛散のないことを確認した上で既に適正に除去しており、既に封じ込めを

行っていた学生寮については令和 2 年 3 月末の閉寮後の解体時に除去を行った。 

 

(3) 火災・地震対策、防犯対策のための諸規則として、「防火管理規則」及び「学校法

人危機管理規程」（提出-規程集 31）を整備している。また、自然災害（特に地震と水

害）にあった場合に備えて、基本的な行動基準や避難場所等をまとめた「自然災害対

応マニュアル」（備付-50）を策定している。 

 

(4) 火災等の災害対策としては、消防法に基づく防火管理体制のもと、自衛消防隊を

組織するなど体制を定め、消防設備については法定点検を定期的に実施し、安全維持

管理に努めるとともに、火災等の際の対応に備えている。教職員による消防訓練につ

いては、令和 4 年 2 月に尼崎市西消防署の協力を得て、「地震発生による校舎内火災発

生」を想定し、教職員及び学生が参加してグラウンドへの防災避難訓練を実施した（参

加者数：教職員 44 名、学生 87 名）。その後引き続き、教職員は 119 番通報訓練、消火

器による消火訓練、屋内消火栓による放水訓練を実施した。非常時においても適切に

対応するため、今後も定期的に訓練を行うことにしている。 

 また、防災対策として非常食・飲料水やマスクの備蓄にも取り組んでいる。これら

の備蓄物については、賞味期限等に留意し、定期的に更新を行っている。 

建物の耐震については、平成 26・27 年度において実施した建物の耐震診断結果に基

づき、耐震改修計画を策定し、28 年度に 1、3 号館、29 年度に 2、4 号館、令和 2 年度

に体育館とそれぞれ耐震改修工事を完了した。耐震基準を満たしていない建物として

残されていた学生寮は平成 31 年 3 月に閉寮し、令和 2 年 2 月末に解体・撤去し、クラ

ブハウスについては令和 3 年度末に使用停止とし、実験実習棟の一部を改修し、クラ

ブ活動の部室として転用した。これにより、すべての建物の耐震化工事は完了し、耐

震化率は 100％となった。 

防犯対策としては、構内への学外者の立ち入りでは、ガードマンによる入門警備に
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加え、監視カメラを設置・増設を行うとともに、コンピュータ設備等を設置している

教室では、施錠後の夜間は機械警備に切り替えている。不審者侵入等の防犯訓練は警

備会社において実施しており、そうした事態への対処は機械警備会社を通じて警察へ

の通報を行う体制を整えている。 

また、様々な事象に伴う危機の発生を未然に防止するとともに、危機が発生した場

合においては迅速かつ的確に対処するため、危機管理規程を制定し、危機管理体制及

び対処方法等を定め、「自然災害対応マニュアル」を配付･周知することにより、学園

の学生及び教職員等の安全確保を図ると同時に、大地震の際起こり得る大規模な火災

等の発生に備え、避難できる安全な避難場所として、地元尼崎市から「大火災避難場

所」の指定を受けていることなど、社会的な責務を果たしている。 

 

(5) コンピュータシステムのセキュリティ対策では、ネットワークを通して学外と接

続されているコンピュータ設備には、ファイアウォールの敷設や、最新のウィルス対

策ソフトのインストールなどの対策を施している。また、常駐保守業務を外注してお

り、その中で常時監視体制がとられている。 

 

(6) 省エネルギー・省資源対策及び地球環境保全対策では、冷暖房設備の更新を平成

29 年度から各建物について順次実施しており、最新の省エネタイプへ交換を行ってい

る。冷暖房設備等の熱エネルギーに関するものは、電力とガスを併用し、個別空調の

一部採用のほか、電力の使用については、太陽光発電装置の導入や LED 照明に交換す

るとともに、電力の最大需要を抑制するためにデマンド監視装置を設置し、さらに「も

っと SAVE」システムを導入し、エネルギー使用状況を計測し、制御することで負荷平

準化を図っている。 

そして、実験実習設備の動力、空調、照明、電気機器、ガスや電灯等、使用しない

ときは電源を切ることや人感センサーの導入による節電、冷暖房時の温度設定を行う

など教職員全員で省エネに努めている。 

さらに、クールビズ・ウォームビズとして、夏（5～10 月）は衣服の軽装（ノーネク

タイ・ノー上着等）、冬（11～3 月）は暖かく動きやすい服装を呼びかけ、設定した室

温において快適に過ごせるように取り組んでおり、全教職員・全学生を対象に実施し

ている（提出-1,p43）。 

 このような取り組みにより、光熱水費の経費節減も図られている。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ－Ｂ 物的資源の課題＞ 
 
 校舎・施設設備の老朽化に伴う対応として、平成 28 年度以降、大規模な改修工事を

進めてきたが、さらに改修が必要な箇所が多く残されており、安全面での点検と併せ

て、今後とも予算を確保して計画的な改修計画に基づく実行が課題である。 
また、障がいを持つ学生を受入れるための環境改善に向けた施策が求められている

中で、予算面の制約から、バリアフリー等の整備が一部の施設に限られたままとなっ

ているため、その対応が課題である。 
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＜テーマ 基準Ⅲ－Ｂ 物的資源の特記事項＞ 
 
 特に無し。 
 
 
【テーマ 基準Ⅲ－Ｃ 技術的資源をはじめとするその他の教育資源】 

 
＜根拠資料＞ 

備付資料 

49．産業技術短期大学配置図 

 

［区分 基準Ⅲ－Ｃ－１ 短期大学は、教育課程編成・実施の方針に基づいて学習成

果を獲得させるために技術的資源を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 教育課程編成・実施の方針に基づいて技術サービス、専門的な支援、施設設

備の向上・充実を図っている。 

（2） 情報技術の向上に関するトレーニングを学生及び教職員に提供している。 

（3） 技術的資源と設備の両面において計画的に維持、整備し、適切な状態を保持

している。 

（4） 技術的資源の分配を常に見直し、活用している。 

（5） 教職員が教育課程編成・実施の方針に基づいて授業や学校運営に活用できる

よう、学内のコンピュータ整備を行っている。 

（6） 学生の学習支援のために必要な学内 LAN を整備している。 

（7） 教員は、新しい情報技術などを活用して、効果的な授業を行っている。 

（8） コンピュータ教室、マルチメディア教室、CALL 教室等の特別教室を整備して

いる。 

 

＜区分 基準Ⅲ－Ｃ－１の現状＞ 

 

（1）各学科の教育課程の編成及び実施の方針に基づいて技術サービス、専門的な支援、

施設設備、ハードウェア及びソフトウェアの向上・充実を図っている。本学では特に

工学系短期大学として各学科において様々な実験・実習設備を充実させ、それを駆使

しながら教育を行うことで、各学科における専門講義科目の理解度向上や実務経験向

上に役立てている。実験・実習設備を活用する例として、機械工学科では「機械工学

実験Ⅰ・Ⅱ」他、電気電子工学科では「電気創造演習」、「電気基礎実験」、「応用実験

Ⅰ・Ⅱ」他、情報処理工学科では「プログラミング演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」、「情報処理実験

Ⅰ・Ⅱ」他、ものづくり創造工学科では「工学基礎実習」、「創造設計演習Ⅰ・Ⅱ」、「シ

ステムデザイン実習」他を開講している。 

 また情報教育に関する授業科目に対応すべく、技術的サービスと施設設備の両面に

おいて必要な機器備品も含め計画的に整備を図っている。 
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（2）各学科の教育課程の編成及び実施の方針に基づき、学生にオリエンテーションの

一環として基本的な情報検索方法や、情報倫理等についての学内ネットワーク利用オ

リエンテーションと情報処理演習設備利用確認試験を行っている。専門科目として機

械工学科では「機械情報工学演習」、電気電子工学科では「情報処理基礎演習」、情報

処理工学科では「情報倫理」、「情報リテラシ演習」など、ものづくり創造工学科では

「工学基礎演習Ⅰ」、「工学基礎実習」などの必修科目の授業でコンピュータを活用す

る基礎教育を行っている。また、情報処理演習室は、授業時間を除いて原則開放して

おり、学生に情報技術向上の機会を与えている。学生への情報教育については教務委

員会が対応し、委員の中に情報教育担当者を置いている。 

教職員の情報技術の向上への取り組みについては、必要の際に個別対応している他、

新規機器導入の際、納入業者を招いて教職員向けに使用方法の説明会を開催している。 

 

（3）技術的資源と設備の維持、整備については、施設管理課を中心に、各学科の教員

と教務課が協力して適切な状態を保持している。既存の設備をできる限り有効に活用

し、なおかつ安全で快適に利用できるよう整備に努めている。また、総合的・長期的

視点から、省エネルギー対策なども考慮し、教育研究活動に対応した適切な状態に保

てるよう整備計画を策定している。 

 各学科において授業科目に対応した様々な実験・実習設備を整備しており、3D プリ

ンターや電力マイクログリッド装置といった IoT に対応した機器も導入している。ま

た、情報系の技術的資源としては、各学科に必要なコンピュータ機器を設置するとと

もに学内ネットワークを構築して、その利用環境を整備している。また、コンピュー

タ等のハード・ソフトの更新も計画的に行っている。 

 

（4）特に技術的資源については、各学科の教育課程の編成及び実施に関する方針に基

づき、財務管理課と各学科の折衝を通して分配を常に見直し、技術的資源の有効活用

に努めている。 

 

（5）教職員が各学科の教育課程の編成及び実施に関する方針に基づいて授業や学校運

営に活用できるよう、学内のコンピュータ整備を行うとともに、サーバ室に専門の常

駐者を配置して、整備に万全を期している。特に演習室の設備については情報教育担

当教員と教務委員会でも定期的に検討され、効率的かつ効果的に本学の教育に資する

べく計画的に更新が図られている。 

 

（6）各学科の教育課程の編成及び実施に関する方針に基づいて、学生の学習支援に必

要な学内 LAN を整備している。また各種学生情報は本学 Web サービスシステムで教職

員が閲覧できるようになっており、学生指導に役立てている。 

 

（7）令和 2 年前期、コロナ禍における遠隔授業の実施に向け、新しい情報技術の活用

が促進された。これまで一部の教員の使用にとどまっていた教育基盤システム

CoursePower を全教員が使用し、遠隔授業を行った。これまでマークシート用紙に記入
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し行っていた授業評価アンケートを CoursePower で実施するようになった。Microsoft 

Teams を活用して遠隔授業を実施する教員もおり、学生とのコミュニケーションを促進

した授業を展開している。Microsoft Teams ・Zoom によるリアルタイム方式の遠隔授

業も実施された。遠隔授業のために多くの動画教材が作成された。 

 主として対面授業を実施した期間において、コロナ禍において作成された動画教材

を学生の予習・復習の教材として再利用するなど、新しい情報技術が継続的に活用さ

れている。 

 

（8）各学科の教育課程の編成及び実施に関する方針に基づいて授業を行うコンピュー

タ教室等の特別教室を整備している。特別教室、授業用機器・備品は教員等からの要

望に基づき整備されている。情報処理演習室等の PC 端末整備状況を（表Ⅲ-1）に、授

業用機器・備品の整備状況を（表Ⅲ-2）に示す。（備付-49） 

 

表Ⅲ-1 情報処理演習室等の PC 端末整備状況一覧（学生が使用できる台数）（令和 4 年 3 月 31 日現在） 

室  名 場所 ＰＣ端末種類 台数 設置時期 使用状況 

情報処理演習室 8 号館 4 階 デスクトップ PC 80 平成29年10月※ 

月曜日から金曜日

の授業・演習での使

用だけでなく、授業

時間外も学生が自

由に使用できる環

境にある。必要に 

応じてプリンター

等の周辺機器が設

置されている。 

情報処理小演習

室 
8 号館 4 階 デスクトップ PC 25 令和元年11月 

情報処理実験室 8 号館 2 階 ノート PC 40 令和元年11月 

822 講義室 8 号館 2 階 タブレット端末 16 令和元年11月 

情報処理演習室 3 号館 3 階 デスクトップ PC 82 平成29年10月※ 

デザイン演習室 3 号館 3 階 デスクトップ PC 23 令和元年11月 

CAD 演習室 3 号館 3 階 デスクトップ PC 25 令和3年3月  

応用電子工学 

実験室 
2 号館 2 階 

デスクトップ PC 

ノート PC 

30 

2 

令和元年11月 

平成26年2月 

システム演習室 

 

2 号館 1 階 

 

デスクトップ PC 

ノート PC 

25 

8 

令和3年3月 

令和元年11月 

図書館 

 

閲覧室 

 

デスクトップ PC 

 

4 

 

令和元年11月 

 

学習支援室 飛翔会館 1 階 ノート PC 3 令和元年11月 

合  計     363   

学生自習室としては、図書館、空き教室、情報処理演習室を利用している。  

※印は令和 3 年度に SSD 換装済み、令和 5 年度に更新予定  
平成 11 年 10 月 端末機へのウィルス対策ソフトの導入 

平成 13 年 04 月 全学生へのメールアカウント配布 

平成 14 年 04 月 ファイアウォールの導入、通信回線の高速化 

平成 15 年 03 月 サーバマシン及びサーバソフトの更新、情報処理演習室の整備 

平成 15 年 07 月 学内用 WWW サーバの設置、学内統合ネットワークの整備 

平成 16 年 10 月 インターネット環境整備 

平成 17 年 10 月 情報教育設備更改に伴い、Windows ベースのサーバ群から Unix 主体のサーバ 
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        群に更改 

平成 22 年 10 月 文部科学省「ICT 活用推進事業補助金」により、学内ネットワーク設備をリプ

レイスし、Windows Live＠edu による学生用 Web メールサービスの導入、合わ

せて、学内ネットワーク回線の高速化 

       平成 26 年 4 月  学務システムと連携した LMS(Learning Management System)に教育基盤システ 

                       ム CoursePower を導入。全学生の電子メール環境を Microsoft Office365 

                       (OutlookWeb App)に移行 

平成 28 年 1 月  文部科学省「教育活性化設備事業補助金」により、ロボットテクノロジーに係 

るアクティブラーニング施設導入 

平成 29 年 3 月  文部科学省「教育活性化設備事業補助金」により、ネットワーク整備事業及び 

授業出欠管理システム導入 

平成 30 年 3 月  文部科学省「教育装置補助金」により、3D プリンター及び電力マイクログリッ 

ド装置導入、学内 LAN・基幹サーバ群の刷新 

令和元年 9 月  情報処理演習室及び授業収録システムを更新し、Windows10 にバージョンアッ 

プ 

令和 3 年 3 月  文部科学省「遠隔授業の環境構築の加速による学修機会の確保に係る補助金」

により、e ラーニングサーバ更新・教務システムのクラウド化、遠隔授業実施に

伴う同時アクセス数増強のための SSL-VPN 装置更新・ライセンス数増加 

令和 3 年 9 月  文部科学省「遠隔授業活用推進事業補助金」により、サーバ更新・学務システ

ム一部クラウド化のほか、端末起動時間短縮のための SSD 換装 

 

表Ⅲ-2 授業用機器・備品の整備状況一覧表  

設 置 場 所 機器・備品名称 台 数 

講 義 室 

教員用デスクトップ PC 

液晶プロジェクタ 

書画カメラ 

DVD・ビデオデッキ等デッキ 

1 

14 

14 

17 

8 号館情報処理演習室 

中間モニタ 

授業配信システム（一式） 

書画カメラ 

40 

1 

1 

8 号館情報処理小演習室 
液晶プロジェクタ 

 

1 

 

8 号館情報処理実験室 
授業配信システム（一式） 

書画カメラ 

1 

1 

3 号館情報処理演習室 

教員卓 PC モニタ画像配信システム（一式） 

中間モニタ 

イメージスキャナ 

書画カメラ 

1 

40 

1 

1 

3 号館デザイン演習室 
液晶プロジェクタ 

書画カメラ 

1 

1 

3 号館 CAD 演習室 
液晶プロジェクタ 

書画カメラ 

1 

1 

システム演習室 液晶プロジェクタ 1 

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ－Ｃ 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の課題＞ 
 
 工学系短期大学として技術的資源と教室設備（視聴覚機材を含む）の充実が欠かせ

ない要件である。計画的な維持、整備等の基礎的な部分はできているが、情報技術の

進展が速いため、一層の充実を図る点は課題であり、現時点では特に無線 LAN の整備

について調査、検討を重ねている。 
 教職員の技術向上への取り組みは必要の際に個別対応してはいるが、新技術や機器
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の進化への対応など、大学全体で技術向上を目指すことが課題である。 
 
＜テーマ 基準Ⅲ－Ｃ 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の特記事項＞ 
 

 特に無し。 

 

 

【テーマ 基準Ⅲ－Ｄ 財的資源】 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 

15．計算書類等の概要（過去 3 年間） 

  「活動区分資金収支計算書（学校法人全体）」[書式 1] 

  「事業活動収支計算書の概要」[書式 2] 

  「貸借対照表の概要（学校法人全体）」[書式 3] 

  「財務状況調べ」[書式 4] 

16．資金収支計算書・資金収支内訳表（過去 3 年間） 

17．活動区分資金収支計算書（過去 3 年間） 

18．事業活動収支計算書・事業活動収支内訳表（過去 3 年間） 

19．貸借対照表（過去 3 年間） 

20．令和 3 年度事業報告書 

21．令和 4 年度事業計画書 

22．令和 4 年度資金収支・事業活動収支予算書 

備付資料 

53．令和 3 年度財産目録及び計算書類 

54．設備等の 5 ヵ年計画 

59．中期計画 

67．今後の大学運営と収支改善対策 

 

 

［区分 基準Ⅲ－Ｄ－１ 財的資源を適切に管理している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 計算書類等に基づき、財的資源を把握し、分析している。 

 ① 資金収支及び事業活動収支は、過去 3 年間にわたり均衡している。 

 ② 事業活動収支の収入超過又は支出超過の状況について、その理由を把握

している。 

 ③ 貸借対照表の状況が健全に推移している。 

 ④ 短期大学の財政と学校法人全体の財政の関係を把握している。 

 ⑤ 短期大学の存続を可能とする財政を維持している。 

 ⑥ 退職給与引当金等を目的どおりに引き当てている。 
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 ⑦ 資産運用規程を整備するなど、資産運用が適切である。 

 ⑧ 教育研究経費は経常収入の 20％程度を超えている。 

 ⑨ 教育研究用の施設設備及び学習資源（図書等）についての資金配分が適

切である。 

 ⑩ 公認会計士の監査意見への対応は適切である。 

 ⑪ 寄付金の募集及び学校債の発行は適正である。 

 ⑫ 入学定員充足率、収容定員充足率が妥当な水準である。 

 ⑬ 収容定員充足率に相応した財務体質を維持している。 

（2） 財的資源を毎年度適切に管理している。 

 ① 学校法人及び短期大学は、中・長期計画に基づいた毎年度の事業計画と 

予算を、関係部門の意向を集約し、適切な時期に決定している。 

 ② 決定した事業計画と予算を速やかに関係部門に指示している。 

 ③ 年度予算を適正に執行している。 

 ④ 日常的な出納業務を円滑に実施し、経理責任者を経て理事長に報告して

いる。 

 ⑤ 資産及び資金（有価証券を含む）の管理と運用は、資産等の管理台帳、

資金出納簿等に適切な会計処理に基づいて記録し、安全かつ適正に管理

している。 

 ⑥ 月次試算表を毎月適時に作成し、経理責任者を経て理事長に報告してい

る。 

 

 
＜区分 基準Ⅲ－Ｄ－１の現状＞ 

 

（1）産業技術短期大学を設置する学校法人鉄鋼学園においては、計算書類等（提出-16

～19、備付-53）に基づき、財的資源を適切に把握し、分析している。 

①活動区分資金収支計算書（提出-17）において、教育活動資金収支は、直近 3 か年中

2 か年でプラスを維持している。また、事業活動収支計算書（提出-18）では、基本金

組入前収支差額は、令和元年度、3 年度において、マイナスとなった。 

②事業活動収支計算の基本金組入前収支がマイナスとなった要因は、令和元年度は、

一過性の学生寮取壊し費用 234,000 千円が発生したため、また、令和 3 年度は、入学

生の大幅減により学費収入が前年度より 115,700 千円減少したためであった。 

③貸借対照表（提出-19）については、建物、教研用設備などで、耐震工事、空調設備

の更新、ネットワーク・情報処理演習設備の更新など設備投資を行ってきているが、

経年化による既存設備の除却などが多くなってきている。負債では、固定負債で退職

給与引当金が永年勤続退職者の増加により減少し、全体でも減少している。 

④短期大学の財政と学校法人全体の財政の関係については、短期大学部門の財務は、

基本金組入前収支で、直近の 3 ヵ年とも支出超過で推移しているが、法人全体では、

土地信託収益事業が、人材開発センター部門で、研修会・通信教育事業において、安

定的に収益を確保しており、短期大学部門のマイナスの補填に貢献している。 
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⑤令和 3 年度では、法人全体で、基本金組入前収支ではマイナスとなっているが、借

入金、学校債の外部負債はなく、運用資産は十分あるので、短期大学の存続を可能と

する財政を維持している。 

⑥退職給与引当金は、期末要支給額の 100％をもとに、私立大学退職金財団の掛金と交

付金の累計の調整額を加減した金額を、目的どおり計上している。また、積立金の状

況は、退職給与引当積立金 457,100 千円は、退職給与引当負債 413,100 千円に対し 111%

の充足率となっている。また、建物整備、設備更新のための積立金は、1,277,000 千円

あり、減価償却累計額 2,252,000 千円の 56％となっている。 

⑦積立金などの資産運用については、資産運用規程を整備し、規程にそって安全を第

一義とした運用を行っている。ただ、低金利状況が続き思うような収益が上がってい

ない。 

⑧教研経費比率は、法人全体でも、過去 3 年間でいずれも経常収入の 20％を超えてお

り、教育研究にも比較的多くの割合の財的資源を投入することにより、教育研究活動

の質を担保し、教学に対する還元を十分に行っている(表Ⅲ-3)。 

 

表Ⅲ-3 教育研究費比率（教育研究経費/経常収入【法人全体】） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 

25.1％ 37.1％ 33.2％ 

 

⑨教育研究用の施設設備や学習資源（図書等）に対する投資についても、適切に実施

している。特に、全学科における演習用のコンピュータ設備、ネットワーク機器及び

仮想基盤の更新や教務システムのクラウド移行などの教育環境整備を、重点的に実施

している。 

⑩公認会計士監査においては、とくに問題となるような大きな監査意見、指摘事項な

どは発生していない。 

⑪寄付金については、募集を行っている。これまで設立母体である鉄鋼業界（一般社 

団法人日本鉄鋼連盟加盟各社）に対して拠出依頼を行い、平成 29 年度まで毎年継続的 

な寄付金を受け入れてきたが、鉄鋼業界の収益環境の悪化に伴い、寄付金の拠出は停 

止された。令和元年度、3 年度には学生の採用企業から寄付金の申し出があり、受け入 

れている。今後は関連企業や卒業生なども対する募集を強化していく必要がある。な 

お、学校債については発行していない。 

⑫全体の入学定員充足率は、令和 2 年度以前の過去 4 年間では、102～121％と入学定

員超過で推移してきたが、令和 3 年度では、86.5％と、大きく落ち込んだ。 

⑬収容定員充足率は、学科ごとにばらつきがあるが、全体でみると過去 5 年間、100％

を上回った充足率で推移し、良好な水準を維持している（表Ⅲ-4）。 
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   表Ⅲ-4 入学定員充足率及び収容定員充足率 

入学定員充足率 

平成 29 年度 30 年度 令和元年度 2 年度 3 年度 

102.0％ 105.3％ 120.8％ 120.8％ 86.5％ 

収容定員充足率 

平成 29 年度 30 年度 令和元年度 2 年度 3 年度 

103.9％ 104.9％ 113.7％ 122.2％ 103.9％ 

   

全般的な財務状況で見ると、日本私立学校振興・共催事業団（私学振興事業本部）

の「定量的経営判断指標」に基づく経営状態の区分によると、前年度まではＡゾーン

で推移していたが、令和 3 年度は、経常収支差額が直近 3 ヵ年のうち、2 か年が赤字と

なったため、「イエローゾーン予備段階」の【B0】となった。 

 

（2）財的資源を毎年適切に管理している。 

①学校法人、短期大学が存続していくうえで、安定的な財政基盤の確立は不可欠であ

る。関係部門の意向を集約し、理事長の補佐機関である運営幹事会において、毎年 12

月頃に、当年度の収支の状況をもとに、中期計画（備付-59）にもとづいた次年度の事

業計画と予算案（提出-21、22）を策定している。 

②理事会において承認された事業計画と予算は、すみやかに関係部門に通達され、遅

滞なく執行できるようにしている。 

③年度予算を適正に執行している。執行中は、常に、収支状況を精査し、入学者数や

収入・支出面について、予算と実績との差異を分析するようにしている。 

④日常的な出納業務は、財務管理課において迅速・円滑に処理され、経理取引は学校

会計システムに入力し、諸帳票を出力し、証拠書類と共に保存している。また、必要

なものは経理責任者を経て理事長に報告している。 

⑤資産及び資金の管理と運用は、適切な会計処理に基づいて会計システムに入力し、

資産管理台帳、現金預金出納簿に記録し、データは、パスワードなどにより安全かつ

適正に管理し、また現金・通帳等は金庫にて厳重に保管している。資産、資金の年度

末残高は、公認会計士による実査監査により適正と認定されている。 

⑥月次決算は、学校会計ベースでの計算書と、部署・目的別予算執行状況について作

成し、通常、次月の上中旬に財務担当理事・事務局長にその内容を報告し、理事長に

概要を報告している。同時に予算管理元の部署に対しても予算執行状況を報告してい

る。収支状況全般については、適宜、事務局長から理事長及び運営幹事会に報告され、

次年度の予算策定に反映している。 

経常収入の過半を占める学納金は入学者数により直接的に影響を受けるものであり、

毎年入学者数の目標を設定しその結果に至った原因を分析し、翌年度の学生募集の施

策に反映し実行している。また、学納金のほか、補助金収入、土地信託事業による収

益事業など、収入の安定的な確保に努め、教育研究経費や管理経費の抑制、削減を進

める一方で、教育の充実を図り、施設設備の更新、基本金の組入、積立金の積立等を

計画的に行いつつ、基本金組入後収支においても収入超過となるよう取り組んでいる。 
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［区分 基準Ⅲ－Ｄ－２ 日本私立学校振興・共済事業団の経営判断指標等に基づき

実態を把握し、財政上の安定を確保するよう計画を策定し、管理している。］ 

 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 短期大学の将来像が明確になっている。 

（2） 短期大学の強み・弱みなどの客観的な環境分析を行っている。 

（3） 経営実態、財政状況に基づいて、経営（改善）計画を策定している。 

 ① 学生募集対策と学納金計画が明確である。 

 ② 人事計画が適切である。 

 ③ 施設設備の将来計画が明瞭である。 

 ④ 外部資金の獲得、遊休資産の処分等の計画を持っている。 

（4） 短期大学全体及び学科・専攻課程ごとに適切な定員管理とそれに見合う経費

（人件費、施設設備費）のバランスがとれている。 

（5） 学内に対する経営情報の公開と危機意識の共有ができている。 

 

［注意］ 
基準Ⅲ-D-2 について 
（a）日本私立学校振興・共済事業団の「定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区

分（法人全体）平成 27 年度～」の B1～D3 に該当する学校法人は、経営改善計

画を策定し、自己点検・評価報告書に計画の概要を記載する。改善計画書類は提

出資料ではなく備付資料とする。 
（b）文部科学省高等教育局私学部参事官の指導を受けている場合は、その経過の概要

を記述する。 
 

 

＜区分 基準Ⅲ－Ｄ－２の現状＞ 

 

(1) 本学は産業界が設立した工学系短期大学であり、技術者育成のための実学重視の

教育を実践している。将来においても社会の要請に的確に対応した工学教育を展開す

ることを明確にしている。 

今後においても時代に対応した教育内容の充実、教育力の向上はもとより、18 歳人

口の減少が顕著となる厳しい環境のなかで、将来に向けて安定的な経営基盤づくりを

推進していく必要があると認識し、大学改革に取り組んでいる。 

令和 2 年 3 月に策定した「中期計画（令和 2～6 年度）」では、ものづくりを支える

技術者教育ニーズの大きな変化に対応して、本学における工学教育も対応していく必

要を認識し、教育や学生支援等の諸活動や組織運営に関して目標を設けて取り組んで

おり、令和 2 年度以降、事業報告書においてその進捗状況を記載している。 

また、短期大学の経営面での将来見通しについて、令和 3 年度の入学者数を踏まえ

て、将来の学生数等の想定とそれに基づく超長期の財政見通しの試算を行った結果、

今後も厳しい収支状況が続くものと予想されたため、経営健全化のための方策として
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「今後の大学運営と収支改善対策」（備付-67）に関し、令和 3 年 3 月及び 5 月の理事

会にて審議した。その内容は人件費や事業経費の削減に関する緊急的な対策の実施と

ともに、学科編成及び事務局組織の改正、教職員体制、給与制度、収入拡大策等の構

造的対策を引き続き早急に検討するもので、今後必要な対応を進めることにしている。 

学園の将来に関する状況については、学内においても全学協議会にて学長から説明

して問題意識の共有を行うとともに、今後も必要に応じて全学協議会にて明確に説明

して、教職員一丸となって構造改革の推進に取り組んでいくことにしている。 

日本私立学校振興・共済事業団（私学振興事業本部）が示している定量的な経営判

断資料に基づく本学園の経営状態は、上から 4 番目の【B0】に該当し、これまでの正

常状態から悪化した。これまで財務面での健全性を続けてきたが、現状の厳しい経営

環境を認識し、一層の改善努力が求められる。 

 

（2）本学の強みについては、「建学の精神『鉄鋼業並びにその関連産業はもとより、

広くその他の産業界等の将来を担いうる学力と識見を備えた技術者を育成する』を基

礎に産業界（鉄鋼業界）から半世紀以上にわたり揺るぎない信頼を得ていること」を

ベースとして、「産業界が設立した社会人と共に学ぶオリジナリティあふれる大学」「多

様な学生に対応した工夫されたカリキュラム」「少人数できめ細かなサポート体制」等

を特徴としており、「基礎教育センター」によるきめこまかな個別の学習サポート、学

生のアイデアによりものづくりのプロジェクトを自由に立ち上げることができる環境

のもとで「ものづくり工作センター」による実際のものづくりを通じた実践教育も併

せて進めている。また、卒業後の進路として高い就職率と四年制大学への編入学実績

がある。こうした点を強みとして「高校訪問」「オープンキャンパス」等でアピールし、

社会の理解を深めていくことで入学者の確保につなげていくよう学生募集の施策を展

開している。 

一方、本学の弱みとしては、本学の認知度の低さや、近隣 4 年制大学との競合激化

による学生確保難であり、その改善を目指して、高校訪問等の広報活動を行っている。

また、学生によるものづくりプロジェクト活動等を支援しており、イベント・発表会

への積極的な参加により本学の認知度を高めることにもつながっている。また、兵庫

県及び大阪府に新たに和歌山県を加えて、各府県の工業高校校長会との連携を進め、

また、地元の尼崎市や伊丹市とも連携し、様々な活動に多角的に取り組んでいる。 

 

（3）経営状態、財政状況に基づいて、次のとおり経営計画を策定している。 

①学納金計画については、これまで予算編成時において、計画と実績の乖離を分析し、

予算に反映してきた。また、学生募集に関しては、入学者確保のための広報活動強化

に取り組んでおり、その対策の効果を分析した上で、毎年、目標を明確化し、そのた

めの重点施策を展開している。 

②人事計画については、将来を見据えて退職者の補充抑制等の方針を実行している。 

教員の採用・昇任に関しては、学長のリーダーシップのもと、教授会で意見を聴き、

学長、理事長が決定する人事手続きを行い、適正な人事を実施している。 

事務職員に関しては、事務合理化や環境変化に対応して、事務局組織の改編を実施
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しており、職員数の適正な人員配置や有期雇用職員の活用を行っている。 

③施設設備の将来計画については、今後整備が必要な建物の改修、設備等に関し、5

年計画（備付-54）を作成し、優先順位をつけて整備している。今後は、施設の経年劣

化対策に重点を置いて、必要な整備を進めるべく、対応することにしている。 

④外部資金の獲得については、補助金収入、土地信託事業収入、施設利用料収入が主

なものであるが、資産の活用を含め、さらなる収入増の方策について、検討して取り

組むことにしている。 

 

（4）定員管理については、本学への入学者動向を踏まえ、学科の定員が適切かどうか 

検討している。入学定員充足率は学科により 100％を割っている年があったが、令和元

年度及び 2 年度には全学科において 100％超となった。しかしながら、3 年度では、情

報処理工学科を除いて入学定員割れとなった。このため、令和 4 年度入試に向けて、

入学定員を変更し、情報処理工学科を増員し 55 名から 65 名、機械工学科を 105 名か

ら 95 名に減員した。定員との関係での経費のバランスについては、法人全体で収入を

超えないよう経費の予算管理を行っている。 

 

（5）経営情報については、予決算書を始め、学生募集対策等の資料について、学内の

教授会、全学協議会等において公開し、説明を行うとともに、必要に応じ教職員にメ

ールで配信し、情報共有を行っている。令和 3 年度においては入学者減少を受けて「収

支改善対策の実施」について、教職員全員に対して、説明し理解を求めるとともに、

危機意識を共有している。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ－Ｄ 財的資源の課題＞ 
 

事業活動収支計算において、令和 3 年度は基本金組入前収支で、支出超過となって

いる。学生数減少による収入が減る中で、人件費の比率が高まり、様々な教育サービ

スに対する効率的なコストの配分が課題である。また、建物整備・設備更新積立金を

一定額保持しているものの、校舎の大規模補修や、教育用設備の更新など、将来計画

を見据えた積立額としては十分な水準を維持できているとは言い難い。 

 財政上の安定を図るためには、法人収入の多くを占める学納金収入の確保が最重要

であり、学生募集対策が最大の課題である。 

本学では、これまで学生数の減少等の厳しい経営環境に直面して、大学改革を推進

し、多くの施策を実施して改善の効果を上げてきた。しかしながら、これからの将来

について考えると、18 才人口の減少等、経営環境は一層厳しさを増すものと予想され

る。 

そうした中で、入学者確保のための学生募集対策、教育力の向上、校舎の有効活用

などの課題と併せ、安定的な収入確保を図り、収支改善が喫緊の課題として引き続き

取り組む必要がある。 
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＜テーマ 基準Ⅲ－Ｄ 財的資源の特記事項＞ 
 

 特に無し。 

 

＜基準Ⅲ 教育資源と財的資源の改善状況・改善計画＞ 
 
(a) 前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計

画の実施状況 

 
 教育研究活動の活性化について、教育活動については、専任教職員による授業見学

会を実施しており、一定の成果をあげている。また、研究活動についても、研究推進

検討委員会が中心になって研究を推進しており、一定の成果をあげている。 

 専任教員が研究における外部資金を獲得するため、より積極的な申請を促す点につ

いても、学長のリーダーシップのもとで、教員に対して科学研究費補助金への応募を

積極的に行うよう指導しており、一定の成果をあげている。ただし、教育研究活動力

を持つ教員がそうでない教員をサポートする仕組み等については現在も検討中である。 

 専任教員の出勤の把握については、教職員に勤怠システムを導入したことから、出

勤時間及び退勤時間を把握できるようになり、出勤簿に押印のみであった状態に比べ

て大幅に改善した。 

 教職員の就業については、「仕事と生活の調和」（ワーク・ライフ・バランス）の実

現を目指し、残業時間の抑制及び年次有給休暇の取得を一層促進し、「基準Ⅲ-A 人的資

源の特記事項」で記述したように、改善が進んでいる。 

 校舎・施設設備の老朽化対応として、平成 28 年度以降、1、2、3、4 号館の耐震改修

工事に併せて、各建物の関連補修工事やリニューアル工事を実施した。しかしながら、

経年劣化による補修が必要な箇所が残されている。教室設備等の新規取得・更新につ

いては、演習室の情報機器の更新を定期的に実施し、また、平成 30 年度には補助金を

活用し、IoT 時代のものづくり教育システム装置の整備を行った。 

大学の収支については、学納金のウエートが大きいため、学生数の状況により、大

きく変動することになるが、令和 3 年度の入学定員割れとそれに伴い、基本金組入れ

前収支は支出超過となっている。 

財政上の安定を図り、収支面での改善に取り組むため、学生募集対策の強化ととも

に収支改善対策に取り組んでいる。 

 
(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

 
専任事務職員の異動については、例えば退職者が生じた機会を捉えて実施を検討す

る。 

教職員の就業については、業務の合理化を進めることにより職員 1 人当たりの業務

量の増加傾向に歯止めをかけ、働き方改革の観点からも、「仕事と生活の調和」（ワー

ク・ライフ・バランス）の実現を目指して、残業時間の削減と年次有給休暇の取得を
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一層促進していく。残業時間の削減については令和元年度比 50％の削減を目標とし、

また年次有給休暇の取得については、令和 3 年度の水準を維持できるよう政策の定着

とさらなる取得促進を図っていく。 
また、必要に応じて有期雇用職員の活用することにより、専任職員のコア業務に対

する集中を図る。 

安全・安心な校舎・施設設備の整備の観点から、耐震改修を進め、耐震化率 100％と

なったが、今後は経年劣化による老朽化した建物・施設の補修が必要な箇所について、

引き続き計画的な改修を実行していく。 

 障がい者のためのバリアフリー化が一部に留まっているので、これら施設面の改善、

保健室の充実、健康管理面の支援強化を行うことが課題である。 

 工学系短期大学として必要な技術的資源と教室設備の充実については、安定的な学

習環境を維持するためには随時更新するべきであり、財務状況を考慮しつつも、引き

続き計画的な更新を行っていく。さらに、学内の ICT 環境において、施設・設備のさ

らなる充実を検討していく。 

 また、大学全体で技術的向上を目指す定期的な研修が十分に実施できていない点に

ついては、今後できるだけ実施するよう努力する。 

 財政面については、将来の収支動向を中長期に展望し、収支均衡のための努力を継

続する必要がある。 

最近 2 年間の財政面での課題は入試制度改革やコロナ禍での受験生の進学先大学の

早期決定志向による本学一般入試志願者の急激な落ち込みを始めとする志願者及び入

学者の減少が大きな理由である。特に機械工学科及びものづくり創造工学科の機械系

学科での入学定員充足率の低下が著しい。 

このための学生確保対策としては、本学の訴求ポイントを明確にした学生確保のた

めの諸活動を SNS 等最近の ICT 手段も積極的に活用して効果的に進めるとともに、令

和 5 年度入試に向けて、ものづくり創造工学科の募集停止とものづくりを支える機械

工学、電気電子工学科及び情報処理工学科の 3 学科体制（入学定員は 245 名から 235

名へ変更）による新たな教育プログラムを確立し、学生確保に取り組む。これにより

入学定員の充足率の適正化を図ることとした。 

その他の収入拡大策としては、土地信託事業の拡大、教室、グランド等大学施設の

休日における外部貸出等であり、これらを今後積極的に進めることとしている。 

一方の支出面での対応としては、最大の支出項目である教職員人件費についても手

を付けざるを得ない状況から、令和 3 年度については勤勉手当の削減、超過勤務手当

の削減等を実施したが、令和 4 年度に向けてこれらを継続するとともに、昇給の抑制

や退職職員の不補充による人員削減等により一層の人件費の削減を図ることとした。 

今後、さらに給与水準や給与体系の見直しについて学内での協議体制を整え検討し

ていくこととしている。 

その他の経費についても業務委託費、広告費、情報関連投資の見直し、設備投資の

見直し、学生数に見合った教育研究経費の設定等により支出の削減を図り、財務状況

の改善を図ることとしている。 
 



 産業技術短期大学  

- 108 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 産業技術短期大学  

- 109 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式 8－基準Ⅳ 



 産業技術短期大学  

- 110 - 
 

基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス 
 
 
【テーマ 基準Ⅳ－Ａ 理事長のリーダーシップ】  
 
＜根拠資料＞ 

提出資料 

23．学校法人鉄鋼学園寄附行為 

24．理事会議事録（過去 3 年間） 

提出資料－規程集 

備付資料 

55．理事長の履歴書 

 

 

［区分 基準Ⅳ-A-1 理事会等の学校法人の管理運営体制が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 理事長は、学校法人の運営全般にリーダーシップを適切に発揮している。 

 ① 理事長は、建学の精神・教育理念、教育目的・目標を理解し、学校法人

の発展に寄与できる者である。 

 ② 理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理している。 

 ③ 理事長は、毎会計年度終了後 2 月以内に、監事の監査を受け理事会の議

決を経た決算及び事業の実績（財産目録、貸借対照表、収支計算書及び

事業報告書）を評議員会に報告し、その意見を求めている。 

（2） 理事長は、寄附行為の規定に基づいて理事会を開催し、学校法人の意思決定

機関として適切に運営している。 

 ① 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督している。 

 ② 理事会は、理事長が招集し、議長を務めている。 

 ③ 理事会は、認証評価に対する役割を果たし責任を負っている。 

 ④ 理事会は、短期大学の発展のために、学内外の必要な情報を収集してい

る。 

 ⑤ 理事会は、短期大学の運営に関する法的な責任があることを認識してい

る。 

 ⑥ 理事会は、学校法人運営及び短期大学運営に必要な規程を整備している。 

（3） 理事は、法令及び寄附行為に基づき適切に構成されている。 

 ① 理事は、学校法人の建学の精神を理解し、その法人の健全な経営につい

て学識及び識見を有している。 

 ② 理事は、私立学校法の役員の選任の規定に基づき選任されている。 

 ③ 寄附行為に学校教育法校長及び教員の欠格事由の規定を準用している。 
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＜区分 基準Ⅳ－Ａ－１の現状＞ 

 

（1）本学は、建学の精神である「鉄鋼業並びにその関連産業はもとより、広くその他

の産業界等の将来を担いうる学力と識見を備えた技術者を育成する」及び三つの教育

理念である「ものづくりを中心として、科学技術立国をめざす我が国産業界の要望に

対応した技術者教育」「基礎学力の充実と実学重視の工学教育」「教養豊かで、視野の

広い社会人としての人間形成教育」に基づいて、大学を運営している。 

 基準Ⅰ-A-1 で前述したように、本学は、鉄鋼業が必要とする技術者の質と量を確保

するために設立された産学協同の工学系短期大学であることから、法人の役員や評議

員の大半が鉄鋼会社から選任されている。 

理事長は鉄鋼会社から選任され、学校法人の運営全般にリーダーシップを適切に発

揮している。 

①理事長は「学校法人鉄鋼学園寄附行為」第 5 条（提出-23）に基づいて、理事のうち

から議決により選任されている。本学の理事は主に鉄鋼業界の役員が就任しているこ

とから、その中から選任される理事長は、鉄鋼業界が設立した本学の設立趣旨、建学

の精神、教育理念・目的等を十分に理解し、学園の発展に寄与できる者である。（備付

-55） 

②理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理している。具体的には、私立学校法

第 37 条の規定に従い、寄附行為に「理事長は、この法人を代表し、その業務を総理す

る」と定めており、本学の運営全般に係る重要事項の決定に責任を負っている。 

③理事長は、私立学校法第 37 条第 3 項及び第 46 条の規定に従い、毎会計年度終了後 2

ヶ月以内に、監事の監査を受け理事会の議決を得た決算及び事業の実績（財産目録、

貸借対照表、収支計算書及び事業報告書）を評議員会に報告し、その意見を求めてい

る。 

 

（2）理事長は、寄附行為の規定に基づいて理事会を開催し、学校法人の意思決定機関

として適切に運営している。 

①理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督しており、事業計画の

実施、予算・決算、重要な規則の制定・改廃、学生募集等について審議決定を行って

いる。（提出-24） 

理事会は、私立学校法第 36 条の規定に従い、「学校法人鉄鋼学園寄附行為」第 15 条

に「学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する」と定めている。さらに、

理事の職務執行を監督するため、理事だけではなく監事を出席させることで理事会の

適切な運営を担保している。 

②理事会は、寄附行為第 15 条第 3 項及び第 7 項に基づき、理事総数の過半数の出席の

もと、理事長が招集し議長を務め、理事会を適切に運営している。 

③令和 4 年度に大学・短期大学基準協会の認証評価を受けるにあたり、令和 4 年 3 月

に開催された理事会での審議を経ており、また、前回の認証評価（第三者評価）では、

評価結果に対する指摘事項に対し、迅速に対応したことから、理事会は、認証評価（第

三者評価）に対する役割を果たし、責任を負っている。 



 産業技術短期大学  

- 112 - 
 

④学校運営に必要な関係法令等、短期大学の発展のために必要な学内外の情報につい

ては、理事会又は理事長が、法人事務局や理事長の補佐機関である運営幹事会に指示

を出して情報収集に努めている。 

⑤理事会は、短期大学の運営に関する法的な責任があることを認識している。理事会

は学校運営に関する最終的な意思決定権を有するとともに、運営に対する全ての責任

を負う機関であることを共通の理解として、日々運営に携わっている。 

⑥理事会は、寄附行為、学則など、学校法人運営及び短期大学運営に必要な規程を整

備している（提出-規程集）。その内容については、紙媒体で「諸規則」として作成し

ている他、当該デジタルデータを学内ネットワークストレージ（ネットワーク上の保

管場所）に保存することにより、常時、教職員が閲覧できるようにしている。 

 なお、令和 3 年 6 月 25 日付 3 高私行第 3 号「理事会及び評議員会の運営及び議事録

の取扱い並びに学校法人寄附行為作成例の作成例について（通知）」の対応として、 

より適切な大学運営に資するため、寄附行為を変更することを理事会で決定し、所定

の手続きを行った。 

 

（3）理事は法令及び寄附行為に基づき適切に構成されている。 

①本学の理事は主に鉄鋼業界の役員が就任していることから、鉄鋼業界が設立した本

学の設立趣旨、建学の精神、教育理念・目的等を十分に理解し、法人の健全な経営に

ついての学識及び識見を有し、学園の発展に寄与できる者である。 

②理事は、私立学校法第 38 条及び本学寄附行為第 6 条に基づいて選任されている。理

事選任要件は、評議員のうちから選任される者、及び本学に関係ある学識経験者であ

る。 

③寄附行為第 10 条第 2 項第四号において、「学校教育法校長及び教員の欠格事由」の

規定を準用し、役員は学校教育法第 9 条各号に掲げる事由に該当する場合は退任する

ことを規定している。 

 
＜テーマ 基準Ⅳ－Ａ 理事長のリーダーシップの課題＞ 
 
理事長のリーダーシップは法人全体の運営に適切に発揮されているが、コロナ禍にお 

いて法人全体の危機管理体制が問われ、早急な意思決定が求められることがあった。 

コロナ禍では、学長が理事長のリーダーシップに従い相談を重ねて対応してきたが、 

今後は、理事会としての意思決定を迅速に行うなどの対応が課題である。 

 
 
＜テーマ 基準Ⅳ－Ａ 理事長のリーダーシップの特記事項＞ 
 

 特に無し。 
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【テーマ 基準Ⅳ－Ｂ 学長のリーダーシップ】 

 
＜根拠資料＞ 

提出資料 

 2．学則 

25．教授会議事録（過去 3 年間） 

提出資料-規程集 

3．学長選任規程 

10．教授会規則 

32．学生の懲戒に関する規則 

備付資料 

60．学長の個人調書[様式 21] 

61．委員会等の議事録 

62．令和 3 年度新型コロナウイルス対応会議開催記録 

 

［区分 基準Ⅳ－Ｂ－１ 学習成果を獲得するために教授会等の短期大学の教学運営

体制が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学長は、短期大学の運営全般にリーダーシップを発揮している。 

 ① 学長は、教学運営の最高責任者として、その権限と責任において、教授

会の意見を参酌して最終的な判断を行っている。 

 ② 学長は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関し識見を有し

ている。 

 ③ 学長は、建学の精神に基づく教育研究を推進し、短期大学の向上・充実

に向けて努力している。 

 ④ 学長は、学生に対する懲戒（退学、停学及び訓告の処分）の手続を定め

ている。 

 ⑤ 学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督している。 

 ⑥ 学長は、学長選考規程等に基づき選任され、教学運営の職務遂行に努め

ている。 

（2） 学長等は、教授会を学則等の規定に基づいて開催し、短期大学の教育研究上

の審議機関として適切に運営している。 

 ① 教授会を審議機関として適切に運営している。 

 ② 学長は、教授会が意見を述べる事項を教授会に周知している。 

 ③ 学長は、学生の入学、卒業、課程の修了、学位の授与及び自ら必要と定

めた教育研究に関する重要事項について教授会の意見を聴取した上で決

定している。 

 ④ 学長等は、教授会規程等に基づき教授会を開催し、併設大学と合同で審

議する事項がある場合には、その規程を有している。 

 ⑤ 教授会の議事録を整備している。 
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 ⑥ 教授会は、学習成果及び三つの方針に対する認識を共有している。 

 ⑦ 学長又は教授会の下に教育上の委員会等を規程等に基づいて設置し適切

に運営している。 

 

 

＜区分 基準Ⅳ－Ｂ－１の現状＞ 

 

（1）学長は、建学の精神を具現推進するため、短期大学の運営全般に陣頭指揮をとり、

自身で直接現場を掌握して現状を理解し、課題を整理しつつ業務を総理するなど、積

極的にリーダーシップを発揮している。 

①学長は、教学運営の最高責任者として、その権限と責任において、教授会の意見を

参酌して最終的な判断を行っている。このことは、学則及び教授会規則に明記される

ことにより担保されている。 

②学長は、その履歴（備付-60）・人物評等から、人格が高潔で、学識が優れ、かつ大

学運営に関し識見を有すると認められ、本学の学長に相応しいと判断された者を選任

している。 

③学長は、建学の精神に基づく教育研究を推進し、短期大学の向上・充実に向けて努

力している。具体的には、教育理念等について自らの考えを提示し、熱意・姿勢を率

先垂範して教職員全員に打ち出すほか、教員全員に他の教員の授業見学会参加を義務

付け、事務職員にも授業見学会への参加を促し、また FD 研修を実施するなど、教育面

のさらなる質的向上への自助努力を促している。さらに、毎年教員に対し、研究活動

について教員業績記録データを提出させ、教員各人の教育に対する取り組み、研究内

容の把握を行い、必要に応じ、直接、改善に向けた指示を行っている。 

④学長は、学生に対する懲戒（退学、停学及び訓告の処分）の手続きを「学生の懲戒

に関する規則」（提出-規程集 32）として定めている。 

⑤学則第 3 条第 3 項の規定に基づき、学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督し

ている。 

具体的には、教員については、教授会において学長の意向を表明し各教授を通じて

各教員にその意向を浸透させている。あわせて、随時開催される学科長連絡会におい

て各教員の業務等を各学科長から意見聴取することによりその業務内容等を掌握し、

必要に応じ個別にアドバイスを行っている。また、学生アンケートや授業見学会の報

告結果により、教員の授業内容等に問題が指摘された場合には、早急に対応を指示し

ている。また、事務職員についても、定期的に開催される事務局会議に出席し、事務

職員の業務全般を理解・掌握し、必要に応じ直接、業務の方向性を指示している。 

 また、年初に行う学長年頭挨拶において、大学運営に関する方針を教職員全員に直

接口頭で訓示している。 

⑥学長は、「学長選任規程」（提出-規程集 3）に基づき選任され、教学運営の職務遂行

に努めている。 

 

（2）学長は、教授会を学則の規定に基づいて開催し、短期大学の教育研究上の審議機
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関として適切に運営している。 

①学長は、リーダーシップを発揮し、教授会において議長となり、教授会を審議機関

として適切に運営している。 

②学長は、自らが決定を行うにあたり、教授会が意見を述べる事項を、学則第 5 条第 4

項及び第 5 項（提出-2）において明示することにより、教授会に周知している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③学長は、前述の学則に基づき、学生の入学、卒業課程の修了、学位の授与及び自ら

必要と定めた教育研究に関する重要事項について教授会の意見を聴取したうえで決定

している。 

④学長は、学則等の規程に基づき、毎月教授会を招集している。 

⑤学長は、総務課に指示し、毎回教授会の議事録を作成させ、議事録を整備している

（提出-25）。 

⑥教授会は、学長のリーダーシップのもと、学習成果及び三つの方針（卒業認定に関

する方針(DP)、教育課程の編成及び実施に関する方針(CP)、入学者の受入れに関する

方針(AP)）について、一年に一度、確認を行ない、三つの方針に対する認識を共有し

ている。 

⑦規則に基づき、教授会の下に次の委員会を設置し、それぞれの委員会規程（備付-61）

に基づき適切に運営している（表Ⅳ-1）。 

 

表Ⅳ-1 各種委員会（令和 4 年 3 月現在） 

委員会等  根拠規程  役割・目的  
自己点検・評価委員会  自己点検・評価委員会

規則  
自己点検・評価の実施に関すること等について

審議する  
情報化対応委員会  情報化対応委員会規

則  
本学の情報化に関する事項について協議し、こ

れを推進することを目的とする  
教務委員会  教務委員会規則  教務に関する事項を協議し、教育の成果を期す

ることを目的とする  
学生委員会  学生委員会規則  学生の厚生補導に関する事項を協議し、あわせ

て学生生活の充実をはかることを目的とする  
奨学金委員会  産業技術短期大学奨

学金規則  
奨学生の選考や奨学金制度に関する検討を行

う。  
入試広報委員会  入試広報委員会規則  本学の入学試験及び学生募集広報活動に関する

事項について協議し、これを推進することを目

的とする  
図書館運営委員会  図書館運営委員会規

則  
図書館の運営等に関する事項を協議し、教育、

研究の向上に資することを目的とする  

学則第５条 

４ 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

一 学生の入学、卒業及び専攻科の修了 

二 学位の授与 

三 教育課程の編成・実施に関すること 

四 専任教員の任用及び昇任に関すること 

五 学則その他重要な規則等の制定及び改廃に関すること 

六 学生の懲戒に関すること 

七 学生の学籍異動に関すること 

５ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長がつかさどる教育研究に関する事項につい

て審議し、及び学長の求めに応じ、意見を述べることができる。  
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委員会等  根拠規程  役割・目的  
危機管理委員会  
（注 1) 

学校法人鉄鋼学園危

機管理規程  
学園の危機管理を総括するとともに、危機管理

に対する支援、連絡調整を行う  
研究推進検討委員会  研究推進検討委員会

規則  
本学における研究体制の充実及び研究活動を通

して、地域社会並びに産業界との交流促進を目

的とする  
セクシュアル･ 
ハラスメント /いじめ

防止・対応委員会  
（注 2）  

セクシュアル・ハラス

メント /いじめ防止・

対応に関する規則  

セクシュアル・ハラスメント /いじめの防止に関

する啓蒙活動、又は相談や救済の申し立てを受

けた場合の実態調査や事案に対応する  

産官学連携推進委員

会（注 3）  
産官学連携推進委員

会規則  
本学と外部機関との産官学連携に関する事項を

協議する  
地域連携推進委員会

（注 3））  
地域連携推進委員会

規則  
本学と地域との連携活動に関する事項について

協議する  
（注 1）コロナ禍に幅広く対応するため、新型コロナウイルス対応会議にその機能を移した。 

（令和 3 年度は活動実績なし） 

（注 2）ハラスメント事案が発生しなかったため、令和 3 年度は活動実績なし。令和 4 年度から 

幅広いハラスメント事案に対応するため「ハラスメント/いじめ防止・対応委員会」に名 

称を変更した。 

（注 3）コロナ禍の影響により令和 3 年度は活動実績なし。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ－Ｂ 学長のリーダーシップの課題＞ 
 

 学長は所属職員を統督すると学則に記されているが、より円滑な業務遂行のために

教職員とのコミュニケーションをより深めることが課題である。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ－Ｂ 学長のリーダーシップの特記事項＞ 
 
 学長は、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、コロナ禍に対応するため、危機管理委員

会に代わり、新型コロナウイルス対応会議を組織し、感染防止策、コロナ禍での授業実施

に向けた体制を整え、学生の学習機会の継続に向け対策を講じた。（備付-62） 
 
【テーマ 基準Ⅳ－Ｃ ガバナンス】 

 
＜根拠資料＞ 

提出資料 

26．評議員会議事録 

28．ウェブサイト「情報公開」 

https://www.sangitan.ac.jp/college/disclosure/ 

備付資料  

63．監事の監査状況 

 

［区分 基準Ⅳ－Ｃ－１ 監事は法令等に基づいて適切に業務を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 
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（1） 監事は、学校法人の業務、財産の状況及び理事の業務執行の状況について適宜

監査している。 

（2） 監事は、学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況につい

て、理事会及び評議員会に出席して意見を述べている。 
（3） 監事は、学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況につい

て、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 2 月以内に理事会

及び評議員会に提出している。 
 

＜区分 基準Ⅳ－Ｃ－１の現状＞ 

 

（1）監事は、寄附行為第 14 条に基づき、学校法人の業務、財産状況及び理事の業務

執行について適宜監査を行っている。 

監事は、財産の状況については、決算確定時に法人側から詳細な説明を受け、同席

している公認会計士からも意見を聴取している。業務及び理事の業務執行状況につい

ては、学長及び事務局長から概況を聴取している。（備付-63） 

 

（2）監事は、監査後の理事会及び評議員会に出席し、学校法人の業務及び財産の状況

並びに理事の業務執行状況について意見を述べている。 

 なお、令和 2 年 3 月の理事会及び評議員会、並びに令和 3 年 5 月の評議員会につい

ては、新型コロナウイルスの感染拡大の影響のため、監事は出席できなかった。 

 

（3）また、監事は、学校法人の業務及び財産の状況並びに理事の業務執行状況につい

て、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 2 ヶ月以内に理事会及び

評議員会に提出しており、適切に業務を行っている。 

 

［区分 基準Ⅳ－Ｃ－２ 評議員会は法令等に基づいて開催し、理事長を含め役員の

諮問機関として適切に運営している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 評議員会は、理事の定数の 2 倍を超える数の評議員をもって、組織している。 

（2） 評議員会は、私立学校法の評議員会の規定に従い、運営している。 

 

＜区分 基準Ⅳ－Ｃ－２の現状＞ 

 

（1）本学園の評議員は定数 19～35 人（令和 4 年 5 月現在現員 33 人）であり、理事定

数 9～15 人（令和 4 年 5 月現在現員 14 人）の 2 倍を超えている。 

（2）評議員会は、私立学校法第 42 条の規定に従い運営している。私立学校法第 42 条

に規定されている事項については、学校法人鉄鋼学園寄附行為第 20 条（諮問事項）に

より、理事長があらかじめ評議員の意見を聞き、その後に開催される理事会で議決し

ている。（提出-26） 
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［区分 基準Ⅳ－Ｃ－３ 短期大学は、高い公共性と社会的責任を有しており、積極

的に情報を公表・公開して説明責任を果たしている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学校教育法施行規則の規定に基づき、教育情報を公表している。 

（2） 私立学校法の規定に基づき、財務情報を公開している。 

 

＜区分 基準Ⅳ－Ｃ－３の現状＞ 

 

（1）学校教育法施行規則の規定に基づき、大学の教育研究上の目的や教員組織等の教

育情報を、本学ホームページで公開している。（提出-28） 

（2）また私立学校法の規定に基づき、財産目録、貸借対照表及び収支計算書等の財務

情報を本学ホームページで公開し、短期大学としての説明責任を果たしている。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ－Ｃ ガバナンスの課題＞ 
 

評議員会の運営そのものに問題はないが、構成員の大半が鉄鋼会社の社長であるこ

とから、広く他の分野からも識者を求めるべく、その規模も含めて検討することが課

題である。 

 
＜テーマ 基準Ⅳ－Ｃ ガバナンスの特記事項＞ 
 

 特に無し。 

 

＜基準Ⅳ リーダーシップとガバナンスの改善状況・改善計画＞ 
 
(a) 前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計

画の実施状況 

 
「学長のリーダーシップとガバナンスについては、その環境を整えているので、一

層学長のリーダーシップとガバナンス発揮を推進していく」と記述したが、その後の

一例として、学長のリーダーシップをもって補助金獲得に向けた取り組みを強力に推

し進めたことにより、平成 29 年度に改革総合支援事業において 3 つのタイプを獲得す

るなど成果がでている。 
「本学園の理事会をより効率的に運営して行くため、構成人数・運営体制のあり方等

について検討する」と記述したが、令和 2 年度に、理事の定数を「10 人以上 16 人以内」

から「9 人以上 15 人以内」に、併せて評議員の定数を「33 人以上 42 人以内」から「19

人以上 35 人以内」に変更を行いより効率的な運営規模に近づけた。 

 「学内の委員会活動の効率的な運営を行うため、出席者や会議時間等のデータの集

計・分析・検証を行う」と記述したが、この点については、データの検証及び検討に

より、委員会担当者の配置の平準化やメールや WEB 会議による意見交換の採用、会議
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時間を短縮するために可能な限り資料の事前配付を行うなどの工夫を取り入れること

により、より効率的な運営を行っている。 
「監事との連携強化について、学長が適宜個別に監事に対し説明・報告を行い、連

携を深めるとともに、日頃から情報共有を進め、日頃からの監査業務に対するさらな

る理解を深めてもらうよう工夫する」と記述したが、これらについては概ね実行され

ており、監事との連携強化を実施している。 
 「評議員会については、大半が鉄鋼会社の社長であることから、広く他の分野から

も識者を求めるべく、構成員の見直しについて検討する」と記述したが、これまで続

いてきた現在の構成（一般社団法人日本鉄鋼連盟の役員を中心とした構成）を変更す

ることは課題が多く、引き続き検討課題となっている。 

「将来に渡り学園の収支均衡を維持するために、運営幹事会の中にワーキンググル

ープを設けて、中長期計画を行い、実行に移す」と記述したが、令和 3 年度における

学生数の減少に直面し、その影響を厳しく受け止め、将来の学生数想定にもとづく超

長期の財政見通しを作成して、理事会、運営幹事会に報告し、収支改善実現のための

施策を策定し、事業計画や予算に反映させている。 
 
(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

 
コロナ禍において法人全体の危機管理対応として、WEB による理事会の開催を実施し、

滞りなく法人運営を執り行った。今後、想定外の状況が発生した場合においても理事

会での迅速な意思決定を行えるよう体制を整備していく。 

学長のリーダーシップを発揮するため、教職員とのコミュニケーションをより深め

るという課題については、定期的に教職員との個別面談を実施し、また、随時、学科

長連絡会を開催し、学科長から各学科の教員の意見を集約するなどの工夫を行う。 
評議員の構成の検討については、課題が多く、難易度が高いと思われるため、広く

関係者の意見を聴取するなど、可能な範囲で検討をすすめていく。 
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